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第１章 監査の概要 

 

第１ 監査の種類 

   地方自治法第 252 条の 37 第１項の規定に基づく包括外部監査 

 

第２ 選定した特定の事件（テーマ） 

   持続可能な地域社会の実現（移住定住・中山間・エコライフ）に向けた事業に係る財

務事務の執行について 

 

第３ 監査の対象とした理由 

世界各地では、さまざまな情勢の不安定化など、先行き不透明な状況が続くととも

に、国内では、大規模な自然災害や物価高騰、深刻さを増す少子化・人口減少など諸

課題に直面している。 

鳥取県は、人口減少・少子高齢化の影響が特に顕著な中山間地域を抱えるととも

に、令和６年６月１日現在の人口（鳥取県の推計人口）は 53 万人と全国最少であり、

地域経済も小さいことから、厳しく直面するそれぞれの課題は、県民生活にとって喫

緊の課題と思われる。 

このような中で、鳥取県は、基本戦略として、「輝く鳥取創造総合戦略（令和５年

度までは「鳥取県令和新時代創生戦略」）」を策定し、「Ⅰ豊かな自然でのびのび鳥

取らしく生きる」「Ⅱ人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む」「Ⅲ幸せを感じながら

鳥取の時を楽しむ」の３つを基本方針として、地域に暮らす一人ひとりが幸せを感

じ、活気あふれる地域の維持を目指して、中山間地域の活性化や観光振興、子育て支

援、地域交通の利便性向上、人材育成など、さまざまな取組を行っている。 

令和５年度予算編成の柱の一つには、「持続可能な地域社会の実現（移住定住・中

山間・エコライフ）」として、人口減少に直面する中、従来の移住定住対策に加えた

新たな取組や、近年表面化した中山間地域の買物環境及び生活交通確保の問題、更に

は鳥取県が進めるＳＤＧｓの理念を踏まえた環境施策など地域づくりの事業を包括し

て予算化している。 

ついては、これらの事業は、鳥取県のめざす地域資源である「人の活躍」に焦点を

当てた持続可能な地域づくりの各種取組であり、これが適正に執行され、その経済

性、効率性、有効性が適切に確保されているかどうかを検討することは県民の関心も

高いところであると考え、上記を本年度の監査テーマとして選定することとした。 
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第４ 監査を実施した期間 

   令和６年４月１日から令和６年 12 月 31日まで 

 

第５ 監査対象機関 

・ 政策戦略本部 

・ 輝く鳥取創造本部（県立鳥取ハローワーク分を含む。） 

・ 生活環境部（総務部総務課分を含む。） 

・ 商工労働部 

・ 東部地域振興事務所（東部振興課、八頭振興課） 

・ 西部総合事務所（環境・循環推進課、西部振興課） 

  



3 

 

第６ 監査の方法 

１  監査対象事業の概要把握のため、事前に事業概況資料等を県から入手・検討の上、予

備調査により、所轄部署の担当者へのヒアリングを実施した。 

２ 監査の対象年度の事業が適切に行われているかを確認するため、所轄部署へのヒアリ

ング及び関連資料の閲覧を実施した。 

なお、一部については、インターネットを利用したＷｅｂ監査（ヒアリング）を実施

するとともに、地方機関にも臨場して監査を実施した。  

３ 質問票の送付により、効率的な監査の実施と監査後における事実補完等を行った。 

４ 必要に応じて、関係先への確認等を監査対象部署経由で行った。 

 

第７ 監査の視点 

包括外部監査人は、包括外部監査対象団体の財務に関する事務の執行及び経営に係る

事業の管理のうち、地方自治法第２条第 14 項（住民の福祉の増進に努めるとともに最少

の経費で最大の効果を挙げるべき原則）及び第 15 項（組織及び運営の合理化に努めるべ

き原則）の規定の趣旨を達成するため、必要と認める特定の事件について監査を行うこ

ととされている（地方自治法第 252 条の 37 第１項）。 

いわば、包括外部監査人が行う監査は、住民の福祉の増進を目的として、経済性、効

率性、有効性をベースに地方公共団体の事業のあり方を新たな観点から見直し、地方行

財政改革を促す監査であることを期待され、実施するものである。 

我々監査担当者は、税務・会計に関する専門家として、申告納税制度の理念に沿って、

租税に関する法令に規定された納税義務の適正な実現を図ることを使命としており、日

常において、納税者たる県民の声を受け止める立場にある。 

県民に自ら進んで納税してもらうためには、県民の行政への信頼が不可欠であり、税

の無駄遣いは県民の納税意欲を減退させることにつながると考える。 

我々はこのたびの包括外部監査を行うに当たって、その期待を背負うつもりで、県民

目線で監査することに心がけ、使命感を持って取り組んだ。 

具体的には次の着眼点で監査した。 

１ 関係法令、条例及び諸規程等に従い適切に実施されているか。 

２ 経済性、効率性、有効性（いわゆる「３Ｅ」）の観点から、合理的に実施されてい

るか。 

３ 県民はどのように思うだろうか。 
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なお、本報告書において、「指摘」又は「意見」として付した事項については、それぞ

れ次のとおり定義している。 

 

「指摘」： 関係法令、条例及び諸規程等の違反、あるいは著しく不当であり、是正措置

が必要であると考える事項 

 

「意見」： 関係法令、条例及び諸規程等の違反ではないが、経済性、効率性、有効性の

観点から是正措置の検討が望まれる事項 
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第８ 監査手続 

次の日程により、各担当課から関係書類等の説明を受け、ヒアリング及び監査を実施し

た。 

また、予備調査に当たっては 39 項目、本監査に当たっては136項目のそれぞれ事前質問

票（資料依頼を含む。）を送付し監査の効率化を図るとともに、監査後に計167項目の追加

質問票を送付して事実補完等を行った。 

上記のほかに、外部監査人の事務所等で監査状況の打合せ及び協議並びに報告書の作成等

を行った。 

監査対象機関 実施日 

準備調査（事前提供資料を受け監査方針等を策定） ５月 23 日(木)～６月 23日(日) 

予備調査 

≪対象部署≫ 

人事企画課、税務課、人口減少社会対策課、県立鳥取

ハローワーク、中山間・地域振興課、協働参画課、交

通政策課、環境立県推進課、脱炭素社会推進課、まち

づくり課、住宅政策課、自然共生課、商工政策課、立

地戦略課、雇用・働き方政策課、総合教育推進課 

６月 24 日（月） 

～26 日（水） 

本監査（関係書類の監査・ヒアリング） 

≪対象部署≫ 

〇政策戦略本部：税務課 

〇輝く鳥取創造本部：人口減少社会対策課（県立鳥取

ハローワークを含む。）、中山間・地域振興課、協働

参画課、交通政策課（観光戦略課、まんが王国官房

を含む。） 

〇生活環境部：環境立県推進課、脱炭素社会推進課、

循環型社会推進課、自然共生課、まちづくり課、住

宅政策課 

〇商工労働部：雇用・働き方政策課 

【地方機関】 

〇東部地域振興事務所：東部振興課、八頭振興課 

〇西部総合事務所：環境建設局環境・循環推進課、県

民福祉局西部振興課 

７月 29 日（月） 

～８月９日（金） 

Ｗｅｂ監査（ヒアリング） 

≪対象部署≫ 

〇生活環境部：まちづくり課 

10 月 11 日（金）  

追加監査（ヒアリング） 

≪対象部署≫ 

〇政策戦略本部：税務課 

〇輝く鳥取創造本部：人口減少社会対策課（県立鳥取

ハローワークを含む。）、中山間・地域振興課、協働

参画課、交通政策課（観光戦略課、まんが王国官房

を含む。） 

〇生活環境部：環境立県推進課、脱炭素社会推進課、

循環型社会推進課、自然共生課、まちづくり課、住

宅政策課 

〇商工労働部：雇用・働き方政策課 

10 月 15 日（火） 

～16 日（水） 
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第９ 包括外部監査の実施者 

       外部監査人        税理士   駿同 利明 

       外部監査人補助者  税理士   音田 勝正 

    外部監査人補助者  税理士   入江 聡 

    外部監査人補助者  公認会計士 鷲見 渉 

 

第 10 利害関係 

包括外部監査の対象とした事件につき、外部監査人及び補助者は地方自治法第 252 条

の 29 に規定する利害関係はない。 
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第２章 監査対象の概要 

第１ 鳥取県の現状（人口動態と移住定住・中山間地域・エコスタイルの取組） 

 １ 鳥取県の現状と取組 

人口が全国最少の鳥取県では、人口減少・少子高齢化の進展が顕著であり、中山間地域

の暮らしの向上をはじめとした社会課題も集約している。 

人口減少・経済活動も小さい鳥取県では、持続可能な地域社会を実現するためのリソー

ス(供給源)に限りがあり、ＳＤＧｓの普及推進をはじめとした「人の活躍」に焦点を当て、

「経済」、「社会問題」、「環境」の諸課題にアプローチするとしている。 

鳥取県の人口動態と移住に関する主なデータ及びこれまでの取組は、以下のとおりであ

る。 

なお、以下のデータ等は、「輝く鳥取創造総合戦略（令和６年３月鳥取県）」からの抜粋

である。 

（１） 人口動態 

鳥取県の人口は 1988（昭和 63）年の 61 万 6371 人をピークとして微減傾向に

ありましたが、2008（平成 20）年に 60 万人を割り込んで以降、急激な減少が続い

ています。  

2022（令和４）年の人口 54 万 3615 人は、1970（昭和 45）年の人口 56.9 万人を

下回り、戦前の人口水準に近付きつつあります。   

鳥取県人口の⾧期推移  

  

（「国勢調査」、「鳥取県の推計人口」のデータをもとに作成）  
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さらに、人口構成も大きく変化しています。1955（昭和 30）年の時点では全体の

３割を占めていた 14 歳以下の人口は、2022（令和４）年には 12.3％まで減少しま

した。一方で、1970（昭和 45）年頃までは 1割に満たなかった 65 歳以上の高齢人

口は、2022 年（令和４）年には 33.3％にまで上昇しています。    

鳥取県は今、高齢者比率 21％の超高齢社会の基準をはるかに超え、3 人に 1 人が

高齢者という未曾有のシニア社会を迎えています。  

 

年齢区分別人口の推移  

 

 

（「国勢調査」、「鳥取県の推計人口」年齢３区分別推計人口のデータをもとに作成）  

 

 国立社会保障・人口問題研究所が 2020（令和２）年の国勢調査結果を基に公表

した地域別将来推計人口によると、2050 年における鳥取県の人口は、2020 年から

26.7％減少して 40 万 5,528 人となり、65 歳以上の高齢人口の割合は 40.9％に達

すると推計されています。  

 2050 年 に お け る 鳥 取 県 の 年 齢 区 分 別 推 計 人 口       

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

  

 



9 

 

 

（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」のデータをもとに作成）  

  また、人口動態の変化には、出生数や死亡数に伴う自然増減の他に、転出・転

入といった社会的な増減要因があります。近年の人口減少は自然増減による影響

が大きい傾向にありますが、転出に伴う社会減は若い世代が中心であり、地域を

担う生産年齢人口を確保するためにも、自然増を促すと共に社会減を食い止める

ことが重要となっています。 

     

               （「鳥取県の推計人口」人口動態の推移のデータ数｣のデータをもとに作成）  
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（２）移住 

県外からの移住を検討している人々に対する充実した情報発信やきめ細かなサ

ポート等により、鳥取県への移住者は着実に増加してきました。  

コロナ禍において都市部への一極集中がもたらすリスクが顕在化し、地方での

暮らしや新たなライフスタイルへの関心が高まった結果、2021（令和３）年は過

去最高の移住者数を記録しており、2022（令和４）年もなお高い水準を維持して

います。 

移住者の多くは 20 代～40 代の現役世代であり、県内産業の活性化や多様な働

き方を通じた移住・関係人口の拡大が期待されます。  

 

鳥取県への移住者数の推移  

 

 

 

 

  

   （「鳥取県への移住者数｣のデータをもとに作成）  
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これまでの取組 （抜粋：移住定住・中山間地域・エコスタイルの取組） 

 

 

  従来から先駆的に取り組んできた移住施策の浸透や、安全安心でゆとりある生活環境を

求める意識の高まり等を背景として、2021（令和３）年の移住者は過去最高となる 2,368

人を記録しました。2019（令和元）年以降は、都市部企業人材やファミリー層をターゲッ

トとするワーケーションを推進し、関係人口の増加による地域活性化や将来的な移住者の

裾野拡大に繋げています。   

ワーケーション  

リモートワーク等の新しい働き方を活用したワーケー

ションの取組を推進し、2022（令和４）年に「とっとり

ワーケーションネットワーク協議会」を設立しました。

都市部の副業人材をアドバイザーとしたファミリーワー

ケーションの展開や経済団体と連携した地域課題解決型

ツアーの受け入れ等を通じ、多様な人・企業との繋がり

を生み出しています。   

ふるさと来 LOVE とっとり 

鳥取を愛し、多様な形で鳥取に関わる人を応援する「ふ

るさと来 LOVE（クラブ）とっとりメンバーズカード」制

度を 2021（令和３）年に創設しました。「とっとりファ

ン」の拡大や関係人口のネットワーク化に繋がっていま

す。  

  

スマートフォンアプリ「とりふる」  

       県外の学生等に向けて就活情報やふるさと情報等を配信

するスマートフォンアプリ「とりふる」を 2020（令和 

２）年２月に運用開始しました。鳥取県との繋がりを保

ち、将来的な県内就職を促進する重要なツールとなって

います。  

 

移住・定住 
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コロナ禍で経済活動が停滞する中においても、県内企業の新事業展開や生産性向上を支

援し、新たな産業の創造に向けた取組を積極的に推進しました。また県内企業の経営課題

の解決に繋げるため、都市部のビジネス人材を副業により誘致するプロジェクトを展開

し、全国的に高い注目を集めました。  

とっとり副業・兼業プロジェクト「鳥取県で週１副社⾧」  

都市部で本業を持ちながら地方で働いてみたい、ビジネス

経験を生かして地域活性化に関わりたい等の思いを持つ都

市部ビジネス人材に向けて、週１回の副業兼業という働き

方を提案し、県内企業とのマッチングを独自の人材誘致プ

ラットフォームでサポートしました。2019 （令和元）年

以降の応募数や募集企業数は、都道府県別で全国１位の実

績となっています。  

 

SDGs  

2022（令和４）年４月から本格運用を開始した、都道府県

では全国初となる「とっとりＳＤＧｓ企業認証制度」（Ｓ

ＤＧｓに取り組む企業を補助金や融資で支援）や、モデル

となる優れた取組を行う企業を表彰するなどにより、持続

的な成長と企業価値の向上に向けた「ＳＤＧｓ経営」が広

がっています。  

 

 

 

 

 

 

働く場 

まちづくり 
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 コロナ禍の影響により人間関係の希薄化や地域コミュニティの衰退等が課題となる中、

支援を必要とする人について、本人と家族を一体的に支援することを定めた全国初の条例

を制定する等、困難を抱える人を誰一人取り残すことなく支える環境を整備しました。   

持続可能な地域交通  

共助交通やタクシー、バスを自由に組み合わせて交通機能の

維持を図る市町村向けの支援制度を 2020（令和２）年に創

設し､地域の実情に応じた交通体系の再構築を推進しまし

た。また 2022（令和４）年には、「鳥取県 MaaS エコシステ

ム共創コンソーシアム」を設立し、地域交通の課題解決や経

済活性化に向けた鳥取型 MaaS の取り組みを進めています。  

 

 2050 年の脱炭素社会実現に向けた再生可能エネルギーの導入、建物の省エネルギー化や、

循環型社会の構築に向けたごみ削減等の取組が加速しました。また、様々な主体との協働に

よって豊かな自然環境の保全・利活用を図る取組が進みました。  

とっとり健康省エネ住宅「NE-ST」 

2020（令和２）年に、国の省エネ基準を上回る県独自の

「とっとり健康省エネ住宅性能基準」『NE-ST』を定めまし

た。2022（令和４）年にはリフォーム版の基準である『Re 

NE-ST』も制定し、快適で環境にやさしい、高気密・高断

熱住宅の普及を進めています。  

  

大山入山協力金制度  

2022（令和４）年に、関係者と協力して検討を行ってきた

「大山入山協力金制度」を本格スタートしました。登山１

回あたり 500 円の協力金を、登山道の補修や植生保護等の

経費に充当し、山岳環境の持続可能な保全と利活用を目指

します。  

  

 

支え愛     

エコスタイル     
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２ 自律的好循環の具体化に向けた事業の実施 

鳥取県は、地域の財やニーズが事業者に新たな成長をもたらし、事業者の成長が地域  

の生活を豊かにし、継承する自然環境を守る、といった自律的好循環の創出を目指し、

地域社会づくりを行っている。 

その大まかな事業スキームは、以下のとおりである。 

なお、以下の事業スキーム等は、 「鳥取県ＳＤＧｓ未来都市計画（令和４年８月）」か

らの抜粋である。   

 

＜モデル事業による自律的好循環の形成＞ 

人口最少・経済最小の鳥取県においては、現状、持続可能な地域社会を実現するため

のリソースに限りがあると言わざるを得ない。したがって、本県モデル事業においては、

最大の地域資源である「人」に焦点を当て、その活躍を最大限に引き出すことで、①県

民経済「最小」からの持続的成長、②過疎・高齢化が人口減少を加速する「負の連鎖」

の克服、③「鳥取砂丘」「星取県」を継承できる脱炭素社会への移行、の三側面の諸課

題に複数同時並行的にアプローチする。 
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第２ 監査対象とした事業   

 鳥取県は、人口減少・少子高齢化の影響が特に顕著な中山間地域を抱え、人口は全国

最少であり、地域経済も小さいが、将来ビジョンとして、「豊かな自然と地域で育まれて

きた人と人の絆の強みを伸ばした持続可能な地域の発展、豊かな自然・環境と人々の支え

合いの中で、心の豊かさを実感しながら充実した生活を安心して送ることができる鳥取

県」をめざして、基本戦力に基づく中山間地域の活性化や観光振興、子育て支援、地域交

通の利便性向上、人材育成等さまざまな取組を行っている。 

ついては、令和５年度予算編成の柱の一つである「ポストコロナのふるさとづくり」の

うち、近年、包括外部監査の監査対象となった「観光」、「農林漁業・産業成長」分野を除

き、地域に密着したものとして「持続可能な地域社会の実現（移住定住・中山間・エコラ

イフ）」を監査対象とすることにした。 

監査対象事業については、公開されている令和５年度予算関係資料及び予算編成過程

の公開資料などからその関連事業を含め絞込みを行うとともに、絞り込んだ事業について

事前に事業概況資料を県から入手・検討し、改めて予備調査において事業内容等を聴取の

上、29 事業に決定した。 

なお、対象事業が広範囲にわたったことから、関連性の高い事業を除き、概ね 1 千万

円未満の事業は対象外とした。 

なお、「ポストコロナのふるさとづくり」の予算概要及び「本年度監査の対象事業」は

下表のとおりである。 

 

令和５年度 当初予算の概要 

〇 ポストコロナのふるさとづくり 193 億円 

Ⅰ 白うさぎ年観光推進・インバウンド再開 12 億円 

Ⅱ 力強い農林漁業・産業成長の実現 62 億円 

Ⅲ 持続可能な地域社会の実現（移住定住・中山間・エコライフ） 29 億円 

Ⅳ 高速道路ネットワーク・港湾・空港・インフラの充実 90 億円 

 

 

 

 

 

 



16 

 

本年度監査の対象事業        （単位：千円） 

事 業 名 当初予算 

政策戦

略本部 
税務課 1 ふるさと納税促進事業 233,918 

輝く 

鳥取創

造本部 

人口減

少社会

対策課 

2 （新）とっとりビジネス人材移住拡大事業 77,018 

3 「ふるさと来 LOVE とっとり」若者県内就職強化事業 39,408 

4 「ふるさと来 LOVE とっとり」関係人口創出事業 39,648 

中山間 

・地域

振興課 

5 （拡充）がんばる地域支援事業 70,531 

6 空き家対策推進事業 71,100 

7 買物安心確保事業 (200,000) 

協働 

参画課 

8 持続可能な地域づくり団体支援事業（ギフ鳥） 44,648 

9 とっとり県民活動活性化センター事業 62,933 

10 SDGs 推進事業 8,337 

11 とっとり SDGs パートナーシップ加速化事業 4,860 

交通 

政策課 

12 鳥取型 MaaS による地域交通サービス化推進事業 47,901 

13 （新）鉄道等地域交通維持・活性化事業 23,000 

14 地域交通体系鳥取モデル構築事業 301,370 

生活 

環境部 

環境立県

推進課 
15 鳥取県の美しい星空が見える環境の保全と活用事業 29,749 

脱炭素

社会推

進課 

16 鳥取スタイルＰＰＡ導入推進事業 74,750 

17 県有施設脱炭素化事業（LED 改修） 446,717 

18 （拡充）再エネ 100 宣言 RE Action 推進事業 16,700 

19 地域資源活用エネルギー導入推進事業 74,075 

循環型社

会推進課 
20 ごみゼロ社会実現化県民プロジェクト事業 13,215 

自然共

生課 

21 国立公園満喫プロジェクト等推進事業 246,361 

22 自然公園等魅力向上事業 81,017 

23 生物多様性保全事業 6,754 

24 鳥獣保護管理事業 107,835 

25 鳥獣捕獲者確保環境整備事業 17,473 

まちづ

くり課 
26 （拡充）地域で進める緑のまちづくり事業 12,312 

住宅政

策課 

27 とっとり健康省エネ住宅普及促進事業 369,412 

28 とっとり住まいる支援事業 150,453 

商工 

労働部 

雇用・働

き方政策

課 
29 

「ふるさと来 LOVE とっとり」県内企業の魅力発信・

就業体験支援事業 
85,765 

※（ ）は、補正予算を示す。 
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第３章 監査の結果（総論） 

第１ 指摘及び意見の件数                    （単位：件） 

事 業 名 指摘 意見 
政策戦

略本部 
税務課 1 ふるさと納税促進事業  －  １ 

輝く 

鳥取創

造本部 

人口減

少社会

対策課 

2 （新）とっとりビジネス人材移住拡大事業  －  １ 

3 「ふるさと来 LOVE とっとり」若者県内就職強化事業  －  － 

4 「ふるさと来 LOVE とっとり」関係人口創出事業  １  ２ 

中山間 

・地域

振興課 

5 （拡充）がんばる地域支援事業  －  ３ 

6 空き家対策推進事業  －  １ 

7 買物安心確保事業  －  － 

協働 

参画課 

8 持続可能な地域づくり団体支援事業（ギフ鳥）  １  １ 

9 とっとり県民活動活性化センター事業  －  １ 

10 SDGs 推進事業  －  ４ 

11 とっとり SDGs パートナーシップ加速化事業  １  － 

交通 

政策課 

12 鳥取型 MaaS による地域交通サービス化推進事業  －  － 

13 （新）鉄道等地域交通維持・活性化事業  １  ２ 

14 地域交通体系鳥取モデル構築事業  －  ３ 

生活 

環境部 

環境立県

推進課 
15 鳥取県の美しい星空が見える環境の保全と活用事業  １  ２ 

脱炭素

社会推

進課 

16 鳥取スタイルＰＰＡ導入推進事業  １  ２ 

17 県有施設脱炭素化事業（LED 改修）  －  － 

18 （拡充）再エネ 100 宣言 RE Action 推進事業  －  － 

19 地域資源活用エネルギー導入推進事業  －  － 

循環型社

会推進課 
20 ごみゼロ社会実現化県民プロジェクト事業  ２  ２ 

自然 

共生課 

21 国立公園満喫プロジェクト等推進事業  －  ２ 

22 自然公園等魅力向上事業  ２  － 

23 生物多様性保全事業  １  １ 

24 鳥獣保護管理事業  －  １ 

25 鳥獣捕獲者確保環境整備事業  ２  － 
まちづ

くり課 
26 （拡充）地域で進める緑のまちづくり事業  －  ２ 

住宅政

策課 

27 とっとり健康省エネ住宅普及促進事業  －  １ 

28 とっとり住まいる支援事業  －  １ 

商工 

労働部 

雇用・働

き方政策

課 
29 

「ふるさと来 LOVE とっとり」県内企業の魅力発信・

就業体験支援事業 
 －  ５ 

総務部 総務課 (17) 県有施設脱炭素化事業（LED 改修）（配当替え分） １ － 

合 計  14  38 

※ 上記 17 については、総務部総務課へ配当替えした工事発注・契約を合わせて監査した。 
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第２ 監査の総括 

   少子高齢化・人口減少社会問題は、鳥取県はじめ全国の各地方の共通の問題であり、

地域の経済活動ひいては、地域維持そのものに大きな影響を与えている。 

これまでの国、県及び市町村並びに関係者の多大な尽力にかかわらず、人口減少化社会

や地方から都市への人の流れは一向に歯止めがかからない状況にある。 

このような中、令和５年度当初予算の柱である「ポストコロナのふるさとづくり」の項

目の一つに、「持続可能な地域社会の実現（移住定住・中山間・エコライフ）」が含まれて

いる。 

昨今、「持続可能」という言葉はよく耳にするところであるが、包括外部監査のテーマ

である経済性、効率性の理念とも一致し、その予算の括りの中にある事業「移住定住」、

「中山間地域の問題」、「エコライフ（環境問題）」はまさに日本の縮図、いずれも喫緊の

課題である。 

エコライフの括りの中にあった「鳥獣保護管理事業」等については、やや分野が異なる

ものとも思われたが、過去の包括外部監査において一度も対象事業となっていないこと、

及び野生動物の被害が深刻な問題でもあることから、これも含めて今回の監査テーマとし

た。 

また、県民目線での監査を目指す我々にとっては、各事業の財務執行の中で、鳥取県が

取り組むＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の理念がどのように浸透しているのかも、関心

事の一つであった。 

なお、分野が幅広くなったことから、対象事業によっては主な取組などに絞った監査を

行わざるを得ず、「地域交通体系鳥取モデル構築事業」等のように、市町村が事業主体又

は間接事業となる県補助金などは、補助金要件に直接関係のない資料については提出を求

めていないことから細部にわたる確認まで実施できなかったが、算出根基の求め方等が形

骸化されていないか等の点にも注目して監査を実施した。また、指摘事項以外についても、

今後検討をお願いしたい事項などについては、「意見」として取りまとめた。 

ついては、監査の結果、合規性、経済性等に問題があると思われる主な「指摘事項」は、

次のとおりである。 

 

  １ 補助事業に係る不適切な補助金交付（Ｐ60） 

補助対象事業費にならない「消費税額 520 万円余り」を、補助金として過大に交付 

していると認められるもの。 

当該補助事業は、補助対象経費に何らかの役務対価が発生することを想定し、補助対

象経費の 10％を「補助金事務事業」として別枠の事業としてセットしていたものであ

るが、補助事業者から、補助金の対象とならない「補助対象経費に係る消費税額」に補

てんしたとの実績報告を受けて、これを補助対象事業費に該当するものとして、消費税

額相当額を一般管理費と捉えて、交付していたものである。 
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通常、県補助金交付については厳格な手続きが執られているところであるが、「10％

交付ありき」の不適切なものと言わざるを得ない。また、当該補助事業者は、県が出資

する法人でもあることから、より透明性を確保すべきである。 

ついては、補助対象事業費にならない消費税相当額に対する補助金については、返還

を求めるべきであり、事業者側にとっても消費税申告において仕入税額控除を受けてい

ることから相当であると考える。 

 

  ２ 業務委託料の確定手続きにおける検査不足（Ｐ31） 

業務委託料については、業務完了後に受託者から実績報告書及び証拠書類を提出させ、

これに基づき検査を行い、委託料上限額と実支出額とのいずれか低い額をもって委託料

の額を確定しなければならないところ、実支出額に更に、「形式的に一般管理費 10％を

加算」し、これをもって業務委託費として確定していた。 

一般的には、「一般管理費率」を用いることはあり得るとは思われるが、一般管理費

率は合理的な根拠に基づき妥当なものである必要がある。当該事業の決算額では、委託

費に係る経費として必要経費が細部にわたり計上され、また、事務所費としてその使用

料、光熱水費、その他事務費まで県が負担していることから、更に「一般管理費 10％」

を加算しなければならない合理的な理由は見当たらないところであり、本来であれば、

完了検査において、実支出額及び一般管理費率の是非を適切に検討され、適正な業務委

託費を確定すべきである。 

ついては、形式的に一般管理費として計上された「一般管理費 10％」の加算額の適

否を確認するため、再検査を実施され、その結果に応じて必要な措置を講じられる必要

があると考える。 

おって、今回監査対象であったその他の委託事業費の決算状況を確認したところ、①

全ての経費を個別に抽出計上（一般管理費率を使用していない）しているもの、②一部

の経費を個別に抽出計上した上に、更に「一般管理費 10％」を上乗せしているもの、

③細部にわたり経費を個別に抽出計上した上に、更に「一般管理費 10％」を上乗せし

ているもの（上記「指摘」のもの）など区々であり、これについては、業務内容・業種、

委託先等によって委託額の積算方法は自ずと異なるものと思われるが、「一般管理費率」

の考え方が、事業担当課に十分に理解されているかどうか懸念されるところであるので、

基本的な考え方等について周知徹底を図られる必要があると思われる。 

 

３ オープニングイベント運営業務に係る契約手続等（Ｐ55） 

県は「契約事務処理要領」を定め、契約の公正性かつ経済性の確保に努めているが、

本来、入札等公正な手続きにより行うべきところ、一連の業務を３つに分け、それぞれ

随意契約として契約を締結していたものがあった。 

これについては、一般的には、一括で契約を締結した方が経済的かつ合理的であると
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ともに、公正性等の問題も懸念されることから、契約の基本原則に則った公正な手続き

を取られるべきと考える。 

 

  ４ 寄附金の繰越について（年度繰越額不一致）（Ｐ47） 

持続可能な地域づくり団体支援事業（ギフ鳥）において、寄附対象団体は、県から交

付を受けた寄附金について年度内に必ず使用しなければいけない訳ではなく、使用しき

れない場合等は翌年度以降に繰り越して使用することができるが、令和４年度繰越額と

令和５年度繰越受入額が一致しないものがあった。 

これについては、県は各年度の寄附金活用収支計算書を比較し、前年度に繰り越した

額と、当年度に繰り越された額の一致を必ず確認すべきである。  

 

また、その他に、①ふるさと納税促進事業におけるパートナー企業が提供する商品へ

の県負担額の公平性の問題（Ｐ22）、②ＳＤＧｓパートナー登録制度の手続き簡素化の

問題（Ｐ53）、③鳥取スタイルＰＰＡ導入推進事業において、県有施設が率先して再生

可能エネルギーを導入し、2050 年の脱炭素社会の実現に向けて、環境イニシアティブ

プランで目標とする県内需要電力における再生可能エネルギー割合 60％を達成すると

いいながら、現状の電気料金単価との比較だけで断念したことの如何（Ｐ77）、④令和

４年６月にスタートした「大山入山協力金制度」の運営組織の規約の問題（Ｐ92）など

にも是正の検討が望まれるところであり、意見を付言した。 

 

なお、これ以外にも、今回の監査テーマの中にある「空き家対策推進事業」や「買物

安心確保事業」、「地域交通体系鳥取モデル構築事業」、「鳥獣保護管理事業」などに

ついて、監査状況を取りまとめるとともに、必要な意見を付言した。 

おって、一部に重要業績評価指標（以下、「ＫＰＩ」という。）についても意見を付

言したが、目標となり得る目標値の設定や、目標達成後の新たな指標づくりも大切と思

われる。 

（参考：「これ以外」の主な意見） 

〇 「空き家対策事業」（Ｐ43） 

市町村が中心となって行う空き家・空き店舗利用活用マッチングを、県のＫＰＩと 

しているが、県の事業と直接性のある指標を選択する方が望ましい。  

〇 「鳥獣保護管理事業」（Ｐ100） 

ニホンジカの計画的捕獲による適切な個体数管理について、現在の捕獲ベースでは 

今後とも増加傾向に歯止めはかからない。 など 

最後に、今般監査の実施に当たって、関係各課には大変ご協力をいただいた。円滑

な監査ができたことに厚く感謝を申し上げる。  
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第４章 監査の結果（個別） 

第１ 政策戦略本部税務課 

１ ふるさと納税促進事業 

（１） 事業の概要 

鳥取県へのふるさと納税制度による寄附を幅広く呼びかけるとともに 鳥取県の

魅力を県外の方にＰＲする。 

以下の取組を強化し、寄附の増加を図っていく。 

〇 返礼品の新規開拓 

関係部局と連携しながら、県内製造業、農林水産業、サービス業の動向とト

ピック(新規開業・出店情報、新商品・人気商品・コンクール等受賞情報等)の

情報を収集・分析し、個別の目標件数を設定した上で計画的に、新規返礼品の

提案と返礼品事業者の新規開拓に取り組む。 

          〇 情報発信の強化 

県特産品のＰＲなど関係部局の広報イベント活動と連携しながら鳥取県のふる

さと納税の情報発信に取り組むとともに、新たにポータルサイトを追加して全国

的な露出を広め、新規の寄附者を獲得する。 

 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

1 
ふるさと納税

返礼品購入費 

寄附者に対してパートナー企業の協力を得て特産品等

の返礼品を送付する。 
144,045 

2 
ふるさと納税

受付事務等 

⑴ふるさと納税受付等業を委託して実施する（受付業

務委託については R5～R7 債務負担行為を設定済。）。 

⑵自治体と寄附ニーズのある企業をつなぐ民間の企業

版ふるさと納税マッチング支援プラットフォームを

活用する。 

78,532 

3 
その他事務経

費 
制度周知活動等に係る経費 11,341 

合計 233,918 

 

（３） 予算額及び決算額                      （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

ふるさと納税促進事業 233,918 ▲2,046 125,147 106,725 
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（４） 監査結果 

県は、ふるさと納税制度を有効に活用し、鳥取県の魅力を県外の方にＰＲするた

めの情報発信に努めており、令和５年度において、県全体のふるさと納税受入額は

7,160 百万円となり、過去最高となった。 

【個人版ふるさと納税の寄附金額の推移(県全体)】 

（単位：百万円） 

 県全体 県 市町村 

令和元年度 5,285 272 5,013 

令和２年度 4,792 345 4,447 

令和３年度 5,853 397 5,456 

令和４年度 6,503 310 6,192 

令和５年度 7,160 266 6,894 

 

なお、県単独での寄附金額は令和３年度以降減少しているが、県の役割は市町村

も含めた県全体の魅力をＰＲすることにあり、また、県は他自治体の災害復旧・復

興支援を使途とした寄附を必要に応じて実施することがあり、スポット的に寄附金

額が増加することがあるため、県単独での寄附金額は当事業の評価指標とはならな

い。 

一方で、人口減少社会において、ふるさと納税制度の活用による歳入の増加は、

重要な財源であり、県には引き続き鳥取県の魅力を県外の方にＰＲするための情報

発信に尽力いただきたい。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（ふるさと納税促進事業） 

ア お礼の品の価格について【意見】〈概要版№１〉 

「令和５年度鳥取県ふるさと納税パートナー企業募集要項」の「４ 対象とな

るお礼の品」によると、パートナー企業が提供する商品について一般の品の場合、

お礼の品に対する県の負担額は、以下のように定められており、計算した金額を

県がパートナー企業に支払う。 

 

次のとおり県の負担額を決定する。ただし、鳥取県が特に認めた場合は個別に県

負担額を定める場合がある。  

ア  一般の品     お礼の品に係る県の負担額は、お礼の品の価格（消費税及び 

地方消費税並びに東京までの送料を含む）を 1.2 で除した額以下とする。（た 

だし、1,000 円未満を切り捨てる）   

※ 「県の負担額」は、寄附者へのお礼として、パートナー企業が寄附者へお礼 

の品をお送りすることに対し、その報償として県がパートナー企業へ定額をお 
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支払しているものであり、お礼の品として申請いただいた内容をもとに決定し 

ます。 

※ 「県の負担額」決定後の当該年度中の送料及び原材料費の変動については、 

各企業様においてご負担ください。なお、原材料費の変動等により決定した県 

負担額での提供が難しい場合等は、変動後の商品価格等であらためて申請いた 

だくことも可能です。その場合は速やかに「10 申込・問合せ先」へご連絡く 

ださい。 

※ お礼の品を伴う寄附金額は１万円以上とし、「県負担額」をもとに１万円単 

位で鳥取県が決定いたします。 

 

また、当該県の負担額を 0.3 で除し、１万円未満を切り上げした金額を寄附金額

としている。 

例えば、お礼の品の価格が、税込 11,000 円、送料が 2,000 円だった場合、県の

負担額及び寄附金額は以下のとおりである。 

・県の負担額（千円未満切捨て）：（11,000＋2,000）÷1.2＝10,833→10,000 円 

・寄附金額（１万円未満切り上げ）：10,000 円÷0.3＝33,333.33→40,000 円 

 

ここで、お礼の品の価格を 1.2 で除す主旨は、県外の方へ、鳥取県ふるさと納税

受付サイトや県が作成・配布するふるさと納税ＰＲパンフレット等を通して、企業

名、商品名等をＰＲできるため、パートナー企業にもメリットがあることから、お

礼の品の価格の一部をパートナー企業に負担してもらうということである。 

お礼の品の価格については、募集要項には特段の定めはないため、パートナー企

業が「鳥取県ふるさと納税パートナー企業申込書」により申請した金額が採用され

る。 

ここで、お礼の品の一覧を入手し、お礼の品の価格をサンプルでパートナー企業

の自社ホームページ・パンフレット等で調べたところ、自社ホームページ・パンフ

レット等で販売されている金額よりも高い金額でお礼の品の価格として県に申請し

ている例が散見された。下表は、お礼の品の価格を 1.2 で除したとしても、自社

ホームページ・パンフレット等での販売価格を超えていた例である。 

【お礼の品の価格が高く設定されていた例】 

パートナー企業 商品 価格差 

Ａ社 Ａ－１商品 ＋700 円 

Ｂ社 Ｂ－１商品 ＋7,250 円 

Ｂ社 Ｂ－２商品 ＋9,140 円 

Ｂ社 Ｂ－３商品 ＋10,700 円 

Ｃ社 Ｃ－１商品 ＋4,800 円 

Ｃ社 Ｃ－２商品 ＋5,000 円 

Ｃ社 Ｃ－３商品 ＋4,100 円 
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お礼の品の価格の定義は募集要項で定められておらず、金額を高く申請すれば、

その分、寄附金の設定額も高くなり、寄附者が少なくなる可能性があることから、

お礼の品の価格の設定は企業の戦略とも考えられる。 

一方で、以下のような問題点が考えられる。 

① 1.2 で除す主旨は、ＰＲを含んでいるため、一部はパートナー企業が負担す

べきという考えに基づくが、その主旨を無効化している。すなわち、特段の

理由なく割増していいのであれば、1.2で割る必要がない。 

② パートナー企業間で不公平が生じる。すなわち、募集要項には「お礼の品の

価格」に定義がないため、通常の定価しか選択肢がないと考えているパート

ナー企業もいる可能性があり、情報の非対称性という点で不公平である。 

したがって、通常の商品のような定価がある品の場合は、定価をお礼の品の価

格を基本とすることが望ましい。また、定価としない場合には、その理由を確認

することが望ましい。 

ただし、お礼の品は、生鮮食品や宿泊、体験などのように金額が常に変動する

ような品もあり一律にお礼の品の価格の定義を定めることは難しいと考えられる。 

そこで、例えば、以下の方法などにより改善することが考えられる。 

・ 「鳥取県ふるさと納税パートナー企業申込書」に、お礼の品の申請金額と定

価との間に乖離がある場合には、その理由を記載する欄を設ける。 

・ 自社ホームページやパンフレット等で売価がわかるものがあれば申請時に要

求する。 

・ 「お礼の品の価格」の定義を明確化（定価でなくてもいい旨を記載。ただし、

これは 1.2 で割る主旨に反する）。 
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第２ 輝く鳥取創造本部人口減少社会対策課 

１ （新）とっとりビジネス人材移住拡大事業 

（１） 事業の概要 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、東京一極集中によるリスクが顕在

化するとともに、デジタル技術を活用して「働く場所」を選ばないテレワーク勤務

など新たな働き方や価値観の変化が生まれ、豊かな自然環境の中で住み、働くこと

ができる地方の豊かさが再認識されつつある。 

ポストコロナ時代に向けて、官民連携の移住支援体制の構築を行うとともに首都

圏からの子育て世代を中心にビジネス人材の移住を支援し、本県への移住定住の促

進、関係人口の拡大を図る。 

 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 
補助 

率等 
予算額 

1 

とっとりビジ

ネス人材移住

支援金 

〇東京 23区在住者、又は東京 23 区の企業に就業

する首都圏住者で5年以上経過した者が県内企

業に就職した場合等に移住支援金を支給。 

<支援内容> 

世帯: 100 万円、単身: 60 万円 

【拡充】子どもを伴った移住の場合、子ども

１人当たり 100 万円を加算。 

＜移住支援金補助要件＞ 

・東京 23区在住者、又は東京 23区の企業に就

業する首都圏在住者で 5年以上経過した者 

・次のいずれかの就業形態や地域との関わりに

より移住した者 

①県が運営する求人紹介サイト掲載企業への就

職等 

②地方移住テレワーカー(転職を伴わない移住) 

③市町村が認めた関係人口であった者 

国 1/2 

県 1/4 

市町

村 1/4 

 

61,500 

2 

移住支援にか

かるマッチン

グサイト運営

費 

〇移住支援にかかるマッチングサイト運営費 

（委託料） 

※とっとりビジネス人材移住支援金の補助要件①

の交付対象になるためには、「とっとりビジネ

ス人材・求人紹介サイト」を経由した求人への

就職に限られている。 

 12,518 

3 

「とっとりビ

ジネス人材等

住促進官民連

携協議会(仮

称)」事業 

〇ビジネス人材等の移住・受入れに向け、県内経

済界、県、市町村等と連携した協議会を設置し、

受入れ先企業の開拓、支援を行うとともに、Ｐ

Ｒ等を行う。 

＜具体的な主な取組＞ 

・経済界、県、市町村との連携協議会の設置

（500 千円） 

・ビジネス人材の受入れに向けたＰＲ・求人拡大

支援（2,500 千円） 

・その他マッチングサイト登録促進に向けた、登

 3,000 
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録利便性向上に向けた運用改善を実施  

合計 77,018 

 

（３） 予算額及び決算額                      （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

（新）とっとりビジネス人材

移住拡大事業 
77,018 ▲22,950 33,593 20,475 

 

（４） 監査結果 

鳥取県の人口は減少傾向が続いている中にあって、県は人口の減少傾向に歯止め

をかけるため、各種取組を展開しており、その一つとして、国のデジタル田園都市

国家構想交付金を活用した本県への移住定住の促進に取り組んでいる。 

これは、人口減少化の中にあって、専門的・技術的人材の不足を補うことを目的

とし、東京 23区在住者等を県内企業への就職を促し、これに伴う本県への移住定住

の促進を図るものであり、そのインセンティブとして移住支援金を支給するもので

ある。 

令和５年度予算については、これに伴う予算措置として61,500 千円が計上されて

いるが、予算執行額としては 21,075 千円（執行割合 34.3%）に留まっており、移住

世帯実績は、25世帯（前年度 16世帯、前々年度 7 世帯）となっている。 

また、この補助金の交付要件の一つに、「各県が移住支援金の対象として運営する

求人紹介サイト（以下「移住支援金求人サイト」という。）」に掲載されている求人

であることとあるが、この「移住支援金求人サイト」への掲載法人数の増加や利活

用のしやすさも課題となっている。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（（新）とっとりビジネス人材移住拡大事業） 

    ア 「移住支援金求人サイト」の運営について【意見】〈概要版№２〉 

移住支援金求人サイトは、民間事業者への業務委託により運営されており、これ

に対する令和５年度の業務委託費 12,518 千円が予算執行されている。 

しかしながら、1 年間に同サイトに掲載された求人数は 43 社 115 件（そのうち

移住支援金対象外の求人が▲１社▲22 件）であり、差引移住支援金対象の求人数

は 42 社 93 件に留まっている。  

また、求人数が少ない理由としては、制度の周知（理解）不足とともに、企業に

とっては、ハローワークに出す一般の求人票とともに、「移住支援金求人サイト」

へも求人票を提出しなければならず、事務が煩雑であることが考えられる。 
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これについては、年度途中から、ハローワークへ一般求人票を提出した企業で、

移住支援金対象となる求人については、ハローワークが求人票提出の支援を行うな

ど企業側の利便に努めているところであるが、求人数等の改善には至っていない。 

加えて、令和６年度には抜本的な改善を図るため、「移住支援金求人サイト」の

システム改修に取組み、同年 10 月から稼働しているところであるが、この改修期

間中（令和６年４月～９月）には旧システムは停止しており、県ホームページ等か

ら、当該求人が掲載されているファイル（エクセル）に誘導（代替措置）していた

が、その間、従来からの利活用度の低さも相まって特段の不便はなく、そもそも「移

住支援金求人サイト」がどれほど有用なのか疑問が持たれるところである。 

一方で、「移住支援金求人サイト」は、国が示す、移住支援金を受給するための

必須要件であり必要不可欠とのことであるが、このサイトの設置に係る費用は国・

県折半で負担することから、県側の負担は大きいところである。 

また、「移住支援金求人サイト」には、移住支援金対象外の求人も含まれている

が、その理由としては、当該サイトの目的が、「ビジネス経験や技能、専門性を有

する人材を求めるものであり、移住支援金対象の求人に限定したものではなく、企

業側から求めがあれば応じる」とのことである。 

しかしながら、移住支援金対象外で掲載されているものは、一部企業（１社 22

件）からのアルバイト等の掲載のみであり、その点についても余り機能していない

ように思われる。 

ついては、県内企業が利用しやすい、かつ、魅力のある「移住支援金求人サイト」

とすべきであり、利活用側双方の声を拾いながら利便性の向上を図られるともに、

移住支援金対象外の掲載についても掲載基準を明瞭に示し、「移住支援金求人サイ

ト」の充実を図られるよう期待する。 

 

２ 「ふるさと来 LOVE とっとり」若者県内就職強化事業 

（１） 事業の概要 

コロナ禍では生活様式や学生生活が変化し、地方暮らしの魅力が再認識されてき

た。一方、学生等の県外流出や企業の人手不足等に対処することはポストコロナ時

代においても喫緊の課題であり、産学官金労言で連携し、県内外の学生及びその保

護者等へ就職支援情報や鳥取暮らしの魅力発信を強化するとともに、対面やオンラ

インを組み合わせた交流会等を通じ、学生をはじめ県内に就職した若手社員たちと

本県とのつながり、また、彼ら自身の横の繋がりを強化し、若者定着及びＵターン

を推進する。 
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（２） 事業の内容 

① スマートフォンアプリ「とりふる」を軸としたオンライン型就職支援事業 

                       （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

1 

「とりふる」を

活用した情報発

信 

「とりふる」を活用したふるさと情報や就活支援情報等の発

信及び学生等の登録促進を行うとともに、利用に応じて特典ポ

イントを付与する。また、「とりふる」を若者定着に向けたプ

ラットフォームとして若者に訴求・「つながる」コンテンツを

充実させ、新たな若者就職に結びつけるための改修を行う。 

1,245 

2 
とっとり就活応

援団事業 
県内企業の若手社会人を「とっとり就活サホーター」に委嘱

し、同年代の先輩から学生へ県内で働く魅力を直接ＰＲする就

活交流会を実施する。 
1,000 

3 

学生グループに

よるオンライン

コミュニティ形

成支援 

コロナ禍において孤立感が高まっている学生の不安解消及び

コミュニティ形成支援のため、県内外の大学生等と県内社会人

等によるオンライン学生交流会を開催する。 
800 

4 
就職コーディネ

一ターの配置 

就職コーティネーターの人件費、活動費( 4 名分) 

・学生等県内就職強化本部担当(鳥取 1 名) 

・大学連携担当(鳥取・関西本部・東京本部 各 1 名) 

24,563 

合計 37,608   

 

② 県内高校生等への県内就職魅力発信 (単立:千円) 

区分 内容 予算額 

1 
高校生を対象

とした県内企

業の魅力発信 

普通科系高校の高校生に対し県内で働く魅力を伝えるため、

企業見学及び企業経営者・若手社員等による講座を実施する。 
1,000 

2 
教員を対象と

した産業 (企

業)見学会 

中・高校生に対し、教員等を通じ県で働く力を伝えるため、教

員及び保護者等を対象とした県内企業見学会を実施する。 
200 

合計 1,200 

 

③ マスメディアと共同した若者転出防止に向けたＰＲ       (単立:千円) 

区分 内容 予算額 

STOP!若者流出プロジェ

クト「若者定着プロジェ

クト」連携事業 

マスメディアと共同した情報発信「若者定着プロジェク

ト」を連携実施する。 
600 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

「ふるさと来LOVEとっとり」

若者県内就職強化事業 
39,408 － 33,015 6,393 
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（４） 監査結果 

人口の減少傾向に歯止めをかけるための取組として、若者の県内就職強化及び県

内外の学生等に向けた就職情報等の発信の強化に取り組んでいる。 

事業の実施は、公益財団法人ふるさと鳥取県定住機構に業務委託しているが、実

績報告書実施状況や収支決算書等を見る限り、特段の問題は把握されなかった。 

また、学生等への情報発信ツールであるスマートフォンアプリ「とりふる」の登

録数は、次のとおり順調に増加していると思われるが、今後、各コンテンツの有効

性等を十分に分析・評価された上、更なる利活用の促進が図られるよう期待する。 

      【「とりふる」の登録数の推移】 (単位：者) 

区分 登録者数 増加数 

Ｒ２年度末 11,518 （発足年） 

Ｒ３年度末 16,412 4,894 

Ｒ４年度末 18,594 2,182 

Ｒ５年度末 20,609 2,015 

※ 県内高校生等へ登録強化の取組を行っており、年２千人程度の純増 

 

３ 「ふるさと来 LOVE とっとり」関係人口創出事業 

（１） 事業の概要 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、デジタル技術を活用した「働く場    

所」を選ばないテレワーク勤務など新たな働き方や価値観の変化が生まれ、豊かな

自然環境の中で住み、働くことができる地方の豊かさが再認識されており、東京一

極集中の是正に向けた動きが加速している。 

ポストコロナ時代にむけて、「とっとりとの関わりしろ」の更なる拡大を図るため、

多様なワーケーションの促進や副業・兼業のマッチング支援の強化を図るとともに、

企業と連携したテレワークや副業・兼業などによる「転職なき移住」を促進し、新

たな関係人口創出、ポストコロナに向けた移住定住の拡大を図る。 

 

（２） 事業の内容                         

(ア) 子ども・子育て世代の呼び込み (単位:千円) 

区分 内容 
補助

率等 
予算額 

ファミリーワー

ケーション全県拡

大事業 

民間主体のプログラムを支援することにより、

ファミリーワーケーションの受入を全県に拡大

する。 

＜鳥取県ファミリーワケーションプログラム造

成事業費補助金＞  

※県内の企業・団体におけるファミリーワーケー

ションプログラムの造成・実施を支援する。 

1/2 

上限 

300 

1,500 

＜プログラム造成の伴走支援＞  1,113 
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※委託料 

＜オンラインセミナーの開催＞ 

※報償費（120 千円）、委託料（429 千円） 
 549 

合計 3,162 

 

(イ)新たな働き方の推進                      (単位:千円) 

区分 内容 
補助

率等 
予算額 

１ 
「転職なき移

住」等移住支

援事業補助金 

企業と連携した「兼業・副業・転職なき移住」な

どの「新たな働き方」による都市部から本県への移

住に係る経費(転居費・リモート通信経費等)を支援

する。 

1/2 

上限

300 

4,500 

2 

とっとり副業

兼業プロジェ

クト「鳥取県で

週 1副社長」 

【プロフェッ

ショナル人材

戦略拠点委託

事業】 

副業・兼業を希望する都市部ビジネス人材を県

内に誘致するため、ＷＥＢサイトでの求人募集を

行う。 

※プロフェッショナル人材戦略拠点の運営経費

は、とっとりプロフェッショナル人材確保事業

(県立鳥取ハローワーク)で計上 

 14,520 

3 

鳥取副業・兼

業サミットの

開催 

【プロフェッ

ショナル人材

戦略拠点委託

事業】 

県内での副業を考える都市部ビジネス人材に向

けて、トークショー方式でオンラインセミナーを

開催する。 

 4,356 

合計 23,376 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

「ふるさと来LOVEとっとり」

関係人口創出事業 
39,648 ▲6,633 29,268 3,747 

 

（４） 監査結果 

人口の減少傾向に歯止めをかけるための取組として、地域と多様に関わる「関係

人口」の創出にも取り組んでおり、関係人口の人々が地域づくりの担い手となるこ

とが期待されている。 

関係人口創出の取組としては、ファミリーワーケションの拡大や、転職なき移住

支援、副業兼業の受け皿の推進など新たな働き方の推進にも取り組んでいる。 

特に、副業兼業プロジェクトについては、全国的にも顕著な実績を上げていると

している。  



31 

 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（とっとり副業兼業プロジェクト「鳥取県で週 1副社長」事業） 

    ア 業務委託料の確定手続きにおける検査不足【指摘】〈概要版№３〉 

当該事業は、県からＡ社に対し業務委託が行われており、令和５年４月１日付け

で契約締結、その後同年 7月 20 日に一部事業を追加した上で、61,050 千円で変更

契約が締結されている。 

契約条項によれば、業務完了後に実績報告書を提出させ、これに基づく検査を全

て行った結果、合格と認められた場合は、委託料上限額と実支出額とのいずれか低

い額をもって委託料の額を確定し、これを受けて、概算払を受けた委託料に不用額

が生じる場合は、その不用額を返納させるとしている。 

これについて、担当課においては、内容を検査した結果、「適正に事務処理が行

われていると認められる」として、60,956千円を確定額として、不用額として94,330

円の返納処理を行っている。 

ついては、「予実管理表（予算と各月の実績を管理したもの）」など関係書類を監

査したところ、決算額等は下表（【委託料使途の内訳】）のとおり、当該予算額及び

決算額には、委託費に係る経費として必要経費が細部にわたり計上されているにも

かかわらず、更に、経費額合計に、形式的に「一般管理費 10％」が一律に加算され

ている。 

また、下表の(注)書きにもあるとおり、別途、事務所費及び事務費も県が負担し

ているところであり、更に「一般管理費 10％」（計上金額 5,038 千円（消費税込み

で 5,541 千円）を加算する理由は、見当たらなかった。 

また、担当課が行った完了検査では、下表にある「拠点運営費・体制強化・活動

費」及び「個別事業費」については、証拠書類等からのその適否の検証が行われて

いるものの、「一般管理費率 10％の適否」については、形式的にチェックされてい

るのみで内容等について何ら検証は行われていない。 

 

【委託料使途の内訳】    （単位：千円） 

項目 予算額 決算額 

１ 拠点運営・体制強化・活動費   

① 人件費（報酬） 18,900 15,699 

②  〃 （共済費） 3,091 2,481 

③ 事務費（旅費） 2,549 2,093 

④  〃 （賃貸料） 120 110 

⑤  〃 （リース料） 660 1,505 

⑥  〃 （通信費） 360 679 

⑦   〃 （事務用品等） 541 3,803 

⑧  〃 （雑費） 240 16 
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⑨  計（①～⑧） 26,460 26,387 

２ 個別事業費   

⑩ 各種事業費計  23,994 23,442 

⑪ 共通費（旅費・雑費等） 0 548 

⑫  計（⑩～⑪） 23,994 23,990 

３ 合計   

⑬ 経費計（⑨＋⑫）  50,455 50,377 

⑭ 一般管理費（⑬×10%） 5,045 5,038 

⑮ 消費税（(⑬＋⑭)×10%） 5,550 5,541 

⑯ 合計（⑬～⑮） 61,050 60,956 

                     （※縦計は、端数処理の関係で符合しない。）    

   （注）事務所は県立ハローワーク内に設置され、これに係る事務所費(事務所使用

料、光熱水費)及び事務費（協議会開催、国・全国事務局・関係機関との連絡

調整、関係資料等）は県立鳥取ハローワーク予算で執行されている。 

     

これについて担当課からは、①当該事業が開始された平成 27年度においては、

当該事業は内閣府から県に委託され、県は別団体に再委託を行っていた。その際、

既に直接事業費の10％に相当する一般管理費を設定した業務委託契約を締結して

おり、当該契約ではその内訳を特定していなかった。②その後、Ａ社が事業委託

先となり、令和４～５年度も同様に設定して業務委託契約を締結している。③契

約に定める委託料の額の確定の際には、直接事業費に関しては証拠書類等を確認

しているが、一般管理費の内訳については確認していない。④一般管理費 10％の

根拠は不明だが、経済産業省大臣官房会計課「委託事業事務処理マニュアル」（後

述に参考添付）によると一般管理費率 10％を用いており、率としては妥当なもの

と考えている旨の経緯等の説明があった。 

ついては、一般的には、「一般管理費率」を用いることはあり得ると思われるが、

一般管理費率は合理的な根拠に基づき妥当なものである必要がある。参考添付し

ている「委託事業事務処理マニュアル（令和３年１月経済産業省大臣官房会計課

刷成）」にも「一般管理費」とは、「事業を行うために必要な経費であって、その

事業に要した経費としての抽出・特定が困難なものについて、委託契約締結時の

条件に基づいて一定割合の支払を認められた間接経費」をいい、具体的には、事

業を行うために必要な家賃、光熱水料、コンピュータ使用料、回線使用料、文房

具等の汎用品等に要する経費のうち当該委託事業に要した経費として抽出・特定

が困難なものとの例示があるとおり、また、受託単価に一般管理費等が含まれて

いる場合は、相当する額を一般管理費として重複計上しないこと、一般管理費率

は、10％もしくは、損益計算書等から算出された率のいずれか低い率とする旨の

記載があるが、今回の監査においても同様と考える。 

よって、実績報告後における検査においては、従前の例に捉われることなく、
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「一般管理費率」の適否を適正に検討されるべきと考える（契約条項は次のとお

り）。 

（当該業務委託契約書における別添仕様書【抜粋】） 

７ 委託料の使途及び経理処理 

本業務の委託料は、業務従事者の人件費、旅費、研修費、車両・駐車場・事務 

用備品等の賃借料、通信費、消耗品費、その他業務の実施に必要と認められる経 

費に使用することができる（後略）。 

８ 委託料の支払、実績報告及び額の確定 

 （前略） 

（４）委託料の額の確定 

委託料の額の確定額は、鳥取県が前記（２）の実績報告書に基づく検査を全 

て行い、本業務を合格と認めるときは、委託費の額を確定する。 

 

また、担当部署においては、当該法人の販売費及び一般管理費等に係る関係資料

の提出を求めていないことから、今回の監査では、一般管理費率の適否を検討する

ことはできなかったが、契約条項には、「受託者は、業務の実施に当たっては、専

用口座を設けて本業務の経理を他の業務の経理と区分し、その経理内容を明らかに

しておくとともに、帳簿、証拠書類等を常時整備し、事業年度終了後５年間保存し

なければならない。」との義務付けがなされていることから、再検査を実施された

上で、その結果に応じて必要な措置を講じられるべきと考える。
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                                （参考） 

 

【出典：令和３年１月 委託事務処理マニュアル（経済産業省大臣官房会計課）抜粋】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 2. 一般管理費に関する経理処理 

＜基本的な考え方＞ 

事業を行うために必要な経費であって、当該事業に要した経費としての抽出・特定が 

困難なものについて、委託契約締結時の条件に基づいて一定割合の支払を認められた間 

接経費をいいます。 

具体的には、事業を行うために必要な家賃、光熱水料、コンピュータ使用料、回線使

用料、文房具等の汎用品等に要する経費のうち当該事業に要した経費として抽出・特定

が困難なもの（抽出可能なものは「その他諸経費」に計上。ただし当該事業において計 

上可能な場合に限る。）が考えられます。 

＜経理処理の実施方法＞ 

 一般管理費の積算については、以下の計算方法により算出します。  

一般管理費＝直接経費( I .人件費＋Ⅱ .事業費)×一般管理費率  

※直接経費には、 「Ⅲ . 再委託・外注費」は含まない。 

 一般管理費率は、委託契約締結時(契約変更の承認を行った場合は、その当該変更 

後の率)の率とします。 

 受託単価に一般管理費等が含まれている場合は、相当する額を一般管理費として重 

複計上しないこととします。 

 一般管理費率は、1 0 ％もしくは、以下の計算式によって算出された率のいずれか 

低い率とします。ただし、特殊要因等がある場合は、協議のうえ一般管理費率を決 

定します。 

 前記にかかわらず、入札公告等において別途指定する大規模事業の場合は、８％%もし 

くは、以下の計算式によって算出された率のいずれか低い率とします。ただし、特 

殊要因等がある場合は、都度協議のうえ一般管理費率を決定します。 

【特殊要因の具体例】 

・業種特有の理由により、当該業種において相対的に一般管理費率が 1 0 %よりも高 

い場合 

・一事業者における一般管理費率が過去複数年にわたり 1 0 ％よりも高い場合(３か 

年を一つの目安とする。) 

【企業における計算式】 

一般管理費率＝(『販売費及び一般管理費』－『販売費』) ÷『売上原価』×100  

損益計算書から『売上原価』『販売費及び一般管理費』を抽出し計算をおこなう。 
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（とっとり副業兼業プロジェクト「鳥取県で週 1副社長」事業） 

イ 県指導担当課からの適切な事務指導【意見】〈概要版№４〉 

上記アについては、事業担当課は従前の例として、「一般管理費」は 10％である

との認識（思い込み）があったところであるが、別途、今回監査対象であった別の

委託事業費の決算状況を確認したところ、①全ての経費を個別に抽出計上（一般管

理費率を使用していない）しているもの、②一部の経費を個別に抽出計上した上に、

更に「一般管理費 10％」を上乗せしているもの、③細部にわたり経費を個別に抽

出計上した上に、更に「一般管理費 10％」を上乗せしているもの（上記ア「指摘」）

など区々であった。 

これについては、業務内容・業種、委託先等によって委託額の積算方法は自ずと

異なるものと思われるが、「一般管理費率」の考え方が、事業担当課に十分に理解

されているかどうか懸念されるところであるので、基本的な考え方等について周知

徹底を図られる必要があると思われる。 

 

 （とっとり副業兼業プロジェクト「鳥取県で週 1副社長」事業） 

ウ 全県下への利活用の波及【意見】〈概要版№５〉 

副業兼業プロジェクトの利活用状況等は、下表のとおり、一定の受入人員及び 

マッチング率であるが、一方で、県内地域別の利活用状況を見ると、地域間格差（西

部が低調）が目立つところである。 

今後、全県下への利用・浸透を図っていくことが期待される。 

 

 〇 県内企業×週１複社長の活用状況           （単位：者、％） 

区分 応募者数 受入企業 
受入人員 

終了 マッチング率 
継続 新規 計 

 ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ④/① ⑤/① 

Ｒ１ 1,396 14 0 25 25 25 1.7% 1.8% 

Ｒ２ 1,239 60 0 93 93 93 7.5% 7.5% 

Ｒ３ 3,062 124 0 220 220 173 7.2% 7.2% 

Ｒ４ 2,782 162 47 218 265 150 9.5% 7.8% 

Ｒ５ 3,615 183 115 135 250 83 6.9% 3.7% 

    

〇 地域別受入れ実績企業数（令和６年２月末まで） 

 

 

 

 

    

地域 区分 構成割合(%) 

東 部 175 63.4% 

中 部 36 13.0% 

西 部 65 23.6% 

県合計 276 100.0% 
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第３ 輝く鳥取創造本部中山間・地域振興課 

１ （拡充）がんばる地域支援事業 

（１） 事業の概要 

住民が将来にわたり地域で安心して暮らせるよう、暮らしを守る仕組み(小さな拠

点)づくりを進める広域的地域運営組織等を支援するとともに、地域の課題解決型の

取組や地域の担い手の確保・育成につなげる取組、暮らしを守る仕組みづくりへの

ステップアップにつながるような地域主体での取組を支援する。 

 

（２） 事業の内容                         （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

1 

暮らしを守る

仕組み(小さ

な拠点)づく

り促進事業費

補助金 

複数の集落で構成される地域において、日常生活に必

要な機能・サービスを維持するとともに、多様な主体と

連携した地域住民の自主的・主体的な取組による、暮ら

しを守る仕組みづくりを促進する。 

・広域的地域運営組織の設置・運営、小さな拠点づくり

に係る計画策定や試行・実施に要する経費 

・小さな拠点づくりの活動に次世代リーダーとして従事

する担い手に係る経費 

5,500 

2 

みんなで取り

組む将来に向

けた活力促進

事業費補助金 

地域課題解決に向けた取組、地域の担い手の確保・育

成につなげる取組、暮らしを守る仕組み(小さな拠点)づ

くりへのステップアップにつながる取組を支援する。 

・住民の生活支援や集落等の課題解決に新たに取り組む

ための初期活動経費 

・住民等による地域づくりの活動や、地域資源の利活用、

小さな拠点づくりへのステップアップにつながる取組

等に必要な経費 

・遊休施設(空き校舎、空き店舗、空き倉庫等)を活用し

て、総合的に地域活性化に取り組むために必要な経費 

・生活条件不利な中山間地域課題に対し、地域内の共助

による日常生活の安心確保の体制づくりに必要な経費 

・地域が必要とする生業を引継ぐ人材受入に必要な経費 

27,900 

3 

若者定住等に

よる集落活性

化総合対策事

業費補助金 

小規模高齢化集落等の将来を担う新たな人材となる移

住者を確保するとともに、地域が一体となって取り組む

集落再生、地域活性化に向けた取組を支援する。 
― 

4 

中山間地域買

物支援事業費

補助金 

中山間地域において、食料・日用品の供給や移動販売

時に行う高齢者等の見守り活動に対し助成する。 

・移動販売、宅配サービス、空き店舗等を活用した小売

りなどの事業実施に必要な経費 

・食料品等の移動販売車の運営に必要な経費(原則 3 年

間を限度) 

・移動販売事業者へ高齢者等の見守りを委託・補助する

市町の経費 

20,231 

5 

まちなか暮ら

し総合支援事

業費補助金 

各市のまちなかにおいて、まちなか過疎対策や高齢者

等の地域住民が安心して暮らせるための地域コミュニ

ティの活性化等の取組を支援する。 

・計画策定、講師招聘、事例調査、実証実験などの取組

16,000 
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に必要な経費 

・空き家等を活用し、新たな担い手として期待される若

い世代のまちなか定住に必要な経費 

・コミュニティビジネスの起業や地域で策定された計画

等に基づくコミュニティ活性化の取組に必要な経費 

・店舗の不足する地域で空き店舗を活用した小売りや移

動販売等、食料・日用品を供給する取組に必要な経費 

・地域の遊休施設(空き店舗等)を活用し、地域住民のま

ちなかコミュニティの活性化に係る取組に必要な経費 

6 

中山間地域見

守り活動支援

事業 

中山間地域等で事業活動を行っている事業者、市町村

及び県との間において、高齢者等の見守り活動を行うた

めの協定を締結し、住民の日常生活の異常を早期発見す

る体制を整備する。 

― 

7 
地域活性化活

動支援事業 

鳥取県と連携協定を締結した県外大学が行う調査研究

で、県が設定するテーマに沿った県内の地域づくりや地

域活性化に資するものに対し助成する。 

900 

合計 70,531 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

（拡充）がんばる地域支援事

業 
70,531 ▲20,000 47,927 2,603 

 

（４） 監査結果 

当事業は、中山間地域や各市のまちなかなど各コミュニティを支援する目的で実

施されており、市町村や、県民の意見を聴取しながら、様々な補助メニューを設け

てきた。 

しかしながら、補助実績が低い事業もあり、県は、この理由は補助メニューの複

雑性にあると考え、令和６年度からは、抜本的な見直しを行い、より柔軟なニーズ

に対応できるような補助金メニューに変更している。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（中山間地域買物支援事業費補助事業） 

ア 間接補助における添付書類の確認【意見】〈概要版№６〉 

中山間地域買物支援事業費補助金は、買い物支援事業と買い物福祉サービス支

援事業があり、買い物支援事業として移動販売車等導入支援と移動販売車運営費

助成がある。また、移動販売車の対象地域が市町村を跨ぎ広域的に行われる場合

は、県が事業者へ直接補助を行い、個別の市町村内で完結する場合は、市町村が

事業者へ直接補助を行い、県が市町村へ補助金を交付する間接補助となる。 
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交付要綱には、事業者は完了時に実績報告を提出することになっており、実績

報告時には、添付書類として以下の書類を求めている。 

・ 事業実績の詳細が把握できる事業費内訳書、巡回地図及び写真、領収書の写

し、パンフレット（計画申請時と異なる場合）等 

・ 車両運行に係る日時、場所等を記載した帳簿の写し（移動販売車等導入支援

事業を除く） 

・ 買物福祉サービス事業の場合は集落ごとの巡回対象者数及び巡回実施者数

（月別の実数及び延べ数） 

上記は、直接補助と間接補助の両方を対象としており、間接補助の場合であっ

ても事業者から各添付書類を県が徴求する内容となっている。 

そのため、県は、間接補助の場合であっても、膨大にある日々のガソリン代の

領収書に至るまで、事業者が市町村に提出した添付書類をすべて入手し、改めて

すべての領収書の写し等の各添付書類と突合している。 

しかし、間接補助の場合、事業者が作成した実績報告書の妥当性を、補助事業

者である市町村の確認でもって足りるのであれば、県は必要な部分に限って確認

をすれば足りるものと思われ、事務の効率化にも繋がるものと思われる。 

なお、当補助事業については、令和６年度において間接補助は買物環境確保推

進交付金で支援することとし、直接補助と交付要綱を分けており、当該問題はす

でに解決済である。 

 

（中山間地域買物支援事業費補助事業） 

イ 付与ポイントの控除について【意見】〈概要版№７〉 

中山間地域買物支援事業費補助金の移動販売車運営費助成において、事業者が

使用した燃料費に対して補助率を乗じて補助金を支給している。 

このとき、事業者が燃料費をクレジットカードで決済した際にポイントが付与

されていたが、補助金の支給において、当該付与ポイントを控除して補助対象経

費を算定していた。 

ここで、付与ポイントを補助対象経費とするかどうかについては、いくつか論

点がある。 

まず、付与ポイントを控除しないという考え方について整理する。 

一つ目は、ポイントの二重控除についてである。すなわち、経費の支払い時に

事業者がポイントを使用した場合には、値引きに相当するため、ポイント控除後

の金額で補助対象経費を算定することとなる。このため、ポイントを付与段階で

控除すると、二重でポイント分を控除することとなる。 

二つ目は、県へ提出義務のある領収書等にポイントが記載される場合は、県が

ポイントを識別できても、提出義務のないクレジットカードの明細にしか記載さ
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れないようなポイントは、識別することはできない。このため、ポイントの種類

や提出書類によって、識別できるポイントとできないポイントがあり、一律の対

応が困難である。 

三つ目は、ポイントはカード会社がカード利用者に提供するサービスであり、

どのサービスを利用して決済するかは、事業者の個人の判断によるものである。

また、補助金は必要な経費に対して交付されるのであり、付与ポイントを控除す

ると、同様の経費であるにもかかわらず、決済方法で補助金額が変わってしまう

ことになる。 

一方で、付与ポイントを控除するという考え方について整理する。県の補助金

によって支払った経費に対して個人にポイントが付与されると、それを個人的に

使用する可能性がある。しかし、補助金は公金であり、補助対象となる事業の実

施に公益上の必要を認めて、特定の者に対し公金を支出する性質のものであるか

ら、補助金は補助対象事業にのみ使用されるべきとも考えられる。 

このため、他の地方自治体の事例では、付与ポイントを控除しない場合も、付

与ポイントを控除する場合もいずれも見受けられる。 

しかしながら、県においては、ポイントの取扱いについて、交付要綱や鳥取県

補助金等交付規則で定められていないため、補助事業によっては、本件のように

付与ポイントを控除しているものもあれば、控除していない事業も散見された。 

規則等で定められていなければ、場合によっては、同様の補助事業であっても

年度や担当者によって取扱いが変わってしまうおそれもあり、補助対象者が不利

益を被るおそれがある。 

したがって、県は、各補助事業の交付要綱や鳥取県補助金等交付規則等におい

て、ポイントの取扱いを定め、全補助事業で同様の取扱いとすることが望ましい。 

 

（みんなで取り組む将来に向けた活力促進事業費補助金事業） 

ウ 実績のない事業【意見】〈概要版№８〉 

鳥取県では、住民が将来にわたり地域で安心して暮らせるよう、暮らしを守る仕

組み（小さな拠点）づくりなどに取り組む団体に対し支援を行っており、関係市町

村と連携を図り、下表のとおり、補助対象事業への相談、計画、そして実行に取り

組んでいる。 

なお、補助実績が低い事業もあり、県は、この理由は補助メニューの複雑性にあ

ると考え、令和６年度からは、抜本的な見直しを行い、より柔軟なニーズに対応で

きるような補助金メニューに変更している。今後とも、地域の実情に寄り添った地

域課題の解消に取り組まれることが期待される。 

なお、下表のうち「継業支援事業」については、令和２年度～令和５年度の間、

計画等は全く確認できなかったが、現在、県が取組の推進を強化している「中山間
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地域の持続に向けた事業承継推進事業」とも問題の所在は同じと思われることか

ら、所掌される部署とも十分な連携を図られ実効性を伴って行く必要があるものと

思われる。 

        

                 【がんばる地域支援事業の取組実績一覧】 （単位：千円、件、％） 

(区分) 

予算 実績 進捗率 

予算額 計画数 実行数 決算額 件数 決算 

① ② ③ ④ (③/②) (④/①) 

暮らしを守る

仕組みづくり

促進事業費

補助金 

取組促進  1 1 1,000 100.0  

担い手育成  3 1 1,250 33.3  

小 計 5,500 4 2 2,250 50.0 40.9 

みんなで取り

組む将来に向

けた活力促進

事業費補助

金 

 

スタート支援  12 1 100 11.0  

将来に向けた取

組支援 
 6 3 6,617 50.0  

地域遊休施設等

活用支援 
 2 1 5,000 50.0  

安全・安心活動

支援 
 2 2 784 100.0  

継業支援事業  0 0 0 －  

小 計 27,900 22 7 12,501 31.8 44.8 

若者定住等による集落活性化総

合対策事業費補助金 
0 0 0 0 － － 

中山間地域

買物支援事

業費補助金 

移動販売車等導

入支援 
 3 3 8,368 100.0  

移動販売車運営

費助成 
 8 8 1,167 100.0  

買い物福祉サー

ビス支援事業 
 5 5 12,976 100.0  

小 計 20,231 16 16 22,511 100.0 111.3 

まちなか暮ら

し総合支援

事業費補助

金 

スタートアップ  1 1 65 100.0  

まちなか居住促

進 
 1 

0 

 
0 0.0  

まちなかコミュ

ニティ活性化 
 1 0 0 0.0  

買い物弱者対策  2 0 0 0.0  

まちなか遊休施

設活用 
 1 1 10,000 100.0  

小 計 16,000 6 2 10,065 33.3 62.9 

地域活性化活動支援事業 900 2 2 600 100.0 66.7 

合 計 70,531 50 29 47,927 58.0 68.0 

【継業支援事業】（実施要領抜粋） 

ア なりわい継業支援：地域が必要とするなりわいを引き継ぐ人材（継業人材、第

三者承継も含む。）を受け入れるために必要な経費（a 施設整備等経費、b 賃借

料、c研修等経費）を間接補助する。 

イ お試し継業支援：これに係る交通費、宿泊費を直接補助する。 
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【戦略的事業承継推進モデル構築事業】（令和５年度当初予算額 31,494 千円） 

（事業目的・概要）後継者不在率の高い中山間地域の事業承継促進モデルの構築や

後継者不在事業者の情報をオープンにした起業希望者とのマッチングの取組によ

る第三者承継の支援等、それぞれの事業者の状況に応じた支援を行うとともに、

事業承継の促進やインボイス制度導入といった中山間地域の事業者の諸課題に対

応した事業者支援の強化を図る（出典：令和５年度予算説明書／商工労働部企業

支援課）。 

      

２ 空き家対策推進事業 

（１） 事業の概要 

年々深刻化する空き家問題を改善するため、市町村を通じた所有者等への支援や、

まちづくり団体等の育成、空き家(中古住宅)の不安解消や魅力向上に資する取組、

県民に対する意識啓発や機運醸成等、空き家の「除却」「利活用促進」「発生抑制・

老朽化抑制」の各段階から空き家対策を総合的に進める。 

 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

1 
空き家除却等

支援事業 

①法令に基づく指導等を受けた老朽危険空き家を除却す

るための経費を補助する市町村に対し経費を支援 また

市町村が代執行により老朽危険空き家の除却を行う場

合、その経費を支援 

 【拡充】倒壊により人的被害が生じる、又は著しく衛

生上有害となるおそれがある除却支援を追加 

②大規模火災により焼損した建築物の解体・撤去等経費

を補助する市町村に対し経費を支援 

③市町村若しくは空き家所有者が公共(地域活性化)に資

する目的で跡地を利用するために空き家を除却する経

費を支援 

④まちづくりを促進する目的で市町村が設定する地域に

おける空き家解体等の補助に要する経費を支援 

⑤空き家除却時の残置動産撤去等に要する経費及び代執

行に関連する法務手続等に要する経費を支援 

⑥市町村が空き家の実態調査、地図情報等のデータベー

ス化等に取り組む経費を支援 

⑦市町村が実態調査に基づき、空き家の再生・除却・除

却後の跡地の再利用に取り組む経費を支援 

43,100 

2 
空き家の魅力

普及促進事業 

①不動産事業の専門家団体等が取り組むリノベーション

物件の魅力訴求や空き家の購入意欲醸成に資する一斉

見学会等に要する経費を支援 

【拡充】リノベーション事例を1件以上含めばリフォー

ム事例も可とする。 

②教育研究機関、業界団体等が主催する空き家利活用に

資するアイデアコンペ等の開催に要する経費を支援  

5,800 
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③空き家を改修し利活用している好事例を発掘し、広く

県民への周知を図るための「空き家利活用コンテスト」

を開催 

【拡充】優秀事例を紹介する動画を制作し配信を行う。 

④【新規】不動産事業の専門家団体等が実施する空き家

を改修(リノベーション)等した物件の周知に要する経

費を支援 

⑤【新規】空き家の利活用に取り組む団体等が実施する

啓発活動等の動画配信に要する経費を支援 

3 
空き家利活用

団体支援事業 

①空き家の所有者や利活用希望者の困りごとの解決や専

門家派遣等により地域で空き家の利活用を担う団体や

市町村への協力活動等に取り組む「とっとり空き家利

活用推進協議会」の活動経費を支援 

②市町村と連携し空き家利活用に取り組む団体等の活動

を支援 

4,900 

4 
空き家利活用

流通促進事業 

老朽化等で一般に流通しづらい空き家や地域活性化に

資する古民家空き家の利活用に係る経費、空き家の売買

時等に実施が推奨されている既存住宅建物状況調査に要

する費用を支援 

15,600 

5 

地域の空き家

を活用したま

ちづくり推進

事業 

地域で活動する「まちづくり団体」等による地域の空

き家の利活用に資する取組に必要な経費を支援 
400 

6 
空き家化抑制

推進事業 

①高齢者世帯等が居住する居宅が将来空き家とならない

よう所有者自身や家族に対し将来の居宅の処置や利活

用の検討を促し、意向の明確化や空き家バンク等への

事前登録等につなげる取組を空き家問題に熱心に取り

組む地域の団体と連携し実施 

②空き家発生予防に資する意向確認手法の検証を実施 

③空き家の発生抑制等の啓発を進めるための配布物等を

制作 

【拡充】高齢者世帯等向けツールとして県版「住み継ぎ

ノート」を制作 

1,300 

合計 71,100 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

空き家対策推進事業 71,100 17,000 74,315 
翌年繰越 1,499 

12,285 

 

（４） 監査結果 

県内では人口減少等に伴い、市町村の空き家件数が増加している。県が市町村に  

対して実施した空き家数、特定空家等数のアンケート調査結果によると、下表のと

おり、年々空き家件数が増加している。 
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      【市町村の空き家件数、特定空家等数について】 （単位：件） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

空き家等件数 10,430 10,595 10,599 10,769 11,177 

うち、特定空き

家等件数 
857 867 771 789 786 

※一部市町村では把握できていないものもあり、全数ではない。 

 

県は、市町村に対する後方支援として、各種の空き家対策に取り組んでいるが、

空き家を放置することは、倒壊、ねずみ・害虫・悪臭などの衛生面での問題、不法

侵入や景観の悪化など様々なリスクがあり、県民の生活に大きく影響があることか

ら、県の引き続きの空き家対策に期待がされる。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（空き家等活用計画支援事業） 

ア ＫＰＩの設定について【意見】〈概要版№９〉 

第２期鳥取県総合戦略「鳥取県令和新時代創生戦略」において、「空き家・空き

店舗利活用のための年間マッチング件数」を令和６年度に 200 件を目指すとして

いた。 

しかし、空き家・空き店舗利活用のマッチングは不動産事業者もしくは市町村

が実施する事業である。不動産事業者が積極的に仲介事業を行わない中山間地域

においては、市町村が運営する空き家バンクが「利活用できる空き家の調査」「所

有者への働きかけ～空き家を流通に載せる“掘り起こし”」「利活用希望者への物

件のマッチング」を実施している。 

県に、「鳥取県令和新時代創生戦略」でＫＰＩとして掲げている理由を確認した

ところ、「「移住者など利用希望者への利用可能な空き家の情報提供を充実」をテー

マに掲げているが、その目的は“移住者等により多くの物件をマッチングするこ

と”にあることから、市町村の取組を通じた「空き家・空き店舗利活用のための

年間マッチング件数」を成果指標としている。」とのことだった。 

しかし、ＫＰＩは、事業との直接性のある効果を表す指標であることが重要で

ある。このため、市町村が中心となって行う空き家・空き店舗利活用のマッチン

グを、県がＫＰＩとして掲げるのは適していないことから、今後のＫＰＩ設定に

おいては県の事業との直接性のある指標を選択することが望ましい。 

ただし、空き家対策は基礎自治体が主体的に取り組むものであるため、県が実

施する空き家対策に関連する施策は多くが市町村を通じた間接補助事業（市町村

に対する支援事業）となることから、空き家対策は県として目標設定が難しい事

業分野と考えられる。 

県と基礎自治体との役割等を踏まえ、県が直接的に行う事業を前提としたＫＰ
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Ｉとするならば、「県が取り組む啓発支援イベントの開催数」といった内容や、「空

き家対策計画を策定した市町村数」といった内容が妥当と考えられる。 

 

３ 買物安心確保事業 

（１） 事業の概要 

地域における買物拠点の閉店により地域の持続可能性が失われることが危惧さ   

れる中、市町村の買物環境確保に向けた取組に対して支援を行う「買物環境確保推

進交付金」について、地域主体によるスーパーの誘致・運営や移動手段の確保など、

今後の各地域の状況を踏まえた動きに対応するため、県交付金を増額し、地域の買

物環境の維持・確保を図る。 

 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 補助率等 予算額 

買物環境

確保推進

交付金 

市町村が住民ニーズや店舗を取り巻く状

況等を踏まえた店舗ごとの「買物環境確保計

画」を策定。 

県は報告を受けて市町村が計画に基づい

て実施する事業に対して支援を行う。 

＜支援メニュー例＞ 

・店舗整備・改修・設備の整備 

・移動販売等の支援、拡充 

・買物に伴う移動支援 

・担い手確保、支え合いへの支援 

・買物代行等支援 

・買物をする機運の醸成支援等 

【補助対象】 

  市町村(事業実施主体：市町村、事業者等) 

〇市町村負担額の1/2 

〇１市町村につき

20,000 

また、次の事業を実施

する場合は、上記金額

に下記金額を加算 

【1 店舗につき】 

・土地、建物の取得  

10,000 

・店舗整備・改修、

設備の整備 15,000 

200,000 

   

（３） 予算額及び決算額                      （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

買物安心確保事業 － 200,000 74,004 125,996 

 

（４） 監査結果 

鳥取県下のＪＡ系スーパー等 20 店舗(東部９店舗、中部７店舗、西部４店舗)が 

令和５年度中に一斉閉店するとの突然の報道を受けて、中山間地域で暮らす人々を

はじめ多くの県民の生活が脅かされたところであるが、鳥取県においては、この問

題に対応するため、令和５年４月に「買物環境確保推進課」を新たに設置し、県と

市町の役割を明確にし、地域の実情に応じた柔軟な対応を行うとともに、令和５年
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６月補正予算で本事業「買物環境確保推進交付金」を創設（６月補正予算額１億円、

11 月補正予算（増額）１億円の予算額計２億円）し、市町村が買物環境確保計画に

基づいて行う事業に対して、市町村負担金の１／２を補助率とした財政支援を実施

している。 

なお、取組の類型と閉店ＪＡ系 20店舗の動向等は下表のとおりである。 

 

【対応の類型】 

区分 手法 閉店ＪＡ系店舗の動向 

Ⅰ 買物ができる場所の提供 
店舗設置 継続７店舗 

移動販売 ４地域 

Ⅱ 移動手段の提供 
共助交通・公共交通 ３地域 

買物バス １地域 

Ⅲ 商品を届ける 
買物代行 １地域 

オンライン注文 １地域 

 

【閉店ＪＡ系 20店舗の動向等】（令和６年３月末現在）  

状況区分 店舗数 構成比（％） 

承継 ７店舗 35％ 

承継交渉中 ４店舗 20％ 

承継予定無 ６店舗 30％ 

その他 ３店舗 15％ 

合 計 20 店舗 100％ 

 

監査においては、当該事業は市町の補助金額に対する補助率１／２による財政支

援であり、特段の問題は把握されなかった。 

なお、買物環境は、地域に生活する県民の重要な生活基盤であることから、引き

続き地域の実情に沿った必要な支援が必要であるとともに、特に中山間地域の厳し

い実情等に鑑みると、県が示される多様な類型を含め地域の実情に寄り添った手段

によって、地域毎の対応を加速される必要があると思われる。 
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第４ 輝く鳥取創造本部協働参画課 

１ 持続可能な地域づくり団体支援事業（ギフ鳥） 

（１） 事業の概要 

県内のＮＰＯや市民団体など（以下「地域づくり団体」 という。) が、自らの活

動の社会的意義や成果などを広報し、支援者から資金を調達できる仕組みを創り、

地域づくり団体の体制基盤強化を図ることで、持続可能な地域づくりに繋げる。 

 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

1 

持続可能な地

域づくり団体

支援寄附金 

地域づくり団体の支援者から個別の団体を指定して、

ふるさと納税の方法により寄附していただいた額の 4/5

を当該団体に交付する。 

43,210 

※ 地域づくり団体の活動規模等に応じて、2つのタイプを用意する。 

区分 

【タイプ 1】 

協賛型ふるさと納税タイプ 

【タイプ 2】 

ガバメントクラウドファン

ディングタイプ 

想定する

団体 

・地域に密着して活動する団体 

・活動・団体規模が小さい団体 

・既存の寄附基盤がない又は乏しい

団体 

・県全域や県外など広範囲で

活動する団体 

・活動・団体規模が大きい団体 

・既存の寄附基盤が一定程度

ある団体 

対象とな

る事業 

地域づくり団体が取り組む公益的で、県民の便益につながる特定

非営利活動促進法（以下「ＮＰＯ法」という。）に掲げる 20分野又

は社会貢献を行う事業 

対象とな

る団体 

ＮＰＯ法に掲ける 20 分野の活動(※)又は社会貢献活動を行う非

営利団体 

50 団体を想定 10 団体を想定 

一団体あ

たりの目

標金額 

設定金額なし 設定金額 1,000 千円以上 

返礼品 

なし 

（対価性のないお礼状、事業報告書 

等を返戻品とする。) 

あり 

（対価性のある返礼品を活用

可能) 

※ ＮＰＯ法に掲げる 20分野の活動(抜粋) 

保健・医療・福祉、まちづくりの推進、観光の振興、農山漁村又は中山間地域の振

興、学術・文化・芸術・スポーツの振興、環境の保全、子どもの健全育成 など 

2 

地域づくり団

体の発信力向

上研修 

地域づくり団体が寄附金を集めるための広報手法や体制

づくりについて学ぶ研修会を開催する(年３回)。 
438 

3 

地域づくり団

体の活動の広

報 

新規の寄附者を増やすため、地域づくり団体の活動等を

紹介する広報を行う。 
1,000 

合計 44,648 

 

 

 



47 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

持続可能な地域づくり団体

支援事業（ギフ鳥） 
44,648 ▲20,111 11,849 12,688 

（４） 監査結果 

ふるさと納税の仕組みを活用して、ＮＰＯや市民団体など地域づくり団体が寄附

金を募ることができる仕組みが当該事業である。令和５年度現在では 42 団体がギ

フ鳥を利用して寄附金を募っている。 

このほか、県は地域づくり団体への研修会を行ったり、広報を行ったりしており、

寄附金総額は令和４年度が 7,283 千円だったが、令和５年度には 9,518 千円と増加

し、着実に実績を増やしてきている。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（持続可能な地域づくり団体支援事業（ギフ鳥）） 

ア 寄附金の繰越について【指摘】〈概要版№10〉 

交付要綱によると、寄附金の使途の要件は以下のように定められている。 

（寄附金の使途の要件） 

第４条 寄附金の使途は、次のいずれにも該当しなければならない。 

（１）公益的な事業及びそれに伴う必要な経費であること。 

（２）法別表に掲げる活動その他社会貢献を行う活動に必要な経費であること。 

（３）県民の便益につながる事業に必要な経費であること。 

（４）構成員のみを対象とする事業への経費でないこと。 

（５）宗教的、政治的な活動のための経費でないこと。 

（６）第５条第２項に規定する登録を受けた日以降に要した経費であること。 

また、寄附金交付の取消しが生じる場合として、以下のように定められている。 

（寄附金交付の取消し等） 

第 11 条 県は、次の各号に掲げる場合には、寄附金の交付決定の全部若しくは一 

部を取り消し、又は変更することができる。 

（中略） 

（２）寄附対象団体が、寄附金を不正その他不適当な使途に使用した場合 

（後略） 

したがって、寄附金は目的外の使用ができないように、交付要綱で制限されて

いる。 

寄附対象団体（以下、団体という。）は、県から交付を受けた寄附金について、
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年度内に必ず使用しないといけない訳ではなく、使用しきれない場合や、翌年度

以降の特定の事業のために充当する場合などは、翌年度以降に繰り越して使用す

ることができる。 

寄附金交付要綱に基づき、寄附金の交付を受けた団体は、毎年度３月 31日現在

で交付された寄附金のうち、その年度における活動実績について、寄附金活用収

支決算書を県に提出しなければならない。このとき、繰り越した寄附金があった

場合には、当該寄附金活用収支決算書にて、繰越額を示す必要がある。 

ここで、令和４年度と令和５年度の団体からの寄附金活用収支決算書を閲覧し

たところ、令和４年度に寄附金の交付を受け、使用せずに令和５年度に繰り越し

た団体のうち、１団体について、令和４年度の寄附金活用収支決算書で令和５年

度に繰り越した寄附金額と、令和５年度の寄附金活用収支決算書で令和４年度か

ら繰り越されてきた寄附金額が一致していなかった。 

繰り越した額と、繰り越された額が一致しない場合、寄附金が目的外の事業に

使用されるおそれがある。 

このため、県は各年度の寄附金活用収支計算書を比較し、前年度に繰り越した

額と、当年度に繰り越された額の一致を必ず確認すべきである。 

なお、県は、寄附金の使途等に関し、必要があると認めるときは、団体に対し

て寄附金の使途等について報告を求め、または実地に調査している。調査対象団

体は、金額基準や無作為抽出などの方法により選択されており、県は毎年度、寄

附対象団体の３分の１程度を検査している。 

ここで、上述の繰越額が一致していなかった１団体については、令和５年度及

び令和６年度において、県が実地検査を行っており、寄附金が目的外の事業に使

用されていないことを確かめており、令和５年度寄附金活用収支決算書について

も正しい内容に訂正して対応済である。 

 

（持続可能な地域づくり団体支援事業（ギフ鳥）） 

イ  寄附対象団体の登録の解除について【意見】〈概要版№11〉 

交付要綱により、団体は、寄附対象団体の登録を辞退しようとするときは、県

に 寄附対象団体辞退届を提出することで辞退することができる。また、寄附対象

団体としての登録は年度を越えて有効であり、翌年度に登録を希望しない場合も、

辞退届を提出することで登録が解除となる。 

このとき、登録の辞退があった際に、寄附金の未使用額がある場合、辞退後に

寄附金が目的外の事業に使用されるおそれがある。 

そのため、寄附金の未使用額がある状態で、団体が登録を辞退する場合には、

寄附金を全額使用するまで、寄附金活用収支決算書等を提出させるように交付要

綱に定め、寄附金の使途について追跡できる体制を構築することが望ましい。   
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２ とっとり県民活動活性化センター事業 

（１） 事業の概要 

県民の社会参画機会の拡充と持続可能な地域社会づくりを目指し、公益財団法

人とっとり県民活動活性化センターを通じて、ボランティア活動、地域づくり活

動、ＮＰＯ活動を総合的に支援するとともに、ＮＰＯ、行政、企業、大学、自治

組織など多様な主体との連携・協働を行うことにより、地域課題の解決を図る。 

 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

1 

地域づくり活動

活性化のための

基盤強化事業(セ

ンター基幹事業) 

多くの共感・信頼を得て、多様な県民参画を促し課題解

決や新たな価値創造を行う団体を育成するため、専門家に

よる支援や必要なセミナーの開催等により、団体の組織・

基盤の強化を図る。 

また、センターの取組の広報・情報発信を行うとともに、

団体からの相談や活動の伴走支援を行い、地域課題解決に

繋げる。 

6,660 

2 

ネットワークを

活用した持続可

能な地域づくり

支援事業 

ＮＰＯ等の活動を多くの人々や地域で支える仕組み、将

来地域を支える若者の地域活動への参画機会の創出、様々

な主体の連携や世代間交流などのネットワークを活用し、

持続可能な地域づくりのための新たな取組の提案など、地

域づくり活動の支援を行う。 

※社会人・若者ボランティア(プロボノ)推進事業、夏の体

験ボランティア(高校生)など 

1,851 

3 

地域課題解決等

に取り組む団体

活動促進支援事

業 

地域課題解決に向けたＮＰＯ等の活動を多くの人が支え

ていく仕組み(地域の資金・人材がＮＰＯ等の活動を支え、

その結果、地域課題解決という形で循環して返ってくる仕

組み)を推進するとともに、ＮＰＯ等が更に活動を進化させ

ていくための支援を行う。 

※寄附文化普及事業、とっとり県民活動活性化センター補

助金など 

2,786 

＜とっとり県民活動活性化センター補助金＞             （単位：千円） 

区分 内容 
補助 

率等 
予算額 

【新規】地域づ

くり活動改善

支援補助金 

県内のＮＰＯや地域づくり団体等が、地域

のために取り組む活動を改善・向上させる案

件 (分野を跨いだ活動や社会実験的かつ挑戦

的な取組等)の経費を補助する。 

10/10 

上限 300 
1,500 

控除対象特定

非営利活動法

人指定支援補

助金 

鳥取県ＮＰＯ法人条例個別指定制度に基づ

く指定を受けようとするＮＰＯ法人が司法書

士等へ相談等する際の経費を補助する。 

10/10 

上限 150 
300 

 

4 

職員人件費・管理費 

※センター機能を向上させるため、業務共有ソフトの導入などＤＸ化に係る経

費を含む 

51,636 

合計 62,933 
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（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

とっとり県民活動活性化セン

ター事業 
62,933 － 60,436 2,497 

 

（４） 監査結果 

公益財団法人とっとり県民活動活性化センター（以下「活性化センター」という。）

は、ボランティア活動、地域づくり活動、ＮＰＯ活動を総合的に支援するとともに、

ＮＰＯ、企業、行政、自治組織等、多様な主体による協働・連携を推進することに

より、県民活動の活性化及び持続可能な活力ある地域社会づくりに寄与することを

目的に設立されている。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（とっとり県民活動活性化センター事業） 

ア ＮＰＯ法人に対するアンケートの回収が低調【意見】〈概要版№12〉 

活性化センターは、円滑な業務遂行に向けて、活性化センターの基幹事業の一環

で、「ＮＰＯ経営実態把握事業」として、ＮＰＯ法人の情報を収集し、集計、分析

を行い、県内のＮＰＯ法人の現状と課題を経営実態資料として取りまとめ、活性化

センターの相談対応や伴走支援、事業の企画に活かすとしているが、その際行った

ＮＰＯ法人へのアンケート調査の回収率は65／299(回収率21.7％)と低調であり、

アンケートの回収率から見れば十分に実態把握が出来たとは言い難いように思われ

る。 

活性化センターが、ＮＰＯ等と協働・連携し、円滑に県民活動の活性化や活力あ

る地域社会づくりを推し進めるためには、これら基礎的データは必要不可欠な情報

と思われることから、今後、アンケート調査を行う際には、ＮＰＯ法人側への理解・

協力が得られる環境醸成とアンケートの実施内容・回収方法などの見直しも必要で

はないかと思われる。 

  

３ ＳＤＧｓ推進事業 

（１） 事業の概要 

2015 年９月の国連サミットで採択された「ＳＤＧｓ (持続可能な開発目標)」

の達成に向けた、持続可能な地域社会づくりのため、官民連携ネットワークによ

るＳＤＧｓの普及啓発を行うとともに、子どもたちを含む県民や企業の実践拡大

を図る。 
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（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

1 

オール鳥取県

でのＳＤＧｓ

推進事業 

①官民連携ネットワークの運営 

行政、企業、団体、ＮＰＯをはじめとした多様な主体によ

る連携・協働のための官民連携組織を運営する（事務局:

県） 

1,000 

②とっとりＳＤＧｓパートナー制度の運営 

ＳＤＧｓへの積極的に取り組む団体等の活動を「見える

化」し、横展開を促すための登録制度を運営する。 

1,840 

③鳥取県ＳＤＧｓ推進・温室効果ガス削減戦略本部の運営 

ＳＤＧｓの推進や喫緊の課題となっている温室効果ガス

削減に向けて、全庁を挙げて取り組む。 

― 

小計 2,840 

2 
ＳＤＧｓ普及

啓発事業 

①とっとりＳＤＧｓポータルサイトの運営 

動画やＳＮＳによる認証企業及びパートナー企業等の取

組紹介、とっとりＳＤＧｓ若者ネットワークをはじめとす

る各種ネットワークの活動等を掲載するウエブページの

保守・管理。 

627 

②「とっとりＳＤＧｓ伝道師」制度の運営 

ＳＤＧｓ普及啓発の核となる人財をＳＤＧｓの伝道師

として任命し、県内各地でのＳＤＧｓの理念の普及や事

例紹介等を行う担い手となってもらう。 

1,870 

③「とっとりＳＤＧｓ子ども伝道師」制度の運営 

学校でＳＤＧｓを学んだ学級を「子ども伝道師」に任命

し、学校単位での子どもの自律的かつ主体的なＳＤＧｓ

の普及啓発や実践拡大を図る。 

1,000 

④「とっとりＳＤＧｓ子どもアンバサダー」事業 

「とっとりＳＤＧｓ子ども伝道師」を対象に、オンライン

を活用し発展途上国の子どもや若者達と交流し、豊かな

自然など共通するテーマでの課題や解決策・アイデアを

互いに共有することで、ＳＤＧｓの本質を知り、自身の環

境を見つめ直す機会を未来を担う子ども達に提供する 

2,000 

小計 5,497 

合計 8,337 

  （注）ＳＤＧｓ：持続可能な開発目標 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

ＳＤＧｓ推進事業 8,337 ▲930 4,080 3,327 

 

（４） 監査結果 

人口最少・経済最小の鳥取県においては持続可能な地域社会を実現するためのリ
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ソースに限りがあるとして、ＳＤＧｓの普及啓発に力を入れ、最大の地域資源であ

る「人の活躍」に焦点を当て、その活躍を最大限に引き出す、持続可能な地域社会

づくりに取り組んでいる。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（ＳＤＧｓ推進事業） 

    ア 新たな目標設定について【意見】〈概要版№13〉 

ＳＤＧｓ推進に当たっては、ＳＤＧｓに取り組む個人又は団体等に「とっとりＳ

ＤＧｓパートナー」登録、参画してもらい、ＳＤＧｓの認知度向上と取組の見える

化を進めるとして、令和２年度に「ＳＤＧｓパートナーへの登録目標」を、令和６

年度末までに「500 件」との目標を掲げ、下表のとおり登録件数は増加しており、

目標を掲げた翌年（令和３年度末）には、ほぼ目標値（500 件）に迫る 461 件を達

成している。 

しかしながら、その後、特に新たな目標等は示されず、結果として登録数（※）

の伸びは鈍化している。本来であれば、令和５年度に向けて、新たな目標を示し、

より効果的な取組を行うべきだったと思われる。 

また、担当部署は、当初の「新時代・ＳＤＧｓ推進課」から、「協働参画課」へ

組織再編が進み、取組内容も「認知度向上」から、「事業者間の情報共有・発展」

へ進展してきており、目標も分かりにくくなってきている。 

担当課からは、県ポータルサイトを通じた事業者の有効取組の拡大に向けたマッ

チング件数（10 件／年）を目標に取り組んでいる旨の説明があったが、これらを

新たな目標とするならば、広く共有し意識付けを行っていくことが必要ではないか

と思われる。 

 

                【取組推移等】           (単位：件) 

年度 
パートナー

登録数 
増加件数 担当部署 

R2 目標設定 R6 末：500 件 新時代・ＳＤＧｓ推進課 

R2 年度末 174 174 同上 

R3 年度末 461 287 同上 

R4 年度末 557 ※ 96 R5/7～県民参画協働課 

R5 年度末 593 ※ 36 R6/4～協働参画課 

    

（ＳＤＧｓ推進事業） 

    イ 「パートナー証」の発行費用【意見】〈概要版№14〉 

県は、活性化センターに、「とっとりＳＤＧｓパートナー制度事業」の業務委託

を行っている。 

これに係る令和５年度の新規登録数は、下表のとおり「36 件」であり、この登録
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に係る事務量は、担当課からの聞き取りによると、次のとおり、１件当たり概ね５

～７時間を要している。      

① 企業からの申請に係る事前相談：１時間程度 

② 企業からの申請、申請内容の確認：２～４時間程度 

③ 県担当者と「活性化センター」でのダブルチェック及びパートナー証の発送：

２時間程度 

※ 以上、１件当たりの所要事務量は、５～７時間程度 

 

また、業務委託費から見た「1 件当たりの委託費」を見ると、下表のとおり発行

件数の減少から、事務効率の悪化が顕在化している（当該委託業務には、パートナー

登録事務の他、チラシの作成等も含まれるが、委託費全額を発行件数で除して、便

宜的に１件当たりの委託費を算出。）。 

ついては、ＳＤＧｓ推進の取組内容の進展に合わせ、これに応じた事務の見直し、

効率化を図っていく必要があると思われる。 

 

【パートナー登録証の発行事務効率一覧表】 

 年度末登録件数 発行件数 業務委託費 1 件当たりの委託費 

①  ②  ③  ④ （③／②） 

Ｒ２年度 174 174 871 千円 5,005 円 

Ｒ３年度 461 287 880 千円 3,066 円 

Ｒ４年度 557 96 1,327 千円 13,822 円 

Ｒ５年度 593 36 1,069 千円 29,694 円 

 ※なお、③業務委託費にはパートナー証発行事務以外の業務も含まれているため、 

実際の１件当たりの委託費は④と同等ではない。 

 

（ＳＤＧｓ推進事業）                                       〈概要版№15〉 

    ウ 「ＳＤＧｓパートナー登録」に係る事務手続きの簡素化等【意見】 

ＳＤＧｓパートナー登録についての登録事務は、活性化センターに事務委託（令

和５年度（決算額）：1,069 千円）しているところであるが、パートナー登録数の

減少に伴って、上記イのとおり、事務処理効率が低下している。 

ＳＤＧｓ推進の取組内容は、「認知度向上」から、「事業者間の情報共有・発展」

へ進展してきており、県民のＳＤＧｓに対する認識も一定程度の深まったものと

思われるところ、現在のように厳格な手続きまで求める必要があるのか疑問が生

じる。 

例えば、各地で見られる「交通安全の無事故・無違反チャレンジ宣言」のよう

な自己宣言的な垣根を低くした「ＳＤＧｓパートナー登録」の推進であれば、よ

り裾野の拡大が期待されるし、また、事実上、企業・団体からしか申込みがない
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現状から見れば、県商工労働部が推進する「とっとりＳＤＧｓ企業認証制度」の

枠組みの中に「何がしかの枠組み」を新たに設けて一体的運用にすれば事務の効

率化が期待されるところである。事業取組の進展に伴って事務処理の見直し、簡

素化も必要と思われる。 

 

（ＳＤＧｓ推進事業） 

     エ とっとりＳＤＧｓ伝道師講師派遣に係る報償費について【意見】〈概要版№16〉 

県はＳＤＧｓ普及のため、普及啓発の核となる「とっとりＳＤＧｓ伝道師」に

13 名（令和６年１月 18日現在）を任命し、①ＳＤＧｓ推進のための個人、企業、

団体等に対して自主的にＳＤＧｓの普及啓発を行うとともに、②県内企業等が実

施する研修会等に講師として派遣している。 

これに係る報償費及び旅費を支給するとして、1時間当たり６千円で２時間ま

で（上限 12,000 円）とし県が負担しているが、うち２名については、同人（又は

所属する会社）からの要請として、講師単価としては通常では高額と思われる５

万円／60分～90分とし、県基準（６千円／時間）で不足する部分は研修主催団体

に負担させている。 

ついては、ＳＤＧｓ伝道師の役割は、同実施要綱によれば、「県内でＳＤＧｓの

理念の普及や事例紹介等を行う」ことであり、ＳＤＧｓ伝道師個々の熟度に違い

はあるとは思われるものの、報償費の格差が大きすぎると思われる。 

伝道師派遣制度は県の制度であり、派遣される伝道師は県から任命された者で

ある。また、その使命はＳＤＧｓの普及であることを鑑みると、報奨費の額も格

差はそれほどまでには無いように思われ、その違いは合理的かつ妥当なものであ

る必要があると思われる。 

おって、報償費とともに支給される旅費は、実費弁償的なものと考えられるが、

主催者側から多分な謝金を受け取っている場合まで、支払う必要はないように思

われる。 

           

４ とっとりＳＤＧｓパートナーシップ加速化事業 

（１） 事業の概要 

令和２年度以降、ＳＤＧｓの普及啓発、実践拡大の土台となる各種取組を推進

することにより、民間調査機関が実施した「地域別ＳＤＧｓ評価」で３年連続都

道府県１位になるなど、ＳＤＧｓの理念と実践は着実に本県に根付きつつある。

令和４年度にはＳＤＧｓ未来都市にも選定され、地域におけるＳＤＧｓ達成に向

けて、これまでに構築した土台を強化・発展させるとともに、ＳＤＧｓの達成に

不可欠となるパートナーシップによる取組を更に加速させる。 
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（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

1 

とっとりＳＤ

Ｇｓシーズン

2023 

〇３年目となる鳥取県発の普及啓発・実践強化期間「とっと

りＳＤＧｓシーズン」をオンラインイベントとリアルのハ

イブリッド型で開催する。 

3,000 

2 

とっとりＳＤ

Ｇｓビジネス

アワード事業 

〇ＳＤＧｓの達成に向けて、県内でＳＤＧｓ推進のモデルと

なる優れた取組を行う企業を表彰するため「とっとりＳＤ

Ｇｓビジネスアワード」を実施する。 

＜表彰例＞ 

【鳥取県知事賞(最優秀賞)】 

ＳＤＧｓ推進の代表的なモデルとなる、きわめて顕著な功

績があったと認められる企業 

【ＳＤＧｓパートナーシップモデル賞(特別賞)】 

ＳＤＧｓ推進のモデルとして、ロールモデルとなり得る

パートナーシップの取組を行ったと認められる企業 

1,860 

合計 4,860 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

とっとりＳＤＧｓパートナー

シップ加速化事業 
4,860 930 5,271 519 

 

（４） 監査結果 

ＳＤＧｓ普及・実践強化期間「とっとりＳＤＧｓシーズン 2023」を令和５年 10月

から 12 月の期間に開催し、10 月にはオープニングイベントを行っている。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（とっとりＳＤＧｓパートナーシップ加速化事業） 

    ア オープニングイベント運営業務に係る契約手続等【指摘】〈概要版№17〉 

① オープニングイベント関連業務として予算額 3,000 千円が確保され、その業 

者決定は、本来、入札等公正な手続きにより行われなければならないが、イベン

トの細目の決定が遅れ、入札手続きには時間を要するとの判断から、下表のとお

り、一連の業務を「Ａ：会場設営等業務（以下「Ａ業務」という。）」、「Ｂ：情報

発信業務（以下「Ｂ業務」という。）」、「Ｃ：企画運営業務（以下「Ｃ業務」とい

う。）」の３つに分けて、それぞれが 100 万円以下の契約金額として、県契約事務

処理要領による随意契約（１号随契、要件 100 万円以下）で契約締結している

（一般的には、一括で契約した方が経済的かつ合理的。）。 

② また、県の契約事務処理要領では随意契約の場合にあっても、公平性や経済
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性を確保するため複数見積書（50 万円以上は３者以上）の徴取を求めているが、

「Ａ業務」と「Ｂ業務」は同日の９月４日に３社で見積り合わせを行い業者決定

しているものの、「Ｃ業務」については、その１週間程後の９月 13 日に、「イベ

ントの円滑実施のため、「Ａ事業」と同一業者とすることが望ましいとして見積

り合わせを行わず業者決定をしている。 

③ ついては、「Ｃ業務」の仕様書によると、その業務内容は「オープニングイベ

ント当日の実施体制及びプログラムを含めた実施計画書の調整」とあることから、

通常であれば、まずもって最初に行うべき業務と思われる、また、「Ａ業務」の

業務内容には、「資機材の調達から、会場の設営・撤去・資機材の管理及び操作、

会場の警備まで細かく規定」されていることから、この段階においては、当該事

業の全体像は既に確定していたものと推測され、９月４日に「Ａ業務」、「Ｂ業務」

と合わせて「Ｃ業務」の見積り合わせが行われなかった理由に乏しい。 

④ 上記③に加えて、「Ａ業務」の仕様書には、「イベント中資機材の管理及び映    

像・音響機材等の操作、イベント中の操作は、発注者（県）が別途調整するイベ

ントの進行台本を基に行うこととし、詳細は発注者と調整を行うこと。」とある

（別途「Ｃ業務」仕様書には、「別途発注者が指定する者」とあり記載ぶりが異

なる。）。 

ついては、担当課からは、「Ａ業務」と「Ｂ業務」の見積り合わせの際には、そ

れぞれの仕様書のみしか提供していないとの説明であったが、その仕様書を見た見

積り書提出者が、以後に「Ｃ業務」があると思った者と、県が直接行うものと思っ

た者の違いがあれば、おのずと見積金額にも差がでると思料され、競争性、公平性

及び経済性を害したおそれも否定できない。 

以上のことから、当該契約に当たっては、県契約事務処理要領に沿った手続き    

から逸脱し、契約手続きの透明性が確保されていないものと懸念される。 

 

事業によっては不測の事態などによって十分な準備期間が確保できないこともあ

り得るとは思われるが、契約の機会均等の基本原則に則った公正な手続きを取られ

るべきと考える。 

         【見積り合わせの状況】      （単位：千円）                

区分 

Ａ業務 Ｂ業務 

小計 

Ｃ業務 

合計 会場設営等業務 情報発信業務 企画運営業務 

9/4 に 3社見積り 9/13 決定 

甲 990 770 1,760 990 2,750 

乙 1,500 864 2,363   

丙 1,601 1,243 2,844   

・甲は決定業者 

・Ａ業務とＢ業務は、３社見積りで甲に決定 
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・Ｃ業務は、「Ａ業務と同一業者が良い」として甲へ決定（見積り合せなし） 

※Ａ業務仕様書の読み方次第で、Ｃ業務の有無の判断に違いが生じる懸念 

【Ａ事業】 

〇「オープニングイベント会場設営等業務」 

 ※見積り合わせ３社の開札の結果決定 

＜仕様書抜粋＞ 

・資機材の調達 

・イベント資機材の調達 

・会場の設営・撤去、資機材管理・操作 

・会場の警備（配置時間は９～17時、イベントは 11～15 時） 

 ※イベント中の映像・音響機材等の操作は、発注者（県）が別途調整するイベン 

トの進行台本を基に行うこととし、詳細は発注者（県）と調整を行う。 

 

【Ｂ事業】 

〇「オープニングイベント情報発信業務」 

 ※見積り合わせ３社の開札の結果決定 

＜仕様書抜粋＞ 

・イベントチラシの作成・配布 

・地域情報サイトによる情報配信 

・SNS による情報発信 

 

【Ｃ事業】 

〇「オープニングイベント企画運営業務」 

※イベントの円滑実施のため、Ａ事業と同一業者とした。 

＜仕様書抜粋＞ 

・実施計画書調整（オープニングイベント当日の実施体制及びプログラムを含めた 

実施計画書の調整） 

・会場運営（会場準備、司会及び進行並びにオンラインでの配信及び録画） 

 ※・・・資機材の管理及び操作・・・警備については、・・・別途発注者が指定す 

る者が行うことから、受注者は・・・連携して実施すること。 
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第５ 輝く鳥取創造本部交通政策課 

１ 鳥取型ＭａａＳによる地域交通サービス化推進事業 

（１） 事業の概要 

新型コロナウイルスがもたらした生活スタイル・働き方の変化や超高齢化社会の

到来への抜本的対策として、複数の交通機関や他分野が共創し、一体的なサービス

として提供するＭａａＳ(※)を鳥取県内各地域の実情に応じた「鳥取型ＭａａＳ」

として推進する。 

これにより、地域住民への自家用車以外の移動の選択肢が生まれ、公共交通の収

支率の改善はもとより、免許返納後の高齢者が外出し易い環境づくり等の超高齢化

社会への対応や渋滞緩和、脱炭素、若者の車離れへの対応(若者定住)等の諸課題の

解決やまちの周遊性向上による地域活性化に繋げる事を目指す。 

      （※）ＭａａＳ･･･Mobility as a Service の略で、複数の交通手段を統合し、1つの

移動サービスとして検索から予約、支払いまで可能にし、交通の効率化を目指した

サービス。 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

1 
ＭａａＳセミ

ナー開催 

Ｒ４年に立ち上げた鳥取県ＭａａＳエコシステム共創コ

ンソーシアム(略称・ＴｏＭＥＣ)」を中心に、ＭａａＳを推

進するためのセミナーを開催する。 

500 

2 
ＭａａＳ開発

実証実験 

ＪＲ、３セク鉄道、バス、タクシー等の交通モードを一体

的に提供するサービスや、ＱＲコード等の費用対効果の高

い決済手段の実証実験をＭａａＳ協議会に対して補助する

(例: ＪＲ、３セク鉄道、バスなどを共通で乗車できる共通

パス、ＡＩオンデマンド等）。 

7,000 

3 

ＭａａＳ構築

に向けた基盤

整備 

ア 交通ＤＸ検討会の開催 

データに基づく交通運営や費用対効果の高い機器整備 

について協議を行うため、地域交通専門家、交通事業者、

行政等で組織する検討会を開催する。 

イ 交通運営のデジタルシフト 

国際標準バス動的データに対応したバスロケーション 

システムへの切り替え等によりバス情報の標準化・オープ

ンデータ化を行い、多くの検索サイトへ対応するなどして

ＭａａＳへの円滑なデータ提供を図る。 

38,401 

4 
公共交通利用

促進事業 

公共交通利用促に関するセミナーの開催や公共交通の利

用促進、キャンペーン(車窓風景のＳＮＳ投稿など)を実施

するなど、鉄道を始めとした公共交通の利用促進を図る。 

2,000 

合計 47,901 
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（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

鳥取型ＭａａＳによる地域交

通サービス化推進事業 
47,901 7,937 52,062 3,775 

 

（４） 監査結果 

「ＭａａＳ構築に向けた基盤整備事業」（決算額 36,131 千円）を中心に監査を行っ

た。 

当該事業は、新たなバスロケーションシステムの導入により、路線バスの現在位

置や遅延情報などを「経路検索サービス」にリアルタイムで情報掲載し、路線バス

の利便性を向上するものである。 

これについて、県内路線バス事業者に対しこれに係るシステム構築経費、車載端

末導入経費を補助するものであるが、バスロケーションシステム等の導入について

は、県担当課も参画し、寒暖差など地域特性等を活かした業者選定が行われており、

特段の問題点は把握されなかった。 

 

２ （新）鉄道等地域交通維持・活性化事業 

（１） 事業の概要 

ＪＲ西日本の線区別収支状況の公表を受け、令和 4年 7月に鳥取県東部地域の交

通事業者の代表者、自治体の首長で構成する「鳥取県東部地域交通まちづくり活性

化会議」を設置し、まちづくりと連動した公共交通のあり方について議論を開始し

た。令和５年１月には第２回会議を開催し、連携して観光列車を通じた交流人口の

拡大・おもてなしなどを実施していくことについて合意した。 

令和４年度の夏に観光列車「あめつち」やリバイバル急行「砂丘」の因美線運行

が好評だったこと等も踏まえ、当該合意に基づき、観光列車の運行による新たな需

要獲得による地域活性化を図る。 

 

（２） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

鉄道の利用促進 

ＪＲローカル線の更なる利用促進及び観光誘客・地域振

興を図っていくため、観光列車の運行に伴うおもてなし及び

ラッピング列車等の導入。 

〇山陰本線(鳥取～浜坂)や因美線(鳥取～智頭)を中心に走

る列車へのラッピング列車等の導入。 

〇「あめつち」等の運行に合わせた沿線の魅力を伝える停車

駅や車内における特別なおもてなし。 

23,000 
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（３） 事業の内容                         （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

（新）鉄道等地域交通維持・

活性化事業 
23,000 58,230 68,774 12,455 

 

（４） 監査結果 

観光列車等の利用促進を通じた観光誘客や交流人口拡大を目指す取組として、Ｊ

Ｒ西日本、県内市町村及び観光関係者等と連携した取組となっている。 

このうち決算規模が大きい「鉄道事業者の運行する列車１編成のラッピングのお

披露目会等」に対する補助金を中心に監査を行った。 

同事業は、鉄道事業者の運行する列車１編成にラッピングを施し、同車両のプレ

スツアー及びお披露目式等を実施し、両車両の運転開始に繋げるもので、補助事業

区分としては、下表のとおり、①観光イベント事業、②プロモーション事業、③観

光のための車両・駅施設改修事業、④補助金事務事業の４つの事業から構成されて

おり、それぞれを鉄道運行会社からの補助金交付申請を受け、県が補助金の交付決

定を行い、その後、実績報告を受けて補助金額を確定している。 

  

【補助事業の概要】        （単位：円） 

区 分 
補助対象事業費 

 内、国庫補助金 内、県補助金 

① 観光イベント事業 5,719,924 3,273,865 2,359,962 

② プロモーション事業 5,918,500 3,459,250 2,459,250 

③ 車両・駅施設改修事業 40,895,000 20,080,000 20,447,500 

小 計 52,533,424 26,813,115 25,266,712 

④ 補助金事務事業 5,253,342 0 5,253,342 

合 計 57,786,766 26,813,115 30,520,054 

                 （※補助対象事業費のうち、453,597 円は自己財源） 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（（新）鉄道等地域交通維持・活性化事業） 

    ア 補助事業に係る不適切な補助金交付【指摘】〈概要版№18〉 

上表にある「④補助金事務事業」については、「①観光イベント事業」、「②プロ

モーション事業」、「③観光のための車両・駅施設改修事業」とともに補助金申請さ

れ、これが相当として県から補助金交付決定され、事業終了後の実績報告に基づき

補助金が確定し支払いが実行されている。 

これについて、交通政策課等から事業内容等の聴取、関係書類を監査したところ、
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その内容は、上表の①～③（計 52,533 千円）の事業に係る支払消費税額（5,253,342

円）相当額と同額であった（当該事業において「支払消費税額」は、補助対象経費

にならない。）。 

 

監査において当初、上表の①～③の３事業は、国県補助対象事業であり、補助金

は消費税抜き価格を基に算出されることから、結果として事業者が持ち出しとなる

消費税相当額 10%と同額を「補助金事務事業費」として補助金交付したとのことで

あったが、その後、事業担当課である「まんが王国官房」から、下記「包括外部監

査委員（包括外部監査人）からの質問への対応について」のとおり回答があったと

ころである。 

 

これによると、①事業主体として、国や県、委託先との間の書類作成、事業実施

に当たっての技術的な側面を含む連絡調整などで通常業務に加えて役務を負担する

ことから、その対価として交付（事業主体として負担すべき消費税額を補てんして

いるわけではない。）、②補助金事務事業は、「補助対象経費の合計額の 1/10（限度

額）」として、仮に消費税率 10％と同じ補助対象経費の 10％であったとしても、た

またま同じ率なのであって、補助率を決定するときに事業担当課として斟酌してい

た実情があったとはいえ、一般管理費として位置づけられるのではないか。 

≪「まんが王国官房」の説明要旨≫ 

① 補助金事務事業は、連絡調整などの役務の対価として交付するものである。 

② 「補助対象経費の合計額の 1/10（限度額）」は、一般管理費を対象としている

もので、たまたま消費税 10％と同じ率になるよう斟酌したにすぎない。 

これらを整理すると、①当該補助事業は、補助対象経費に何らかの役務対価が発

生することを想定し、補助対象経費の 10％を「補助金事務事業」として別枠の事業

としてセットしていた、②その「10％」の根拠は、「消費税率 10％」を斟酌したも

のであるが、あくまでも一般管理費を対象としたものである、③結果としては、補

助事業者から、補助金の対象とならない「補助対象経費に係る消費税額」に補てん

したとの実績報告を受けて、これを補助対象事業費に該当するものとして、消費税

額相当額を一般管理費と捉えて容認し、補助金額を確定していた。 

また、担当者によっては、「事業者が持ち出しとなる消費税相当額を補てんするも

の」と思っていたようである。 

≪問題点≫ 

通常の補助金は「補助金交付要綱」が整備されているところ、当該補助金は、対

象者が限られることから、「事業者向けの誘因通知」の発出により補助金交付の要

綱が定められている。 

これによると、補助対象事業費としては「補助金事務に要する経費」、補助率は
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「補助対象経費の合計額の 1/10（限度額）」となっており、補助事業が完了したら

「実績報告」を求め、県は提出された「実績報告の書類」を審査し、対象事業が決

定内容に従って遂行されている場合に、交付すべき補助金の額を確定するとして

いる。ついては、 

① 「まんが王国官房」からの「連絡調整などの役務の対価として交付したもの 

である。」との説明については、これに係る実績報告では、下表「令和６年２月 

７日付 補助金実績報告書の添付資料（抜粋）」のとおり、「補助金事務事業費」 

には、「補助対象経費（税抜き）に係る消費税額」となっており、その他の経費 

には１円たりとも支出されていない。 

仮に、補助金事務事業に要する経費が実際に使用され、当該事業と他の事業 

の経理が明確に区分でき、帳簿及び証拠書類等により確認でき得る場合にあって 

は、補助事業者から実績報告を求めるべきである。 

② 「まんが王国官房」からの「たまたま消費税率 10％と同じ率になったが、一 

般管理費である。」との説明については、一般的には一般管理費は、事業を行う 

に必要な経費を個別抽出し計上すべきものであって、合理的な理由もなく、安 

易に消費税と同じ率をもって一般管理費率とするものではない。 

また、通常、県補助金交付については厳格な手続き（事業者からの交付申請➡ 

県からの交付決定➡事業者からの実績報告➡県の検査➡補助金額の確定）が取 

られているところであるが、「10％交付ありき」の不適切なものと言わざるを得 

ない。 

当該補助事業者は、県が出資する法人でもあることから、より透明性を確保す 

べきである。 

③  当該事業に係る実績報告には、上述のとおり、「補助金事務事業費」としては、 

「補助対象経費（税抜き）に係る消費税額」となっており、その他の経費には１ 

円たりとも支出されていないことから、当該実績報告の審査においては、補助対 

象事業費に該当しない支出をもって、補助金の額を決定することはできない。 

④ 「事業者向けの誘因通知」には、補助対象事業費には消費税にかかる仕入控 

除税額を除くと明記されているにもかかわらず、結果として、補助対象事業費に 

ならない「補助対象事業費に係る消費税」に対して、補助金が交付されている。 

以上のことから、補助対象事業費にならない消費税相当額に対する補助金につい

ては、返還を求めるべきであり、事業者側にとっても消費税申告において仕入税額

控除を受けていることから相当である。 

よって、補助対象者が、補助対象事業費に係る消費税相当額として交付を受けて

いる補助金の額 5,253,342 円について、これに係る仕入税額控除額 5,253,342 円の

返還が必要になると考える。 

また、今後の補助金交付事務執行に当たっては、透明性を確保し、適正に実施す

る必要がある。 
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【令和６年２月７日付 補助金実績報告書の添付資料（抜粋）】 
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【会計実務研修】 

補助金交付事務における消費税の取扱い（令和５年９月政策戦略本部財政課作成）【抜粋】 
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【参考：仕入控除税額に対する補助金の有・無の違い】 

 

 

 

🔷補助金を受けていない場合
課税売上に対象する消費税 消費税の仕入控除税額 納付額

（①預り消費税） （②支払い消費税） ①ʷ②

300万円

🔶補助金を受けている場合
課税売上に対象する消費税 消費税の仕入控除税額 納付額

（①預り消費税） （②支払い消費税） ①ʷ②

300万円

うち、補助金分200万円

1,000万円 700万円

1,000万円
700万円

※控除される支払い消費税700

のうち、200は補助金であり、

事業者が負担していないことか

ら、県への返還を生じる。
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（（新）鉄道等地域交通維持・活性化事業）   

イ 補助金の交付における消費税等の取扱い等【意見】〈概要版№19〉 

上記アにある「補助金の交付における消費税等の取扱い」については、令和４年            

度鳥取県包括外部監査報告書第３章第１の１の（４）のア「補助金の交付におけ

る消費税等の取扱い等」でも意見が付されているところでもあり、その後、財政

課では問題意識を持って、上記の会計実務資料をはじめ、複数回にわたって全庁

的な制度周知、注意喚起をされているが、残念ながら、事業担当課、担当者によっ

て消費税と補助金の考え方に対する理解度に差があるものと思われることから、

引き続き、補助金に対する消費税の考え方について理解の促進を図られる必要が

ある。 

なお、当該補助事業については、消費税に関する認識以前の問題として、「補助

金事務事業」の制度設計において、補助対象事業費の具体的な明示等がなかった

ことから、結果として、不適切な補助金執行に繋がったものと思われるため、補

助対象事業費の透明化と的確な明示等についても改善を図られる必要がある。 

   

（（新）鉄道等地域交通維持・活性化事業） 

ウ 実績報告書の適切な管理【意見】〈概要版№20〉 

上記アの①～④のそれぞれの事業については、令和５年 12月３日に一般向けお

披露目式を実施し、同車両の運行開始となったが、国補助金の算出根拠に変更が生

じたことから、県において既交付決定済の一部事業（①観光イベント事業）に変更

が生じるとして変更申請を提出させ、令和６年 1月 26 日の国補助金額確定を待っ

て、令和６年２月７日に変更承認を与えている。 

ついては、事業に変更が生じていない「②プロモーション事業」及び「③改車両・

駅施設改修事業」については事業が終了したとして、令和５年 12 月 28 日付(提出

期限：同年 12 月 31 日)で実績報告が提出されているものの担当課では収受せず、

国補助金額確定を待って翌年１月 29 日で収受している。 

しかしながら、鳥取県補助金等交付規則及びこれに基づく誘因通知によれば、実

績報告の提出期限は 12月 31 日であり、これを受けたときは提出された書類を審査

し、必要に応じて現地調査等を行うとあること、及び鳥取県文書の管理に関する事

務処理要領でも受領文書には規定の受付印を押印する定めがあることなどから、適

切な処理とは言い難い。 

もとより、担当課としては、一連の事業について一括して処理しようとしたもの

であるが、基となる誘因通知の提出期限を変更するなどの適切な処理をすべきであっ

たものと思われる。 
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【処理状況一覧】 

事 業 名 区分 提出日付 処理日等 

① 観光イベント事業 変更申請 12/28 
1/26国確定を待って1/29付

収受、2/7 付変更承認 

〃 〃 実績報告 2/7 3/7 付収受印 

② プロモーション事業 実績報告 12/28 1/29 付収受印 

③ 車両・駅施設改修事業 実績報告 12/28 1/29 付収受印 

④ 補助金事務事業 実績報告 2/7 3/4 付収受印 

 

３ 地域交通体系鳥取モデル構築事業 

（１） 事業の概要 

令和元年度、県内、特に中山間地域における交通課題への対応として「新たな地

域交通体系構築のための研究会」を立ち上げ、従来のバス中心の交通体系からタク

シーや共助交通を組み合わせた交通体系に転換を図っており、県内では様々な交通

体系再編の動きが見られているが、引き続き、さらなる効率的・効果的な地域交通

体系構築に係る市町村の取組を支援する。 

   

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分                 補助メニュー 補助率等 予算額 

1 

≪新たな地域交通体系構築支援補助金≫ 

①タクシー助

成支援 

ア 小規模高齢化集落等に居住する 75 歳以上

の高齢者、障がい者等 

イ バス路線縮減に伴い新設、拡充するもの 

ウ 相乗り促進のため上乗せするもの 
補助象者 

：市町村 

 

補助率 1/2 

 

上限額 

：70,000 

 

※市町村バ

ス運行経費 

の上限 

：50,000 

273,673 

②共助交通へ

の支援 

ア ＮＰＯ等による交通空白地有償運送に係る

運行経費(人件費、燃料費等)等 

イ 住民ドライバー活用のための研修費、保険

料等 

ウ 共助交通組織の運行管理業務をサポートす

る組織の支援 

③市町村のデ

マンドバスや

多角化等への

支援 

ア 市町村のデマンドバスや乗合タクシー等の

運行に係る運行経費(人件費 、燃料費等)等 

イ 市町村バスの多角化等 

(ア) 貨客混載の実施に係る設備費等 

(イ) 運行者の異業種参入に係る資格取得費等 

(ウ) 自動車学校、介護施設等の送迎バス空席

利用に係る調査費等 

④新たな仕組

みづくり 

ア 革新的統合移動サービスモデル事業 

[新規]「公共交通利用促進に資するマイク

ロモビリティ等の導入事業」を追加 

イ その他県が特に認める事業 

※補助上限

の上乗せ 

：5,000 

 

2 

≪車両購入費補助≫ 

①市町村が生

活交通路線を

運行するため

補助象者：市町村 

 

補助率 1/3 

(上限額) 

・定員 11人以上 5,000 千円/台 

27,397 
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の車両購入費 ・定員 11人未満 1,000 千円/台 

②ＮＰＯ等が

交通空白地有

償運送を行う

ための車両購

入費 

補助率 1/2 

(上限額)1,000 千円/台 

3 

新たな地域交

通体系構築の

ための研究会 

・地域交通の効率化に係るセミナー(３回、講師を招聘して

実施) 
300 

合計 301,370 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

地域交通体系鳥取モデル構

築事業 
301,370 28,944 308,297 

翌年繰 7,704 

14,313 

 

（４） 監査結果 

地域の実情に応じて市町村が実施する、①共助交通への支援、②市町村のデマン

ドバス等への支援、③新たな仕組みづくりへの支援、④車両購入費補助に対して、

県は、事業者である市町村に対し補助金を交付している。 

県においては、市町村が事業主体又は間接事業となることから、補助金要件に関

係のない資料等は提出を求めておらず、事業者である市町村の補助金の歳出額の確

認に重点をおいた審査が行われているが、基本的な算出根基などについても、添付

されていた資料を基に監査を実施した。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（地域交通体系鳥取モデル構築事業） 

ア 運行事業収支決算書の確実な確認【意見】〈概要版№21〉  

共助交通に対する支援は、地域の実情に応じて市町村が補助した補助金につい

て市町村から実績報告書に基づき、市町村の補助金額の１／２を県が補助してい

るが、Ａ町からの「Ｂ協議会」に係る運行事業収支決算内訳書の支出項目の合計が

不一致となっていた。 

これについては、積算内訳書からの転記誤りであったが、補助金の諸手続きが

形骸化されることがないよう注意する必要がある。 
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（地域交通体系鳥取モデル構築事業） 

イ 小規模な共助交通事業者へのサポート体制【意見】〈概要版№22〉 

「ＮＰＯ法人Ｃ」の令和５年度の事業費は 923 千円で、これに対する市町村補助  

金 545 千円に対し、県はその１／２である 272 千円を補助している。 

実績報告では、令和５年度１年間の利用者は 72人（12,819 円／人、平成 27 年

度 311 人）と利用者数は年々減少している。 

地域実情はより厳しさを増しているものと推察するが、効率的かつ効果的な支

援ができるよう、将来を見据えた早めの支援・対応が必要と思われる。  

  

（地域交通体系鳥取モデル構築事業） 

    ウ 市町村のデマンドバス等への支援【意見】〈概要版№23〉 

Ｄ町から提出があった「令和５年度路線維持運行費補助金」に係る実績報告につ  

いての算出根基を確認したところ、キロ当たり補助金対象経費費用が、１割加算の

「304 円 60 銭」ではなく、実績額の「300 円 83 銭」が使われている。 

 

（参考）県補助金要綱では、市町村が集合バス事業者に補助を行う場合にあって、

運賃赤字額の算出について、「地域キロ当たり標準経費費用」より「乗合バス

事業者キロ当たり経常費用」が少ない場合は、その差額の１割を加算するこ

とができると規定されており、他の市町村では、これに基づき補助金が支払

われている。 

県補助金は、市町村が補助する額を基準としていることから不適切ではないもの

の、上記１割加算は全県共通の取扱いであること、補助対象運行事業者は他路線も

抱えていることから、（市町村の予算確保上の問題であればやむを得ないが、）統一

的な取扱いが望ましいと思われる。 
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第６ 生活環境部環境立県推進課 

１ 鳥取県の美しい星空が見える環境の保全と活用事業 

（１） 事業の概要 

鳥取県星空保全条例の推進に向け、星空の普及啓発や星空保全地域の取組支援、

光害防止等に必要な事業を実施する。 

 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 補助率等 予算額 

1 普及啓発 

〇美しい星空が身近に見える環境を誇りに思

い、保全の意識を新たにしていただくため、

講演や星空の魅力発信に取り組む団体によ

る事例紹介等(「星取県フォーラム」)を実

施する。 

〇宇宙や星空環境への関心を高め、環境保全

意識醸成のため、小学生を対象とした宇宙

飛行士によるオンライン授業を実施する。 

 

3,149 

〇若者が連携して星空の普及啓発等を行う取

組を支援する。  

・10/10 

(上限)100 

〇星取県の推進に顕著な功績のあった個人・

団体の表彰を行う。 

 

2 

星 空 保 全

地 域 の 振

興 

〇星空保全地域において市町村や団体等が実

施する星空を活用した地域振興事業を支援

する。 

 

・市町村 1/2   

(上限)2,000 

・団体等 10/10 

(上限)500 

5,000 

3 
光 害 対 策

の推進 

〇星空保全地域内の屋外照明等の改修を支

援する。 

 

20,450 

・屋外照明器具 
1/2 

(上限)130/基 

・建築物や看板を照射する照明器具 
1/2 

(上限)200/式 

〇市町村や自治会による光害対策型LED防犯

灯の設置を支援する。 

・市町村負担の

1/4 

4 人材育成 

〇本県の美しい星空を地域の各種イベント等

で案内できる人材育成を目的に「星空案内

人資格」取得に向けた講座を実施する。 

 

1,150 

合計 29,749 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

鳥取県の美しい星空が見える

環境の保全と活用事業 
29,749 ▲13,166 14,088 2,495 
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（４） 監査結果 

県は星取県として、美しい星空を環境資源として捉え、普及啓発や光害対策のた

めに各種取組を実施している。事業は基本的に補助事業であるが、フォーラムを開

催するなど普及啓発にも力を入れているところである。 

令和５年度に実施したフォーラムの開催状況は以下のとおりである。なお、当該

フォーラムは、一般財団法人自治総合センターが実施する環境保全促進助成事業の

対象事業であり、県が 200 万円の助成金を受けている。 

【星取県フォーラムの開催状況】 

タイトル 
星取県フォーラム 2023  

～輝けふるさと 人も、星も～ 

日  時 令和５年８月 26日(土)13 時～15 時 

場  所 鳥取県立倉吉未来中心 

入 場 料 無料 

収容人員 大ホール 902 席（１階席のみ利用） 

入場目標 100～200 名 

参加人数 120 名余り 

 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（鳥取県の美しい星空が見える環境の保全と活用事業） 

ア フォーラムのハイブリッド方式での開催について【意見】〈概要版№24〉 

2023 年８月 26日に星取県フォーラム「輝けふるさと、人も、星も」が開催され

た。当フォーラムは、倉吉未来中心を会場としており、Ｗｅｂ配信などはなく、現

地開催のみだった。 

現地開催のみだった理由として、トークイベントで登壇者と観覧者双方向の交流

をしたかったこと、講師が仮想の宇宙旅行を再現（投影）する内容もあり、現地の

大型スクリーンならではの臨場感や一体感を高めたかったこと、ハイブリッド方式

での運営は難しいこと等の説明を受けた。 

また、会場には星取県紹介スペースが設けられており、アニメ「宇宙なんちゃら 

こてつくん」パネル展示なども開催されていて、会場特有の取組は行われていた。 

しかし、コロナ禍を経て、Ｗｅｂ配信によるフォーラムは一般的になっており、

県においても、ハイブリッド方式でのフォーラムも実施している。 

 

【鳥取県主催のハイブリッド方式でのフォーラムの例】 

・ 鳥取県中部地震５年フォーラム（令和３年 10月 21 日開催） 

・ 外国人活躍推進フォーラム（令和６年９月２日開催） 
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特に今回のフォーラムは、夏休み期間中、かつ、土曜日に開催されており、学生

を含む幅広い年齢層をターゲットとしたフォーラムである。コロナ禍において、学

生は授業がオンライン方式となった経験もあり、Ｗｅｂ配信での講義やフォーラム

には十分慣れていると考えられる。 

したがって、今後、幅広い年齢層や、学生などの若者を対象としたフォーラムを

開催する際には、ハイブリッド方式での開催を積極的に検討することが望ましい。 

 

（鳥取県の美しい星空が見える環境の保全と活用事業） 

    イ 低すぎる動員目標等【意見】〈概要版№25〉 

夏休みの子供たちに「星空や宇宙」に関心を持ってもらうため、動員数を 100

～200 名を目標に、「星取県フォーラム」（以下「フォーラム」という。）を開催し、

同フォーラムには 120 名余りが参加した。 

これに対して、会場として「鳥取県立倉吉未来中心の大ホール（１階席のみ利用

／収容人員 902 人）」を準備し、地元新聞への折り込みチラシ約６万９千枚（費用

約 37 万円）の配布等を行っている。 

ついては、夏休みの期間中の多くの子供たちに「星空や宇宙」に関心を持っても

らう貴重な機会を与えるべきではなかったかと思われる。鳥取県の目指すべき将

来像に「豊かな自然・環境と人々の支え合いの中で、心の豊かさを実感しながら充

実した生活を安心して送ることができる鳥取県」とあるが、まさにこれからを担う

子供たちにとっては貴重な機会であったと思うと残念である。 

また、ＳＮＳや報道機関への情報提供もされているものの、チラシの配布地域

は、旧鳥取市（鳥取市のうち、旧気高郡、旧岩美郡及び旧八頭郡を除く）約４万世

帯（全体の約６割）と中部地域（倉吉市及び東伯郡）２万８千世帯（全体の約４

割）を対象に行っている。なぜ、近隣の「旧気高郡」には配布せず、大半を遠隔地

である旧鳥取市世帯に配布したのか、広報の費用対効果にも疑問がある。 

加えて、会場の収容人数（902 人）と実来場者数約 130 名の開差も非経済的と言

わざるを得ない。 

今後とも鳥取県の強みを生かす各種イベントが開催されるものと思われるが、

開催目的に沿った十分な準備等を行い、効率的かつ効果的に実施されることを期

待する。 
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（鳥取県の美しい星空が見える環境の保全と活用事業） 

    ウ 契約履行検査の徹底【指摘】〈概要版№26〉 

食糧費の支出について監査したところ、「食糧費支出事前伺書」に記載のある開

催日時と検査済と表記された「請求書」にある実施日が相違していた。 

これについて担当課へ確認を求めたところ、請求書にある実施日付の間違いに気

が付かず、「確認了」としていたものと説明があった。 

ついては、早急に手続きの補完を行われる必要があるとともに、今後は、鳥取県

会計規則に則った適正な処理を行っていただきたい。 

 

【鳥取県会計規則(抜粋)】 

第 117 条 「・・・契約が履行されたとき、・(中略）・・は、自ら又はその職員に

命じて必要な検査をしなければならない。」 
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第７ 生活環境部脱炭素社会推進課 

１ 鳥取スタイルＰＰＡ導入推進事業 

（１） 事業の概要 

電力消費者の初期費用が不要となる自家消費型の屋根貸し太陽光発電（ＰＰＡ)を

促進するため、県内の地域新電力、発電事業者、金融機関等と連携して『鳥取スタ

イルＰＰＡ』を推進する。 

※ ＰＰＡ（Power Purchase Agreement（電力販売契約））:施設所有者（電力消

費者）が提供する敷地や屋根などのスペースに電力消費者以外の第三者（発電

事業者）が太陽光発電設備等を設置し、発電された電力をその施設の電力消費

者へ有償提供する仕組み。 

※ 鳥取スタイルＰＰＡ:県内の発電事業者と地域新電力会社等が再生可能エネル

ギーの確保とエネルギーの地産地消を推進するために連携して実施するＰＰＡ

事業。 

 

（２） 事業の内容                        （単位：千円）               

区分 内容 予算額 

1 

県有施設への鳥

取スタイルＰＰ

Ａによる太陽光

発電導入事業 

県有施設の屋根へ鳥取スタイルＰＰＡにより太陽光発

電設備を導入し成功事例を創出することで、同手法を推

進する。 

36,000 

2 

鳥取スタイルＰ

ＰＡ推進事業者

支援事業 

鳥取スタイルＰＰＡの推進に意欲的な事業者に対し、

導入促進に必要な機器等の支援を行う。 

[債務負担行為] 24, 800 千円(令和 6 年度) 

24,800 

3 

鳥取スタイルＰ

ＰＡ導入推進研

究会運営事業 

「鳥取スタイルＰＰＡ推進研究会」において、導入に

当たっての課題や事例の研究を行う。 
3,000 

4 

太 陽 光 発 電 導

入・利用・理解促

進事業 

鳥取スタイルＰＰＡを含む太陽光発電導入や利活用に

関する県民の理解促進を図る。 
10,000 

5 審査会運営事業 
本事業を委託又は補助する事業者を選定するために審

査会を開催する。 
950 

合計 74,750 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

鳥取スタイルＰＰＡ導入推進

事業 
74,750 ▲2,004 35,287 37,459 

 

 



76 

 

（４） 監査結果 

県は 2050 年の脱炭素社会の実現に向けて、令和新時代とっとり環境イニシアティ

ブプランで目標とする県内需要電力における再生可能エネルギー割合60％を目指し、

固定価格買取制度（ＦＩＴ制度）に代わる導入促進策としてＰＰＡ事業の推進に取

り組んでいる。 

ＦＩＴ制度であれば、初期投資を施設の所有者が行うことになるため、導入時に

多額の支出が必要になるが、ＰＰＡであれば、投資はＰＰＡ事業者が行うことにな

るため、施設の所有者において初期投資が不要になる。そのため、新たな太陽光発

電の普及方式として、今後注目度が高い分野になっている。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（鳥取スタイルＰＰＡ導入推進事業）              〈概要版№27〉 

ア 鳥取県家庭用太陽光発電普及啓発業務の委託契約書について【指摘】 

太陽光発電導入・利用・理解促進事業の一環として、県と一般社団法人鳥取県木

造住宅推進協議会（以下「木造住宅推進協議会」という。）の間で、「鳥取県家庭用

太陽光発電普及啓発業務委託契約書」を結んでいる。委託業務の目的は、県内の工

務店や家庭等への太陽光発電の特徴や重要性について普及啓発を行うことを通じて、

県内の家庭用太陽光発電の導入拡大を図ることを目的としている。 

当契約書第４条には、委託料について以下のように定められている。 

 

（委託料） 

第４条 委託業務に要する費用（以下「委託料」という。）の金額は、 

金１，９２５，０００円（消費税及び地方消費税は含まない。以下「委託料の 

限度額」という。）を限度とする。 

当該取引は、消費税法上では課税取引（不課税又は非課税取引ではない。）に該

当することから、契約書第４条に「消費税及び地方消費税は含まない。」とされて

いる場合にあっては、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）を除い

た委託料 1,925,000 円に、消費税等を加算した合計 2,117,500 円が委託料の限度

額になるものである。 

これについて、県は誤認し、木造住宅推進協議会が免税事業者であることを理由

に、消費税等を除いた 1,925,000 円を上限額として補助金の精算を行うべきと考え

ていた。 

結果として、木造住宅推進協議会での税込みでの支出額が 1,925,000 円未満だっ

たことから、これをそのまま支払い、県が過少に委託料を払うことにはならなかっ

たが、仮に、委託料と同額以上の支出だった場合は、本来上限額は 2,117,500 円ま

で支払われるべきところ、1,925,000 円しか払われなかったこととなる。 
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したがって、県は、消費税の取扱いを整理し、契約書の文言を修正すべきである。 

また、他の免税事業者との委託契約が同様の文言になっていないか、調査するこ

とが望まれる。 

 

（鳥取スタイルＰＰＡ導入推進事業）                          〈概要版№28〉 

イ 太陽光発電設備整備運営事業の実施に関する協定書の解除について【意見】 

県は、ＰＰＡによる県有施設への太陽光発電設備整備運営事業に関して、８件

の公募を行い、発電事業者と協定を結んだ。しかし、そのうち２件については、

令和６年３月 29日付けで協定が解除となった。 

当協定は、県が所有する施設の屋根等を、発電事業者に貸与し、発電事業者が

自家消費型太陽光発電設備を整備運営する事業を実施することを目的としている。

発電事業者が設置した太陽光発電設備によって発電した電気を県有施設に売却し、

県有施設はその電気を利用する。県有施設の運営を指定管理者が行っている場合

は、発電事業者が指定管理者に売却する。 

発電事業者が県に売却する電気料金（円/ｋＷｈ）は、総事業費（円）を契約期

間（20 年想定）の総売電見込量（ｋＷｈ）で割って算出される。総事業費には、

設置コスト、維持管理コスト、撤去処分コストが含まれる。また、これとは別に、

設置コストに対する補助金相当額を月々の請求額から控除する（県へ還元する）

こととしている。 

電気料金単価は、県と発電事業者の契約によって、基本的に契約期間である 20

年間同一の電気料金単価となる。ただし、社会情勢の変化や施設の運営方針の変

更など、現状と大きな変化があれば、県と発電事業者との協議により変更するこ

とができる。 

この電気料金の単価設定において、協定解除となった２件については、現状の

電気料金単価と比較して、新単価のほうが高くなる見込みとなったことから、県

と発電事業者との間で価格の折り合いがつかず、解除となった。 

しかし、ＰＰＡによる県有施設への太陽光発電設備の主たる目的は、県有施設

が率先して再生可能エネルギーを導入し、2050 年の脱炭素社会の実現に向けて、

環境イニシアティブプランで目標とする県内需要電力における再生可能エネルギー

割合 60％を達成することにあるはずである。 

また、電気料金の価格は、通常、再エネ賦課金や託送料、発電コスト燃料費な

どにおいて将来の上昇リスクがあるが、ＰＰＡを導入すると 20 年間同一単価にな

るため、発電コスト燃料費が上がるおそれもなく、再エネ賦課金や託送料は不要

になる。すなわち、将来におけるコスト上昇を抑制できる可能性があるというメ

リットがある。 

したがって、今後は、現状の電気料金単価と比較して高いか低いかではなく、
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環境価値を高めることを優先し、環境イニシアティブプランの目標を達成するた

めに、太陽光発電設備を積極的に導入することが期待される。 

また、県有施設を指定管理者が運営している場合は、指定管理者の負担が増加

することになるが、県都合での増加のため、増加分だけ指定管理料を増やすこと

を検討することが望ましい。 

 

（鳥取スタイルＰＰＡ導入推進事業）    

ウ ＰＰＡ事業者のＨＰ公開について【意見】〈概要版№29〉 

独立行政法人国民生活センターより、家庭用蓄電池の勧誘トラブルに関する注

意喚起が行われている。また、県や各市町村の消費生活センターにおいても、突

然の電話や訪問による太陽光発電設備や家庭用蓄電池の勧誘について、県民から

の相談が寄せられている状況である。 

 

【PIO-NET（注）における家庭用蓄電池に関する相談件数の推移】 

  

（注）消費生活センター等からの経由相談は含まれていない。本資料の相談件数

は、2021 年 4 月 30 日までの PIO-NET 登録分（出所：独立行政法人国民生活

センターhttps://www.kokusen.go.jp/news/data/n-20210603_2.html） 

 

今後、「再生可能エネルギーの固定価格買取制度（ＦＩＴ）」以外の方式である

ＰＰＡが住民にも広まれば、関連業者が多く発生し、勧誘トラブルも増加すると

考えられる。 

その際、京都府が行っている「京都０円ソーラープラットフォーム」などのよ

うな、事業者の認定制度の活用により、県民が安心してＰＰＡの導入を検討でき

ると考えられる。 
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したがって、ＰＰＡ事業者の認定制度を設け、県のホームページにて認定業者

を公表することで、悪質な勧誘などのトラブルを減らすことができると考えられ

ることから、認定制度を検討することが望ましい。 

 

２ 県有施設脱炭素化事業（ＬＥＤ改修） 

（１） 事業の概要 

2050 年の脱炭素社会の実現に向けて、県有施設(知事部局主要施設)を将来的にＺ

ＥＢ (※)化することを目指し、既存施設にＬＥＤ照明を導入する。 

※ ＺＥＢ (Net Zero Energy Building) :快適な室内環境を保ちながら、高断熱

化・日射遮蔽、高効率設備により、できる限りの省エネルギーに努め、太陽光

発電等によりエネルギーを創ることで、年間で消費する建築物のエネルギー量

が大幅に削減されている建築物。 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

県有施設脱炭素化

事業（LED 改修） 

知事部局主要施設の誘導灯・執務室・共用部にＬＥＤ

照明を導入する。 

(令和５年度計画:県庁舎(第２庁舎)等 11施設) 

446,717 

 

（３） 予算額及び決算額                       （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

県有施設脱炭素化事業（LED

改修） 
446,717 ▲13,729 423,810 9,177 

 

（４） 監査結果 

当該事業は、温室効果ガスの排出の削減等のため県有施設において、高断熱化等

による省エネ化や再生可能エネルギーの導入を進め、建築物の省エネルギー化を推

進するとして、令和５年度は、年次計画どおり鳥取県本庁舎（第二庁舎）ほか 10 施

設の照明設備のＬＥＤ化を行う。 

これによる電力量削減が約 700 千 kＷｈ/年で、ＣＯ２の排出量に換算すると約

378ｔCO2/年の削減となり、一般家庭の年間ＣＯ２排出量約 60 世帯分の削減効果が

ある。現在のところ県有施設脱炭素化事業（ＬＥＤ改修）は計画どおりに推移して

いる。 

各種取組を監査した結果、脱炭素社会推進課が担当する事業については、特段の

問題は把握されなかったが、同課から予算を総務部総務課に配当替えし、総務部総

務課が工事発注・契約を行った県庁本庁舎照明設備 LED 化工事（二工区）（工事金額

55,440 千円）及び県庁第二庁舎照明設備 LED 化工事（一工区）（工事金額 30,030 千
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円）においては、建設工事請負契約書の適用条項誤りがあったことから、今回の監

査に含め、次のとおり問題点等を検討した。 

 

（県有施設脱炭素化事業／担当部署：総務部総務課） 

ア 建設工事請負契約書の適用条項誤り【指摘】〈概要版№30〉 

県庁本庁舎照明設備 LED 化工事（二工区）（工事金額 55,440 千円）及び同一工

区（工事金額 30,030 千円）の工事発注・契約（脱炭素社会推進課は予算を総務課

に配当替えにより、同課で実施）における「建設工事請負契約書」において、支払

いに対する特約条項を盛り込んでいるが、正しくは「第 34 条第４項及び第５項は

適用しない。」とすべきところ、「第 34条第３項及び第４項は適用しない。」と誤っ

た条項を記載していた。これにより、「第４項：中間前払金」及び「第５項：中間

前払いの請求手続き」を除外するところ、「第３項：前金払の支払期日に関するも

の」及び「第４項：中間前払金」を除外するものとして契約を締結していた。 

発生した事由としては、建設工事請負契約書（標準様式）が改定（令和５年４

月１日）され、第 34 条に第２項が追加となったものの、特約条項の改定を失念し、

従前の規定をそのまま使用していたものである。幸いに、前払金の支払請求はなかっ

たため、不利益等は発生しなかった。 

しかしながら、会計事務処理要領（決裁経路）では、起案課の所属決裁を了し

た後に統括審査課で審査が行われる厳格な手続きが定められているところ、いずれ

の課もその間違いに気付かず契約締結していたものであるが、契約手続きであるこ

とから、緊張感を持って取り組まれる必要がある。 

 

３ （拡充）再エネ 100 宣言 RE Action 推進事業 

（１） 事業の概要 

脱炭素経営を目指す再エネ 100 宣言 RE Action (※)参加企業等に対して、使用電

力の再生可能エネルギー100％を目指す取組やＥＶ商用車等導入の取組に対して支援

を行う。また、企業の脱炭素経営のスタートとなる省エネ診断を担う事業者を県内

で育成する。 

※日本の中小企業などが、2050 年までに使用電力を 100%再生可能エネルギーに転

換する目標を表明し行動していく枠組み。国際イニシアテイブ「RE100」の国内

中小企業版的位置づけ。鳥取県は 2019 年 12 月に都道府県では初となるアンバサ

ダー(応援者)に就任。 

 

（２）  事業の内容                       （単位：千円） 

区分 内容 補助率等 予算額 

1 
省エネ対応

設備導入支

RE Action 参加企業又は参

加意向のある企業に対し、省

[補助件数] 3 件 

[補助率] 1/3 
3,000 
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援事業 エネ診断に基づく省エネ性能

の高い設備への更新等に要す

る経費を支援する。 

[上限] 1,000 

2 

太陽光発電

設備導入支

援事業 

RE Action 参加企業又は参

加意向のある企業に対し、自

家消費のために太陽光発電

設備を導入する経費を支援

する。 

[補助件数] 3 件 

[補助率] 1/5  

[上限] 2,000 

6,000 

3 
EV 商用車導

入支援事業 

RE Action 参加企業又は参

加意向のある企業に対し、商

用の電気車両及び電気原動

機付自転車(いずれも道路交

通法の定義による)の導入経

費を支援する。 

 

[補助件数] 15 台 

[補助率] 10/10  

[上限] 5 台 

EV:200 千円/台 

電気ミニカー・電気原付:100 千

円/台 

3,000 

4 

EV 充電設備

導入支援事

業 

RE Action 参加企業又は参

加意向のある企業に対し、商

用電気車両等の充電設備を

導入する費用を支援する。 

 

[補助件数] 15 基  

[補助率] 10/10 

[上限] 5 基 

・充電用コンセント:30 千円/基 

・充電用コンセントスタンド:60

千円/基 

・普通充電設備：180 千円/基 

・V2H 充放電設備（※）：375 千

円/基 

2,700 

5 

【新規】地域

での省エネ診

断促進事業 

県内で省エネ診断を受けや

すい環境を構築し、県内企業

の受診を促進する。初年度は

省エネ診断の県内での担い手

を育成するため、希望する県

内事業者の社員への研修を

行う。 

 

2,000 

6 
省エネ診断

推進事業 

中小企業が安価に省エネ

診断を受診できる資源エネル

ギー庁「中小企業等に対する

エネルギー利用最適化推進

事業」の活用推奨を行う。 

 

(標準 

事務費) 

7 その他 
市町村や商工団体等と連

携した情報発信を行う。 

 
― 

合計 16,700 

※V2H 充放電設備：EVへの充電及び EV から施設へ放電（給電）する装置 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

（拡充）再エネ 100 宣言 RE 

Action 推進事業  
16,700 ▲8,889 6,811 1,000 
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（４） 監査結果 

企業・団体の脱炭素化に向けて率先的に行動する「再エネ 100 宣言 REAction」中    

小企業・団体が 2050 年までに使用電力を 100％再生可能エネルギーに転換する（二

酸化炭素排出実質ゼロ）目標を表明し行動していく参加企業における太陽光発電設

備導入（自家消費用）、省エネ設備更新及び商用ＥＶ等導入を支援した。令和５年度

末の参加企業・団体は３団体増加し，累計 22 団体となった。 

また、県内事業者等と連携したセミナーの開催や、省エネ診断員の育成（18 名）

及び無料省エネ診断（10 件）の実施により、脱炭素経営に関する普及啓発が図られ

ており、特段の問題点は把握されなかった。 

 

４ 地域資源活用エネルギー導入推進事業 

（１） 事業の概要 

小水力発電等の地域資源を活用したエネルギーの地産地消によるゼロカーボンや      

地域内経済循環等を達成していくために、地域団体、ＮＰＯ法人、市町村、エネル

ギー事業者等の取組を支援し、本県における再生可能エネルギーの導入を促進する。 

また、市町村と連携し、太陽光発電設備や蓄電池等の導入支援を行う。 

 

（２） 事業の内容                         （単位：千円） 

区分 内容 補助率等 予算額 

1 

体 制 づ く

り・啓発支

援 

地域資源を活用した再生可能

エネルギーの導入に係る体制づく

り・啓発の取組を支援する。 

 

[補助率]10/10 

[上限] 300 千円 

[事業主体〕地域団体、ＮＰＯ

法人等 

900 

とっとり次世代エネルギーパー

クの見学者の受入れに必要な展

示物やガイダンスコーナー等の導

入を支援する。 

 

[補助率] 1/2  

[上限] 300 千円 

[事業主体]エネルギーパーク

の施設管理者 

300 

2 
計 画 策 定

支援 

地域資源を活用した再生可能

エネルギーの導入に係る可能性調

査、計画の策定・検証、協議会の

開催等を支援する。 

 

[補助率]1/2 又は 2/3 (※1) 

[上限] 3,000 

[事業主体]市町村、地域団

体、ＮＰＯ法人、再エネ事

業者等 

[補助期間]最長 2 年[債務負

担行為] 6,000(令和 6年度) 

12,000 

3 事業化支援 

地域資源を活用した発電、熱供

給施設整備・体制整備等を支援す

る。 

 

[補助率]1/2 又は 2/3 (※1) 

[上限] 10,000 

(但し FIT (※2)価格算定対

象費用(※3)を除く) 

[事業主体」地域団体、ＮＰ

Ｏ法人、再エネ事業者 

[補助期間]最長 3 年〔債務負

担行為]15,000(令 6～7 年度) 

15,000 
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4 

小規模発電

設備等導入

支援 

太陽光発電(10kW 未満)、薪ス

トーブ、定置用蓄電池等の家庭用

小規模設備等を導入する住民に

対して補助を行う市町村を支援

する。 

[補助率]市町村補助額の 1/2 

[実施主体]市町村 

 

45,875 

合計 74,075 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

地域資源活用エネルギー導

入推進事業 
74,075 ▲21,757 41,856 10,461 

 

（４） 監査結果 

令和新時代とっとり環境イニシアティブプランにおいて、県内需要電力における

再生可能エネルギーの割合（再エネ比率）を令和 12 年度までに 60％に引き上げる

ことを目標としている中で、環境と調和した再生可能エネルギーの導入に向けた地

域での取組及び家庭での小規模発電設備の導入が進んでおり、特段の問題点は把握

されなかった。 
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第８ 生活環境部循環型社会推進課 

１ ごみゼロ社会実現化県民プロジェクト事業 

（１） 事業の概要 

ごみゼロ社会の実現に向けたごみ排出量の一層の削減を図るため、引き続き食品

ロス削減に重点的に取り組み、県民を挙げたごみゼロ意識の醸成を図るとともに、

ＳＤＧｓの目標「12 つくる責任、つかう責任」が果たされる社会を目指した取組を

推進する。 

（２） 事業の内容                         (単位：千円) 

区分 内容 補助率等 予算額 

1 

もったいな

い!食べ残

しゼロ事業 

外食時の食べ残しの持ち帰りの普及を図るた

め、協力店への持ち帰りバッグ配布等による啓発

キャンペーンを実施する。 

また、持ち帰りバッグを購入する事業者の支

援を行う。 

10/10 

[上限] 20 
5,124 

2 

フードドラ

イブ活動推

進事業 

フードドライブ活動への理解と取組促進を図る

ため、委託や市町村・事業者等と連携したフード

ドライブを実施する。 

また、独自にフードドライブを実施する事業者

の支援を行う。 

1/2 

[上限]100 
4,544 

3 

ごみゼロポ

スターコン

クール事業 

県民の食品ロス削減やプラスチックごみ排出抑

制・再資源化に対する意識啓発を図るため、啓発

ポスターの募集や入選作品の県内公共機関等での

掲示等を行う。 

 520 

4 

幼児を対象

とした意識

啓発活動 

幼少期から食べ残しを減らす意識や物を大事に

する意識を醸成するため、実践活動団体に委託し

て、歌や絵本などを使った啓発活動を行う。 

 750 

5 

鳥取県食品

ロス削減推

進協議会の

運営 

食料支援活動団体、食品流通事業者、商工団体、

消費者団体及び行政等で構成する協議会におい

て、食品ロスの発生抑制と削減に向けた方策を検

討する。 

 482 

6 

食品ロス削

減普及啓発

活動 

宴会等での食べ残しを減らす「30・10 食べきり

運動」やスーパー等での食品ロス啓発キャンペー

ンの実施など食品ロス削減に対する県民の意識啓

発を図る。 

 200 

7 

Let’s４Ｒ

実践活動推

進補助金 

環境講演会の開催、生ごみコンポストの推進な

ど、ごみ減量・リサイクルの実践活動を支援する。 

[実施主体]実践活動団体 

1/2 

[上限] 500 
1,095 

8 
４Ｒ推進交

付金 

地域の実情に応じたごみ減量・リサイクルの取

組を支援する。 

[実施主体] 市町村等 

ソフト事業

1/2 

ハード事業

1/3 

[上限]  

ソフト事業

5,000 

ハード事業

20,000 

500 

合計 13,215 
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（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

ごみゼロ社会実現化県民プロ

ジェクト事業 
13,215 ▲3,292 8,789 1,134 

（４） 監査結果 

食品ロス削減への重点的な取組の推進として、県民を挙げた「ごみゼロ意識の醸

成」を図るため、各種の取組を行っている。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（もったいない！食べ残しゼロ事業） 

     ア 実績報告書の的確な審査の実施【指摘】〈概要版№31〉 

当該事業は、外食時の食べ残しの持ち帰りを定着させることを目的として、これ   

に係る容器の購入費用を補助率 10／10 で、上限２万円（複数店舗は４万円）まで

支援する補助事業であり、テイクアウト用容器を除くとしている。 

また、補助金額の交付は、補助事業者から事業完了後の実績報告を受けて、これ

を審査し、適正と認めたときは補助金額を確定し、交付することにしている。 

ついては、提出された実績報告書を監査したところ、下表のとおりであり、容器

等の購入をもって事業は完了したとして実績報告書を提出させ、補助金を交付し

ている。 

担当課も容器の購入事実があれば食べ残しの持ち帰りが実施されるとみなし、

日々の事業活動での消耗品となる容器の使用状況等を逐一確認及び報告させるこ

とは事業者の過度な負担となるため求めていないとのことだった。 

しかしながら、補助金は、実績報告を受けて審査を行い、補助金対象経費が事業

目的に沿って適正に支出されていると認められた場合に、補助金が支払われるも

のである。 

よって、提出された実績報告書の事業内容欄には、①事業の実施予定期間の記

入、及び②購入容器区分欄へのチェックのみしかなく、添付書類として購入され

た補助対象経費の領収書等は添付されていることから、購入したとの事実は分か

るものの、対象事業の目的に沿って使用されたのかどうかの判断はできないもの

である。 

補助金については、仮に補助金額が比較的少額であったとしても、補助対象経費

として購入された容器の目的外利用の防止、及び適正公平な補助金事業の執行の

観点から、補助事業が適正に実施されたかどうかの判断ができ得る報告を求める

べきであり、改善の必要がある。 
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【実績報告書にある事業実施期間等の状況】 

事例 
実績報告書に記載されたていた 

事業実施期間 

実績報告

書提出日 

添付書類の日付 

納品書 領収書 

Ａ 交付決定後～R5.6.30 までに実施 R5. 7.20 R5. 6.30 R5.7.14 

Ｂ 〃  ～R5.11. 5 までに実施 R5.11. 7 
R5.9.26、

R5.10.27 
R5.11.6 

Ｃ 〃 ～R6. 3.25 までに実施 R5.11.30 R5.11. 9 （不明） 

Ｄ 〃  ～R5.11.30 までに実施 R5.11.30  R5.11. 2 R5.11.30 

Ｅ 〃 ～R6. 3.31 までに実施 R6. 3.26 R6. 3.25 R6. 3.26 

Ｆ 〃  ～R5.12.25 までに実施 R6. 1.16 （不明） R5.12.21 

Ｇ 〃  ～R6. 2 .4 までに実施 R6. 2.24 R6. 1.15 R6. 2. 4 

Ｈ 〃 ～R6. 3.12 までに実施 R6. 3.12 R6. 2.20 R6. 3.12 

Ｉ 〃 ～R6. 3.25 までに実施 R6. 2. 9 R6. 2. 9 R6. 2. 9 

Ｊ 〃 ～R6. 3.25 までに実施 R6. 2.22 R6. 2.10 R6. 2.15 

Ｋ 〃 ～R6. 3.20 までに実施 R6. 3.29 R6. 3.22 R6. 3.22 

（注）添付書類の日付等から、事業実施最終日（又は実績報告書提出日）では、補

助対象経費で購入された容器等の相当数は未使用だったものと思われる。 

 

（参考） 

「適正に実施されたかどうかの判断に求められる情報等」としては、少なくとも、

次のものが考えられる。 

① 実際の事業実施期間 

② 事業目的に従って遂行された事実（過度な負担が生じない程度のもの） 

③ 事業終了時の容器の残枚数及びその処分方法 など 

 

（フードドライブ活動推進事業） 

     イ 県直轄事業と補助事業等について【意見】〈概要版№32〉 

県は、「フードドライブ活動」を推進するため、①県直轄事業として、（ａ）市町        

村等を窓口にした年３回の直接事業と、（ｂ）県内の特定の団体への事業委託（令

和５年度委託料（限度額）814 千円、実績額 483 千円）による取組を行っているほ

か、②フードドライブの取組を行っている県内の事業者、団体等に対して、「フー

ドドライブ支援補助金」（補助率１／２、上限 100 千円）として経費の一部を補助

している。 

これについて、上述①（ｂ）「県内の特定の団体への事業委託」については、契

約上では「フードドライブに参加する者は、限定しないこと」との要件は付され

ているものの、業務委託先から提出された「業務報告書」を見ると、参加対象者

のほとんどは当該団体の構成員や取引業者であり、当該団体が主催する「●●ま

つり」の受付等を中心に実施されており、のぼり等を見ても鳥取県事業とは分か

りづらく、当該団体活動の一環としての色彩が強いように思える。 

上述①（ｂ）の委託事業は、平成 30 年度から令和５年度まで長らく実施されて
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いるものであるが（令和６年度は未実施）、当該団体が自主的に取り組み取組拡大

を図る場合にあっては、他の事業者と同様に上述②「フードドライブ支援補助金」

を活用させるなど、自主的な取組の醸成を図ることが肝要ではないかと思われる。 

おって、近年、県内各地においても大手コンビニエンスストアやスーパーマー

ケットなどのフードドライブの取組も始まっていることから、行政の効率性と経

済性を踏まえつつ、時代に合った官民の役割分担が求められるものと思われる。 

 

   

（フードドライブ活動推進事業） 

     ウ 補助対象経費に対する実績報告の的確な審査等【指摘】〈概要版№33〉 

「フードドライブ支援補助金」として、フードドライブの取組を行う県内の事業  

者、団体等に対して、フードドライブを新たに開始、又は取組拡大するために必

要と認められる経費のうち、回収ボックス、ポスター等について補助金（補助率

１／２、上限 100 千円）を交付している。 
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ついては、下記の補助事業では、交付申請に添付されている見積書には、「フー

ドドライブ回収箱用シート」となっているものの、実績報告に添付されている領

収書は、「フードドライブ回収箱（啓発ポスター含）」になっており、整合性がな

く正確さに欠ける。 

また、実績報告の添付書類からは、下画像のとおり、公民館の受付等に回収ボッ

クスを配置するとし、この４面にシート（チラシ状のインクジェットプリント）

を貼付するとしているが、利用者側から見える１面への貼付けでも足りると思わ

れることから、必要部数など経済的な視点からの審査も必要であったと思われる。 

 

【回収ボックスに「補助対象経費で調達したシート（１セット／４面分４枚）」を貼

付したもの】 

        

   

（補助事業の内容） 

公民館等に食品回収ボックスを置き、フードドライブの取組みを拡大する。その       

ためのフードドライブ回収ボックスのポスターをデザイン作成（油性インクジェッ

トプリント）して、ボックス四方に設置するもの。 

 

（交付申請書添付の見積書） 

〇 フードドライブ回収箱用シート 20 枚 200 千円 

※ 担当課確認メモ： 

貼付用 20セット（20×４＝80 枚） 

 

（実績報告書添付の領収書） 

フードドライブ回収箱（啓発ポスター含）200 千円 
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（Let's４Ｒ実践活動推進補助金）      

     エ 実績報告の提出遅延【意見】〈概略№34〉 

次の補助事業については、補助金交付要綱に定める実績報告書の提出期限を大幅

に徒過していることから、必要な手続きが形骸化しないよう適正な事務処理を確保

する必要がある。 

なお、補助事業者は市町村であり、他の模範となるべきと思われる。 

 

【イベントの開催状況】主催者：●●市 

（イベント開催日） Ｒ５.10.15 

（事業完了日）   Ｒ５．12（Ｒ５.12.25 事業者側支払手続き完了） 

（実績報告日）   Ｒ６.３.11 

 

（補助金交付要綱(要旨)） 

補助事業の完了の日から20日を経過する日までに実績報告を行い、これに基づき、

県は補助金対象経費が適正に支出されていると認めた場合は、補助金を支払う。 
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第９ 生活環境部自然共生課 

１ 国立公園満喫プロジェクト等推進事業 

（１） 事業の概要 

国立公園を世界基準である「ナショナルパーク」としてブランド化を図る「国立     

公園満喫プロジェクト」の一環として、大山隠岐国立公園内施設を国内外の誘客に

つながる魅力あるものとするため整備を行う。また、大山登山者から大山入山協力

金を募る受益者負担制度を活用し、持続可能な大山の山岳環境の保全と利用に繋げ

る。(「とっとりの山」魅力発信事業及び自然公園等管理費の一部並びに大山入山協

力金導入事業を統合) 

 

（２） 事業の内容                         (単位：千円)            

区分 内容 予算額 

1 

国立公園満喫

プロジェクト

等推進事業 

・大山滝吊橋架替 (103,300) 

・大山夏山登山道改修 (123,500) 

・大山夏山登山道案内標識等設置 (5,000) 

・ゲートウェイ施設調査検討業務 (3,500) 

・中国自然歩道(僧兵コース)歩道改修 (6,500) 

・毛無山案内標識改修 (2,550) 

小計 244,350 

2 
大山入山協力

金運営事業 

持続可能な大山の山岳環境の保全と利用を目指して、

大山登山者から大山入山協力金を募る受益者負担制度を

運営する「大山山岳環境保全協議会」に対し負担金を交

付する。 

1,405 

3 

大山頂上木道

キャリーアッ

プ事業 

大山夏山登山道の修繕に必要な資材の運搬をボラン

ティアにより実施する。 
606 

合計 246,361 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

国立公園満喫プロジェクト等

推進事業 
246,361 ▲64,636 16,399 

翌年繰 139,513 

25,813 

 

（４） 監査結果 

国立公園満喫プロジェクト等推進事業については、大山滝吊橋架替に係る希少野

生動物の生態調査、台風被害及び国からの交付金配分額が要望額に対して少額だっ

たこと等で実施できないものもあったが、実施された改修工事等について関係書類

から監査を行った。 

また、大山入山協力金については、これまで主に公費で行っていた登山道の補修
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や避難小屋の管理、修繕など年間約 400 万円程度の経費について、受益者負担の観

点から協力金への協力をいただくものとして、令和４年６月から発足した。 
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各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（大山入山協力金運営事業） 

    ア 大山入山協力金の決算処理について【意見】〈概要版№35〉 

 大山入山協力金については、その実施主体として、県、大山町及び地元関係団

体が組織する任意団体「大山山岳環境保全協議会」が業務を担っているが、直接

に、登山道の補修や避難小屋の管理、修繕などは行わず、協力金収入から大山の

頂上を保護する会への配分額を差し引いた残金を、過去に県及び大山町が維持費

用等に支出した割合で、それぞれに寄附として配分（支出）している。 

しかしながら、下記のとおり、協議会規約第 12条では、剰余金の配分を行わな

いとの規定があることから、実質的に剰余金の配分と同様な決算期末における「寄

附行為」は、当該協議会規約との整合性が伴っていない。 

ついては、実施主体である「（任意団体）大山山岳環境保全協議会」は県組織と

は異なるものの、県西部総合事務所環境・循環推進課が事務局を務めることから、

意見とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 【抜粋】 
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また、鳥取県のホームページでは、近年の維持管理費は、３か年平均で 4,205 千

円がかかり、その必要性については情報提供されているものの、協力金について

の具体的な収支決算額の提供等は行われていない。 

ついては、令和５年度の実績は 435 万円と県説明の維持管理等と同程度である

ものの、今後、協力金の増加（※）にも力を入れることに鑑みると、より多くの

協力者に理解を得るためには、収支決算額をより適切に公表していくことも必要

と思われる。 

※ 大山入山協力金の協力率は、現在、約 10％と推測されるが、約 20％程度ま

での増加が見込めると推測しており、今後、協力率の向上対策に取り組むこと

にしている。 

（参考）富士山保全協力金の例（出典：各県ホームページ） 

〇 山梨・静岡県が協議しながら、各県それぞれが実施 

〇 各県それぞれ基金を設置し、協力金を管理 

※ 各県は、協力金の受入金額（収支）及び使途を公表 

 

（大山入山協力金運営事業） 

イ 大山入山協力金の協力者への返礼品の管理方法について【意見】〈概要版№36〉 

大山入山協力金への協力者に対し、①随時支払者（500 円）には「記念カード」

を、②定額支払者（3,000 円）には「梨の木キーホルダー」を返礼品として配付し

ており、返礼品の管理は、県西部総合事務所担当課で行われている。 

監査で臨場した際に受払状況を確認したところ、「返礼品配付管理表」により、

「納品数（増加数）」と「各窓口への払出数(減少数)」の管理は行われていたもの

の、事業季節終了時の残枚数の確認等は行われていなかった。 

後日、残枚数の受払結果の連絡を受け、協力金実績と対比したところ、下表のと

おりであり、それぞれに協力金実績との間に開差が生じている。 

この開差ついては、「記念カード」の過不足は、募金箱横に置かれている返礼品の

引取り（任意）をしなかったものと思料され、「キーホルダー」の過不足理由は不明

である。 

ついては、これをもってのみで協力金実績の適否を判断することはできないが、

今後、不測の事態が発生しないよう、返礼品の管理体制の充実を図られる必要があ

る。 

【令和５年度返戻品の受払（事業期間：Ｒ５.４.29～11.19）】 

区分 記念カード キーホルダー 

① 納品数 5,400 枚 500 個 

② 残 数 500 枚 234 個 

③ 使用数（①－②） 4,900 枚 266 個 
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④ 協力金実績 7,118 件 261 件 

⑤ 差引過不足（④－③） ＋2,218 件 ▲5件 

 （注）①～③は県西部総合事務所環境・循環推進課作成「返戻配付管理表」、④は

大山入山協力金事業「事業報告」による。 

 

２ 自然公園等魅力向上事業 

（１） 事業の概要 

自然公園法の目的である「優れた自然の風景地の利用の増進」を実現し、安全で

快適な自然公園等の利用を確保するため、自然公園施設等の整備・修繕工事、維持

管理等を実施する。 

また、鳥取の景勝地や主要な山々の魅力等を情報発信し、新たな需要の喚起につ

なげるとともに、自然保護思想の普及啓発等により県下の自然保護行政を推進して

いく（自然公園等管理費、国立公園満喫プロジェクト等推進事業及び「とっとりの

山」魅力発信事業の一部を統合。）。 

 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

1 

自然歩道・登

山道及び自然

公園施設等の

安全対策等 

〇県営整備 

・芦津セラピーロード標識改修 (7,000) 

・指導標改修 (1,000) 

・皆生展望休憩舎改修工事 (5,689) 

・雨滝石垣改修  (20,970) 

〇市町村営整備 

・那岐山展望休憩所[実施主体]智頭町 (6,514) 

・小鹿渓探勝路改修 

 [実施主体]三朝町[補助率] 1/2 

(2,945) 

小計 44,118 

2 
自然公園等維

持管理事業 

〇自然公園施設等修繕工事等 

・鴨ヶ磯斜面点検 (2,200) 

・公園施設修繕工事枠 (10,000) 

〇公衆トイレ及び自然歩道等の管理 (18,668) 

〇公園施設に係る借地料 (1,185) 

〇施設賠償責任保険料 (411) 

小計 32,464 

3 

「とっとりの

山」魅力発信

事業 

〇わかさ氷ノ山山フェス負担金 

県・町・地元関係者で構成する「わかさ氷ノ山山フェス

実行委員会」に対して、負担金を交付する。  

(800) 

〇(一財)全国山の日協議会負担金 (35) 

〇日本みどりのプロジェクト推進協議会負担金 (100) 

小計 935 

4 
国立公園清掃

活動費補助金 
国立公園内の清掃を行う民間団体等に対して支援する。 

[負担割合]国 1/4、県 1/4、市町村 1/2 
2,720 

5 
日本山岳ガイ

ド協会公認ガ

登山者が県内の山に楽しく安全に登れるよう、国内唯一の

登山資格である公認ガイド資格(公益社団法人日本山岳ガイ
500 
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イド資格取得

支援事業 
ド協会実施) の取得者に対し、資格取得に要した経費を補助

する。 

[補助上限] 100 千円 

6 
自然保護監視

事業 
自然保護ボランティア保険等 280 

合計 81,017 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

自然公園等魅力向上事業 81,017 2,669 48,404 
翌年繰 31,049 

4,233 

 

（４） 監査結果 

自然公園施設等の整備・修繕工事、維持管理等については、予定された一部の改

修工事について、台風被害の影響等により延期されたものもあったが、実施された改

修工事等ついて関係書類から監査を行った。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（自然公園等魅力向上事業） 

ア 公園施設に係る賃貸料契約書への印紙税漏れ（貼付漏れ）【指摘】〈概要版№37〉 

自然公園内にある施設に係る土地所有者との土地賃貸借契約について確認したと

ころ、契約書に印紙税漏れ（貼付漏れ）が散見された。 

担当課としては、印紙が貼られていない契約書があった場合には、疑問を持ち、

その適否を確認すべきである。 

なお、地方公共団体の作成される文書の印紙税の取扱いの基本は次のとおりであ

る。 

県は地方公共団体であるため、印紙税法第５条において非課税法人であり、地方

公共団体が作成する文書は非課税とされている。なお、印紙税法第４条第５項にお

いて、共同して作成する文書は概ね各当事者が１通ずつ所持するという実態を捉え

て、地方公共団体が所持する文書は他の者が作成して地方公共団体に交付したもの、

他の者が所持する文書は地方公共団体が作成したものと仮定し、地方公共団体が所

持するものについてだけ課税することにしている。 

これを受けて、鳥取県契約事務処理要領には、「契約書への収入印紙の貼付とし

て、県が保管する契約書等は相手方が作成したものとして収入印紙の貼付及び消印

が必要である。」及び「相手方から契約書等を受理する際には、課税額に見合った収

入印紙の貼付及び消印について確認すること。」と規定されている。 
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（自然公園等魅力向上事業） 

イ 契約手続きの形骸化【指摘】〈概要版№38〉 

歩道の草刈り・点検等業務の契約締結において、県は、同一業者との複数の契約

手続きについて、県契約事務処理要領に基づく、「随意契約できる場合（１号随契）」

に該当し、同要領で求められている「予定価格が 20 万円以上 50 万円未満の場合

は、２者以上からの見積りを徴する」に該当するとし、見積書を２者から徴したと

して決裁手続きを進めているが、いずれの場合も、もう一方の見積業者はいずれも

他の同一業者とし、相手方から見積辞退の回答を受け「辞退連絡あり」として処理

し、他者からの追加見積徴取には努めていなかった。 

担当課からは、業務地を施工する業者が少ないことから、従前からこれにより手

続きを行っているとの説明があったが、契約手続きの形骸化そのものであることか

ら、契約事務処理手続要領に則った適正な手続きを進めるべきである。 

なお、同要領によれば、仮に、「見積書を２者以上から徴することができないと

認められるとき」は、1者見積りとすることができる旨が規定されている。これに

ついては、あくまでも適正な手続きに則り、かつ経済性を確保した上での手続きと

思われることから、これらを踏まえた稟議を計られるべきと思われる。     

      

３ 生物多様性保全事業 

（１） 事業の概要 

鳥取県生物多様性地域戦略の目標である「人と自然が共生するとっとり」を実現 

するため、希少野生動植物の保護等を行う団体等への支援や「とっとり生物多様性

センター」による生物多様性の推進の取組により、本県の豊かで美しい自然を守り、

未来の世代に伝えていく機運の醸成を図る。 

 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

1 

希少野生

動植物保

護対策事

業 

〇希少野生動植物の保護等の活動を行う団体への支援 

補助金名 
補助対象 

事業・経費 
実施主体 補助率等 

希少野生動植

物保護管理事

業補助金 

特定希少野生

動植物の保護

等に係る経費 

鳥取県希少野生動

植物の保護に関する

条例で認定する団体 

定額 

[上限]250 

生物多様性

保全活動支

援事業補助

金 

生物多様性の

保全に資する

保護・防除等

に係る経費 

自然保護団体等 定額 

[上限]100 

開発における生

息地の代替措置

に係る経費 

民間事業者 1/2 

[上限]100 

 

(4,100) 
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〇希少野生動植物の生育状況の把握等 (989) 

〇生物多様性 GIS (※)の保守管理 (818) 

小計 5,907 

2 

生物多様

性の推進

に係る事

業 

「とっとり生物多様性推進センター」による生物多様性の保

全・利活用を推進するため自然保護団体の研修会、希少種の保護

のための有識者による現地検討等の実施 

319 

3 

自然環境

保全地域

管理事業 

自然環境保全地域(15 地域)における制札板の適正な維持管理

や自然保護監視員による巡視等 
528 

合計 6,754 

※ 生物多様性ＧＩＳ：希少野生動植物の生息情報を電子地図上で可視化する地理情報 

システム 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

生物多様性保全事業 6,754 ▲317 5,793 643 

 

（４） 監査結果 

生物多様性保全事業として行った希少野生動植物の保護等の活動を行う団体（認

定６団体、認定外３団体）への支援及び生育状況の把握等についての業務委託契約

書及び業務報告書等から監査した。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（生物多様性保全事業） 

ア 生物多様性ＧＩＳの経済的な運用について【意見】〈概要版№39〉 

県は希少野生動物の保護等を目的に生息情報を可視化するため、平成 23年度に

県外事業者にシステム開発を依頼し、以後、同事業者と毎年ＧＩＳ保守運用業務委

託契約を締結（Ｒ５決算額 804 千円）している。契約内容は、①保守・システムに

関する質問、相談等、②ＧＩＳへのデータ追加、③データ解析・作図作業としてい

る。 

しかしながら、主要な委託業務である「追加データ数」は、年度によって大きく

異なる（０～23,540 件／年）ところであり、別途「データ解析・作図作業」の有無

で作業量を調整している。 

ついては、業務委託料の算出根基が曖昧であることから、それぞれに単価を設定

し、実績報告に基づき精算する、又は、システムメンテナンスとデータ入力を分け

て契約する方法が適切であった。 
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なお、同業務は、利便性を向上する観点から、令和７年度からは、委託事業から

とっとりＷＥＢマップでの運用に変更になり、保守費用は不要となるなど費用面の

改善が期待される。 

おって、早めの運用変更を検討すべきであったと思われる。 

 〇 生物多様性ＧＩＳの追加登録数の推移  （単位：件） 

年度 追加登録数 備考 

Ｈ30 0 データ整理のみ 

Ｒ１ 0 ソフトウェア更新のみ 

Ｒ２ 1,212  

Ｒ３ 1,000  

Ｒ４ 100  

Ｒ５ 23,540  

  

（生物多様性保全事業）  

イ 制札板の備品台帳への登録漏れ【指摘】〈概要版№40〉 

自然環境保全地域内に設置された制札の修理(修理費 275 千円)について、備品

台帳への登録状況を監査したところ、登録漏れとなっていたことから、正規の手続

きに則り登録を行う必要がある。 

（参考）制札板：禁令・法規などを箇条書きに記した立て看板 

 

４ 鳥獣保護管理事業 

（１） 事業の概要 

農林水産業被害等、人との軋轢が問題となっているイノシシ・ニホンジカ・ツキ

ノワグマ・カワウについて、「第二種特定鳥獣管理計画」(令和４ ～ ８年度)及び

「カワウ被害対策指針」に基づき、適正な個体数管理及び被害防止対策を実施する。 

また、高病原性鳥インフルエンザウイルスの監視調査により、国内野鳥への感染

の早期発見に努め、家きん等への感染予防や感染拡大の防止を図る（鳥獣保護及び

適正狩猟推進事業の一部及び特定鳥獣保護管理事業、カワウ被害緊急対策事業を統

合。)。 

※科学的データを踏まえた適正な個体数管理及び被害防止対策を実施する。 

＜年間捕獲目標＞イノシシ 14,000 頭以上、ニホンジカ 14,000 頭以上 

 

（２） 事業の内容                        (単位：千円) 

区分 内容 予算額 

1 

特定鳥獣生息

状況調査等事

業 

・イノシシ・ニホンジカ・ツキノワグマの生息状況調査等 

・管理計画の達成状況や対策等に係る検討及び３県連携(鳥

取県、兵庫県、岡山県)によるシカの捕獲強化等 

7,804 

2 

ニホンジカ指

定管理鳥獣捕

獲等事業 

・「指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画」の策定調査及び効果

検証・実施計画に基づくシカの捕獲 
80,463 
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3 

ツキノワグマ

保護管理対策

事業 

・住民の安全・安心を確保するための活動支援 

[実施主体]市町村等 [補助率]1/2 (間接補助の場合 1/3) 

・ブナ科堅果類の豊凶調査による出没動向等の予測 

・錯誤捕獲されたクマの放獣及び放獣個体の追跡 

・ツキノワグマ広域保護管理協議会負担金 

10,911 

4 
カワウ被害緊

急対策事業 

・カワウの胃内容物調査、生息実態調査 

・コロニーの誘導と繁殖抑制対策の検討 

・カワウ対策検討会の開催 

5,190 

5 

野生鳥獣の保

護及び感染症

対策事業 

・傷病等により収容された野生鳥獣の治療 

・愛鳥ポスターコンクール及び野生動物のすみかコンクー

ル開催 

・鳥獣保護区等での生息状況、渡り鳥の渡来状況等の調査 

・高病原性鳥インフルエンザウイルス等対策として糞便採

取調査、死亡野鳥等調査 

3,467 

合計 107,835 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

鳥獣保護管理事業 107,835 ▲5,076 97,628 5,130 

 

（４） 監査結果 

ニホンジカ、イノシシの被害については、県内でも多く報道されているところで

あり、深刻な問題となっている。 

県の体制としては、保護管理及び個体数調整は「自然共生課」で、野生鳥獣の被

害対策及び捕獲については「農林水産部」が担っている。 

特に、ニホンジカについては、生息域が奥山であり、かつ、生態系被害への影響

が大ききことから、農地周辺で行う農業被害防止目的である有害捕獲（農林水産部

の奨励金対策事業）だけでは捕獲が困難であるとして、監査対象課（自然共生課）

においては、県が捕獲区域を県境域奥山とする「指定管理事業」により捕獲を推進

している。 

これに対しては、「ニホンジカ指定管理鳥獣保護管理対策事業」として、75,377 千

円が予算執行されており、その殆どの 69,207 千円は、猟友会に対する捕獲等事業業

務契約費である。 

ついては、これに係る実績報告書等から監査したところ、契約頭数以上の捕獲実

績があるとともに、捕獲奨励金の証拠物提出も徹底され、県担当者の実地確認など

も行われており、特段の問題は把握されなかった。 

なお、クマについては、地域個体群の状況に応じた保護が行われており、人との

軋轢を軽減するため、クマと人の棲み分けを図ることを目的に「人の生活ゾーン」
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と「クマの生息ゾーン」を設定し、クマの生息ゾーンで誤ってニホンジカやイノシ

シの罠で捕獲されたクマは放獣され、有害捕獲は市町村が実施している。 

令和５年度の捕獲上限数は 44頭であったが、有害捕獲数がこれを上回ったことか

ら狩猟による実績は０頭である。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（鳥獣保護管理事業）                   〈概要版№41〉 

  ア ニホンジカ、イノシシの計画的捕獲による適切な個体数管理【意見】 

国・県の目標としては、ニホンジカ、イノシシとも平成 23年度の推計生息数を

令和 10 年度までに半減するとしている。 

担当課においては適時、個体数動向の将来予測調査を実施するとともに、捕獲

に取り組んでいるところであるが、下表のとおり、ニホンジカは、近年は生息数

の伸びは鈍化しており、捕獲目標を達成すれば減少に転じると見込まれている。

イノシシについては、担当課からは減少に転じており、捕獲目標を達成すれば国・

県の目標（平成 23 年度の推定個体数を令和 10 年度に半減）に届くとの説明があっ

たが、捕獲数が捕獲目標を下回っている状況にある。 

いずれにしても、ニホンジカについては、国・県の目標（平成 23年度の推定個

体数を令和 10 年度に半減）には届く見込みはなく、イノシシについては、生息数

は緩やかに減少している状況にあるが、国・県の目標に届くかどうかは今後の捕

獲数次第ではないかと思われる。 

人口減少・少子高齢化の影響を最も受ける中山間地域の県民の生活に深刻な影

響を与える有害鳥獣被害の減少に向けて、現状を踏まえた捕獲計画の策定・見直

しやその即戦力となる狩猟者の養成をはじめとした環境整備などに加速的に取り

組まれる必要があると思われる。 

 

① ニホンジカの推定生息数と捕獲数 

年度 推定個体数 捕獲目標 
捕獲数 

有害捕獲 狩猟 指定事業 計 

Ｈ23 26,685      

 ⋮ 

Ｒ１ 47,754 9,000 6,076 659 2,351 9,086 

Ｒ２ 49,249 9,000 7,454 519 2,321 10,294 

Ｒ３ 49,069 9,000 9,005 586 2,664 12,255 

Ｒ４ 49,344 14,000 8,798 389 2,642 11,829 

Ｒ５ 49,716 14,000 9,729 332 2,735 12,796 

 ⋮ 

Ｒ10 51,895      

(注)推定個体数は、令和５年度指定管理鳥獣捕獲等実施計画査定調査事務報告

による推定値の中央値による。 
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② イノシシの推定生息数と捕獲数 

年度 推定個体数 捕獲目標 
捕獲数 

有害捕獲 狩猟  計 

Ｈ23 18,761      

 ⋮ 

Ｒ１ 23,336 6,000 10,991 1,994  12,985 

Ｒ２ 23,452 6,000 10,647 1,466  12,113 

Ｒ３ 21,717 6,000 8,576 1,392  9,968 

Ｒ４ 17,036 14,000 6,529 871  7,400 

Ｒ５ 10,197 14,000 8,951 884  9,835 

 ⋮ 

Ｒ10 0      

     （注）推定個体数は、Ｒ２までは担当課取りまとめの推定個体数中央値、Ｒ３以降 

は、イノシシ管理計画作成時（Ｒ４．３）予測値による（いずれも中央値）。 

 

５ 鳥獣捕獲者確保環境整備事業 

（１） 事業の概要 

中山間地域の深刻な有害鳥獣被害を減少させるため、特にニホンジカ・イノシシ

捕獲の即戦力となる狩猟者の確保・育成は喫緊の課題となっている。このため、狩

猟者の資格取得や技能向上に対する支援、銃猟者の射撃練習に係る負担を軽減する

ための環境整備を行う。 

また、鳥獣保護管理法に定める狩猟の適正化等を図り、生態系の保全、農林水産

業の健全な発展に寄与することにより、自然環境がもたらす恩恵を享受できる県民

生活の確保、地域社会の健全な発展を推進する（鳥獣保護及び適正狩猟推進事業の

一部を統合。）。 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

1 
銃猟者へ

の支援 

有害鳥獣捕獲従事者等による射撃練習等に支援を行う市町村等

へ支援を行う。 

区分 
補助対象事業・

補助対象経費 
実施主体 県補助率等 

射撃練習奨

励補助金 

射撃練習に要す

る経費 

猟銃を使用す

る有害鳥獣捕

獲従事者 

1/3 

(市町村 1/3) 

散弾銃技能

講習受講経

費支援 

銃刀法に定める

技能講習の受

講奨励金交付

に要する経費 

市町村 

1/2 

[上限] 

3,000 円/人 

ガバメントハ

ンター育成支

援 

猟銃を所持する

ための所持許可

証取得に要する

経費 

鳥獣被害対策

に携わる市

町村職員 

1/3 

(市町村 1/3) 

1,198 
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大口径ライ

フル技能講

習に係る県

外射撃場へ

の旅費支援 

ライフル銃等の

所持許可に係る

技能講習受講

に必要な経費 

銃刀法に定

める技能講

習修了証明

書の交付を

受けた者 

5,000 円 

(定額) 

 

2 
狩猟者の

養成 

ニホンジカ、イノシシ等の有害鳥獣捕獲を担う狩猟者を養成す

る。 

・狩猟免許取得のための事前講習会の実施 

・べテラン猟師による新人ハンターへの実猟・実技指導の実施等 

3,718 

3 

ハンター

養 成 ス

クール運

営 

有害鳥獣捕獲の即戦力を確保するため、ハンター養成スクール

を運営する。 
4,960 

4 

新規狩猟

者の参入

促進 

狩猟免許の取得と狩猟者登録に係る経費の一部を支援する。 

〔対象者〕狩猟免許を取得し、当該免許の初回の更新までに狩猟

者登録した者。支援は初回登録 1回限り。 

3,212 

5 
適正狩猟

の促進等 

・狩猟免許試験、狩猟免許更新講習会の実施 

・鳥獣保護区等の指定・管理 

・狩猟関係物品の購入 

4,385 

合計 17,473 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

鳥獣捕獲者確保環境整備事

業 
17,473 ▲10 13,775 3,687 

 

（４） 監査結果 

ニホンジカ、イノシシ被害対策の即戦力となる狩猟者については、狩猟免許取得

者等は下表のとおりであり、社会構造の変化などに伴って減少、高齢化しており、

その確保・育成が喫緊の課題である。 

また、県は、「鳥獣捕獲者確保環境整備事業」として各種支援に取り組んでおり、

ハンター養成スクールや射撃練習等に要する経費を補助しているほか、知識や技法

の伝承が図られるよう指導者の養成や育成内容の充実に努めている。 

なお、現在の捕獲状況等は、捕獲実績から「わな猟８割弱」、「銃猟２割強」であ

り、第一種銃猟免許者は、下表のとおり、銃保有のハードルの高さからか 600 人程

度で膠着し、一方で、わな猟免許者は 1,800 人程度まで増加している。わな猟免許

者の増加については、地域の被害対策上の切実な事情からとのことであり、引き続

き、被害対策（農林水産部）と一体となった対応が必要であると思われる。 
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【狩猟免許取得者と年齢構成】 

 

  

              【狩猟免許者の年齢構成】      （単位：人、％） 

区分 18・19 歳 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳～ 合計 

人数 5 113 250 378 353 1,381 2,480 

構成％ 0.2 4.6 10.1 15.2 14.2 55.7 100 

     

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（鳥獣捕獲者確保環境整備事業） 

    ア 狩猟者養成業務委託契約に係る人件費の明瞭化等【指摘】〈概要版№42〉 

令和５年度の狩猟者養成業務については、猟友会に業務委託しており、同業務実

施要領において、人件費の上限単価として概ね 9,200 円／人と規定されている。 

しかしながら、実績報告では、指導内容に応じて 9,000 円～20,000 円／人まで

の幅があり、契約条項との整合性が取れていない。 

これについて、担当課からは、受託者側が指導内容に応じて実態に合った単価に

しているとの説明であったが、合規的に見て不明瞭と言わざるを得ず、同業務実施

要領の規定が陳腐化しているのであれば、指導内容に沿った合理的かつ明瞭な基

準を設けるべきと考える。 

また、今後の狩猟者の養成において、指導者自体の育成体制の構築も必要である

と思われることから、実情に合った基準づくりも喫緊の課題であると思われる。 
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（鳥獣捕獲者確保環境整備事業） 

    イ 狩猟者養成業務委託契約の実績報告の遅延【指摘】〈概要版№43〉 

当該契約によると、完了報告は委託業務を完了した日から 10 日以内、又は、令

和６年３月 31 日のいずれか早い日とあり、また、これを受けての完了検査は、完

了報告書を受理してから 10 日以内、又は、令和６年３月 31 日のいずれか早い日ま

でに完了確認を行うことになっている(したがって、少なくとも令和６年３月 31日

までに完了報告を受理し、同日に完了検査を行う必要がある。)。 

しかしながら、完了報告は、令和６年３月 29 日に経費内訳のみを提出し、その

後、令和６年５月８日に委託業務事業実績書を提出していることから、上述の期限

までに求められている完了検査が実施できていない。適正な事業実施を確保する上

で改善が必要である。 
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第 10 生活環境部まちづくり課 

１ （拡充）地域で進める緑のまちづくり事業 

（１） 事業の概要 

「第 30 回全国都市緑化とっとりフェア」(平成 25 年)及び「第 30 回全国『みどり 

の愛護』のつどい」(令和元年)の開催を契機に高まった都市緑化推進の機運を継承

し、また、緑化による脱炭素化社会の推進を図るため、鳥取の幅広い緑化啓発等を

継続して行うとともに、新しい時代に相応しい鳥取の豊かな自然や環境を活かした

地域主体の美しく魅力的な緑のまちづくりを推進する。 

 

（２） 事業の内容                       （単位：千円） 

区分 内容 補助率等 予算額 

1 

≪県民参加の体制整備≫ 

「鳥取県みど

りの伝道師」

の派遣 

県内で実施する地域の緑化活動に対

し、活動団体等のニーズに応じた指導、

助言を行い活動のスキルアップ等につな

げるため、県に登録した緑化の専門的知

識を有する「みどりの伝道師」を派遣す

る。 

 

762 

花と緑のまち

づくり支援事

業補助金 

〇植栽・啓発事業 

県民が主体的に行う地域の緑化活動

を推進するため、地域住民の緑化活動

を支援する市町村の取組を支援する。 

市町村負担額の

1/2 

[上限]50/件 

 

(600) 

〇【新規】みんなの広場芝生化事業 

地域のまちづくり団体や市町村等が公

共空間等を芝生化する取組を支援する。 

市町村負担額の

1/2 

[上限]1,600/件 

(6,400) 

 

小計  7,000 

2 

≪緑化の普及啓発への支援≫ 

地域緑化活動

育成支援補助

金 

鳥取の豊かな自然や環境を活かした地

域主体の美しく魅力的な緑化を広く県内

に普及し、緑化を推進する人材育成など

を行う団体等に支援する。 

〇普及啓発に係る人材育成 

・人材の育成に係る事業 

・調査・研究に係る事業 

10/10 

[上限]1,000/件 

 

3,200 

〇緑化普及に係る事業 

・講座・講演・研修・啓発・交流に係

る事業 

・イベント等の企画・立案・調整・運

営に係る事業 

3/4 

[上限]600/件 

花と緑のフェ

ア開催負担金 

県内３か所で実施する「花と緑のフェ

ア」の開催経費の一部を負担する（東

中西部実行委員会への負担金）。 

負担率 1/3 1,350 

合計 12,312 
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（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

（拡充）地域で進める緑のま

ちづくり事業 
12,312 ▲4,173 6,166 1,973 

 

（４） 監査結果 

鳥取の豊かな自然や環境を活かした地域主体の緑のまちづくりを推進するとして、

地域の取組を支援している。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（地域緑化活動育成支援補助金交付事業） 

    ア 補助対象経費の合理的かつ妥当性について【意見】〈概要版№44〉 

Ａ団体は、「人材の育成に係る事業」を事業目的に、例年、補助金交付（補助

率 10/10、上限 100 万円）を受け、下表のとおり補助事業として実施している

が、①ガーデンマイスターとして認定をした者（以下「会員」という。）を対象

にしたコースと、②一般を対象としたコースに分け、一般を対象としたコースに

は 20 名程度を公募しているものの、会員を対象とした「レベルアップ講座」に

は公募は行われていない。また、全体的なプログラム構成を見ると、当該補助事

業は、主に会員のレベルアップを目的として開催されているものと思われる。 

これについて、令和５年度の実績報告書にある「収支決算書」を監査したとこ

ろ、下表のとおり、事業費 1,042 千円のうち、講師への旅費・報償費（謝金）は

405 千円が計上されているが、これは、平成 25年及び令和元年に県内で開催さ

れた緑化イベントに招聘された著名講師に対して、毎回招聘しているものであ

り、前年（令和４年度）も同様であった。 

同補助金交付要綱には、謝金、旅費を支払う場合、合わせて限度額（100 万

円）と補助対象経費のいずれか低い額の１／２を上限（結果的として、上限は

「50 万円」以下となる）とあり、また、団体等のみが利益を受ける資産形成と

なる経費は補助対象としないともある。直ぐには、これに該当するものではない

ものの、毎回、謝金等の上限額 50万円近くの金額を拠出し、特定の会員のレベ

ルアップに資することを目標にするのであれば、この考え方に反するのではない

かと思われる。 

本来、補助対象経費とは、その事業目的や目指すべき公益の福祉の増進の程度

に鑑み、適正かつ合理的に判断され、妥当である必要があると思われる。 
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ついては、実績報告書に添付されている「事業報告書」には、その公益上の必

要性の記述はなく、何をもって十数名の会員のレベルアップを目的に毎回著名講

師を招聘する必要があるのか否かが不明であるため、補助金事業を選定する審査

においては、その事業の具体的目標や効果なども十分に見極められ、透明性を確

保された上で決定すべきと思われる。 

また、同補助金交付要綱には、「国・県・市町村等他の補助金、交付金等の交

付の対象となる(予定も含む)経費は、補助金の対象としない。」とある。 

今回の補助事業において作成された「ウッドヘンジ（木や草などを堆積する

サークル）」は、町営公園内に設置され、これに掛かる植栽材料費は同公園指定

管理者から購入しているが、一般的には公園の管理は指定管理人が管理すべきで

あって、その費用は町等が負担すべきものと思われることから、補助金決定の際

にはこれらも含め検討される必要があると思われる。 

 

（参考） 

地元新聞記事には、「補助事業者の企画で同公園内に『ウッドヘンジ』がお目

見え、今年度も２基目を作るとの指定管理人のコメントが寄せられている。 

  

【Ｒ５年度の補助事業（県の補助金額 966 千円)） 

事業費 1,042 千円、うち講師への旅費・報償費 406 千円（事業費の 39%） 

区分 時間 
参加者 

会員 一般 講師 

１回目 
レベルアップ講座 10:00～16:00 

15 
※ 

〇 
入門講座 13:30～14:30 16 

２回目 球根植え 
11:00～12:00 

〇 
幼児 40 

－ 
13:00～14:00 幼児 46 

      ※レベルアップ講座の一般募集は、行われていない。  

【Ｒ４年度の補助事業（県の補助金額 949 千円)） 

事業費 1,062 千円、うち講師への旅費・報償費 403 千円（事業費の 38%） 

区分 時間 
参加者 

会員 一般 講師 

１回目 初級（実技） 10:30～12:00 ９ 20 － 

２回目 

レベルアップ講座 10:00～12:00 10 ※ 

〇 中級（実技） 13:30～14:30 10 21 

座学 15:00～16:00 10 22 

※レベルアップ講座の一般募集は、行われていない。 
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（地域緑化活動育成支援補助金交付事業） 

イ 実績報告書に対する的確な審査等について【意見】〈概要版№45〉 

上記アについて、実績報告書の積算内訳には、講師（個人）への講師料、交通費、

及び宿泊費２泊としての金額が記載されている。 

しかしながら、今回のように事業の実施日程が１日である場合には、２泊の宿泊

費が妥当であるかどうかの事由補完を行うべきと考えるが、その支払いの証として、

講師の関係先への振込明細書（合計額）が添付されているのみある。 

ついては、県補助金等交付規則によれば、「実績報告を受けたときは、提出さ

れた書類を審査し、必要に応じて現地調査等を行い、対象事業が交付決定内容等

に従って遂行されていると認められたときには、交付すべき補助金等の額を確定

する」とあることから、的確な審査を行うべきである。 

また、収支決算書によれば、源泉所得税でいう遊芸師匠（個人）に対して実技

指導の対価として支払っていることから、支払謝金等には源泉徴収を行う必要が

あると思われる。県は直接の当事者ではないものの、適切な助言等が期待されて

いると思われる。 
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第 11 生活環境部住宅政策課 

１ とっとり健康省エネ住宅普及促進事業 

（１） 事業の概要 

国の省エネ基準を上回る県独自の健康省エネ住宅性能基準を満たす高性能省エ

ネ住宅(とっとり健康省エネ住宅)の普及を図り、県民の健康の維持・増進、住宅

の省エネ化及びＣＯ２排出量の削減を目指す。 

※新築木造戸建住宅に対する健康省エネ住宅の割合：43% (2023 年)、100% (2030 年) 

 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 補助率等 予算額 

1 

未来型省エネ

住宅特別促進

事業 

県内工務店が施工する、省エネ性能を

有する県産材を活用した新築木造戸建住

宅に助成する。 

[債務負担行為]274,230千円(令和6年度) 

(最大 100 万

円/戸) 
274,230 

2 

健康省エネ住

宅改修等支援

事業 

Re NE—ST 認定住宅など県の省エネ改修

基準に適合する断熱改修を行う既存住宅

に対して助成する。 

[債務負担行為] 70,000千円(令和6年度) 

[上限] 

Re NE-ST 

:150 万円 

ゾーン改修 

:100 万円 

国省エネ基

準改修 

:50 万円 

70,000 

3 

Re NE—ST ス

タートアップ

支援事業 

新築に比べ施工難易度が高い Re NE—ST

への取組を促進することを目的として、 

Re NE-ST 改修に新たに取り組んだ工務店

に対して支援する。 

20 万円/1 業

者 
4,000 

4 

賃貸住宅高断

熱化モデル事

業 

健康省エネ住宅の普及を図るため、基

準を満たす賃貸集合住宅を建設する事業

者に対してモデル的に助成する。  

[債務負担行為]12,500 千円(令和 6年度) 

(最大 50 万

円/戸) 
12,500 

5 普及啓発 

健康省エネ住宅に対する認知度を上げ

ていくため、デジタルサイネージやYouTube

を活用した広告のほか新聞、フリー冊子等

への掲載を行う。 

 5,694 

6 宿泊体験事業 

健康省エネ住宅のメリットを消費者に

体感してもらうことにより、宿泊体験に協

力する事業者へ助成する。 

[上限」 

25 万円 
1,000 

7 
工務店の研修

等 

健康省エネ住宅の設計、施工ができる技

術者の養成等を行う。 
 1,988 

合計 369,412 

 

 

 

 

 



110 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

とっとり健康省エネ住宅普及

促進事業 
369,412 ▲178,535 158,497 32,380 

 

（４） 監査結果 

県は、健康省エネ住宅を広めるため、助成や普及活動を行っている。 

令和５年度の新築木造戸建住宅に対する健康省エネ住宅の割合は目標の 43％に 

対して、実績は 38％と概ね目標を達成できている。また、集合住宅や公営住宅にお

いても健康省エネ住宅を進める取組を始めており、令和５年度には、鳥取市で集合

住宅では初となるＮＥ－ＳＴ認定住宅が 16戸完成し、岩美町で公営住宅では初とな

るＮＥ－ＳＴ認定住宅が６戸完成した。 

このため、県の取組の成果もあり、順調に健康省エネ住宅は広まってきていると

いえる。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（とっとり健康省エネ住宅普及促進事業） 

ア 登録事業者の情報公開について【意見】〈概要版№46〉 

とっとり健康省エネ住宅の新築「ＮＥ－ＳＴ」及び改修「Ｒｅ ＮＥ－ＳＴ」の

認定においては、県に登録された事業者による設計・施工が要件となる。事業者は、

とっとり健康省エネ住宅設計・施工事業者登録要綱に基づき、技術研修を受講し、

考査を受け合格した場合にのみ登録ができる。 

県は登録事業者についてホームページで「とっとり健康省エネ住宅 登録事業者

一覧」として公開している（ＵＲＬ：https://www.pref.tottori.lg.jp/295416.htm）。 

しかしながら、公開されている情報は、事業者の名称、所在地、連絡先、登録技

術者数のみであり、事業者のホームページのリンクはない。 

新築「ＮＥ－ＳＴ」及び改修「Ｒｅ ＮＥ－ＳＴ」に興味を持った施主が、事業

者を探す場合に、当該県の登録事業者一覧は有効活用できると考えられるが、事業

者のホームページのリンクがないため、施工事例等を調べる場合は、名称などから

インターネット検索をしなければならない。 

したがって、県のホームページである「とっとり健康省エネ住宅 登録事業者一

覧」において、事業者のホームページのリンクも掲載することが望ましい。 

ただし、ホームページを用意していない事業者や、リンクを掲載したくない事業

者もいる可能性があるため、各事業者にアンケートを行い、掲載を許可する事業者

のみ公開することが望ましい。 
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２ とっとり住まいる支援事業 

（１） 事業の概要 

県産材の需要拡大及び地場産業の振興に資する木造住宅の建設を促進するため、

県内事業者を活用した県民の住まいづくりを幅広く支援する。 

県産材の利用拡大を図るため、県内の木造住宅着工戸数に対する県産材を活用し

た木造住宅の割合を50 %まで引き上げるとともに、県内木造住宅の品質向上を図る。 

（２） 事業の内容                       （単位：千円） 

区分 内容 補助率等 予算額 

1 

≪とっとり住まいる支援事業≫ 

住宅の新築に

対する支援 

〇県内事業者の施工により、県産材を活用

した木造一戸建住宅を新築する場合に

支援する。 

(最大 100 万

円/戸) 

135,999 
〇木造住宅の品質の向上を図るため、より

質の高い県産材への支援、県産内装材へ

の支援を行う。 

 

住宅の改修等

に対する支援 

〇県内事業者の施工により、県産材を活用

して住宅の改修等を行う場合に支援す

る。 

(最大 50万 

円/戸) 
10,454 

2 

鳥取県木造住

宅生産事業者

関連支援事業 

 

〇建設、設計、木材供給事業者等が２社以

上連携して住宅見学会、住宅施策に係る

動画作成等を行う際に、県産材を活用し

た住宅の良さなど県の住宅施策の普及

に関する広報を併せて行う場合に、広報

内容に応じて経費の一部を支援する。 

1/2 

[上限」 

20 万円 

4,000 

合計 150,453 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

とっとり住まいる支援事業 150,453 － 150,453 ０ 

（４） 監査結果 

県は、令和５年度の数値目標として、県産材を使用した新築木造戸建住宅の着工

割合を 50％と定めたが、実績としては 33％に留まった。一方で、令和４年度は 38％

であり、利用率が若干低下している。県は、この要因は、納期、金額、品質などの

面から県外材が採用される傾向にあったためと考えている。 

目標未達に対して、予算としては満額執行されているが、これは、上述の「とっ

とり健康省エネ住宅普及促進事業」と併せて申請があった場合、まず「とっとり住

まいる支援事業」の予算を執行したためである。両事業で予算額を確保しており、

この点については、特段問題はないと考える。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 



112 

 

（とっとり住まいる支援事業） 

ア 三世代同居等世帯への補助金の加算要件について【意見】〈概要版№47〉 

交付要綱によると、三世代同居等世帯に該当する場合は、定額 10 万円の補助金

が加算される。各定義は、以下のとおりである。 

とっとり住まいる支援事業補助金交付要綱 第３条 

（９）子育て世帯等 次に掲げる要件のうち、申請日時点でいずれか 1以上を満 

たす世帯をいう。 

ア 18 歳に達する日以後の最初の 3月 31 日までの間にある者（以下「子供」 

という。）を養育する世帯 

イ 婚姻後 10 年以内の夫婦（以下「夫婦」という。）を含む世帯 

（10）近居 同一小学校区内に居住すること（工事に伴う一時的なものを除く。） 

（11）同居 同一住宅内又は敷地が隣接する住宅に居住すること（工事に伴う一 

時的なものを除く。） 

（12）三世代 子供を含む直系三世代以上又は夫婦とその直系尊属をいう。 

（13）三世代同居等世帯 次に掲げる要件のうち、いずれかに該当する世帯（申 

請日時点で三世代が同居（アの場合は近居を含む。）している場合を除く。） 

をいう。 

ア 直系尊属の世帯と新たに近居する子育て世帯等 

イ 直系尊属の世帯と新たに同居する子育て世帯等 

ウ 直系卑属の子育て世帯等と新たに同居する世帯 

 

したがって、申請日時点で、直系尊属と同居している場合や、直系尊属と近居し

ていて、新たに別の住宅を建築し近居する場合は、当該加算要件を満たさないこと

になる。 

しかし、加算要件の主旨は、新たに建築する住宅が、直系尊属・直系卑属と同居・

近居であれば、子育てや、介護等の必要が生じた際に、三世代で互いに協力しやす

い環境にすることに対して、県が補助をするものである。 

したがって、将来において協力しやすい環境であることが重要であり、申請日時

点で三世代が同居・近居しているかは関係がないと考えられることから、当該加算

要件を見直すことが望ましい。 
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第 12 商工労働部雇用・働き方政策課 

１ 「ふるさと来 LOVE とっとり」県内企業の魅力発信・就業体験支援事業 

（１） 事業の概要 

学生の就職活動や企業の採用活動のスケジュールに合わせ、県内企業の魅力や  情

報を発信しつつ、県内外の学生に就業体験を提供することで、若者の県内就職を促

進し、ひいては県内企業の人材確保に繋げる。 

 

（２） 事業の内容                        （単位：千円） 

区分 内容 予算額 

1 

県内企業・県

内就職の魅力

を紹介 

(1)情報誌や就活専門機関との連携による県内企業や県

内就職の魅力発信 

・県内企業に係る情報誌の発行 (3,050) 

・就活専門機関との連携による情報発信 (7,000) 

 (2)県外大学と県内企業の情報交換会実施補助金  

県外大学等の就職支援担当者と県内企業の人事担当  

者との情報交換会を開催する。 

 (実施主体:公益財団法人ふるさと鳥取県定住機構) 

 【補助率:1/2】 

(379) 

小計 10,429 

2 
とっとりイン

ターンシップ 

産官学で組織する「鳥取県インターンシップ推進協議

会」を設置し、インターンシップを実施する。 

(委託先:鳥取県中小企業団体中央会) 

37,356 

3 
企業情報・採

用の発信 

(1)合同企業説明会等の開催、就活サイトによる企業情

報の発信 

・企業紹介フェアの開催 (6,603) 

・学生向け企業見学会(バスツアー)の開催 (2,419) 

・とっとり就活サイト「とりナビ」の運営 (10,710) 

(2)中小企業の情報発信支援事業補助金県内中小企業が

正規雇用に係る求人情報発信活動をする場合の経費

の一部を助成する。 

(実施主体:県内中小企業) 

【補助率: 1/3、上限額：300 千円】 

(5,000) 

小計 24,732 

4 
就職活動・採

用活動の支援 

(1)学生・保護者セミナーの開催 

就活に対する考え方、県内就職のメリット等を学ぶ

セミナーを開催する。 

(1,000) 

(2)採用試験を受験する学生の交通費支援 

県内中小企業が採用試験を受験する県外学生に対し

交通費を支給する場合、その一部を助成する。 

【補助率:1/2、上限額:受験学生 1 人につき 30千円】 

（2,000) 

(3)「学生から選ばれる企業」育成セミナー県内企業を学

生が入りたくなる魅力的な企業へと成長させるため、

最近の学生の志向から入社後の育成までをトータルで

学ぶセミナーを開催する。 

(2,200) 

小計 5,200 

5 
若手労働者の

定着支援 
県内中小企業における新入社員の定着率向上を図るた

め、マナー等を学ぶとともに社員同士の連携を深める「新
2,148 
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入社員向け合同交流会セミナー」を開催する。 

6 その他 標準事務費 5,900 

合計 85,765 

 

（３） 予算額及び決算額                     （単位：千円） 

事業名 
当初 

予算額 

補正 

予算額等 
決算額 

予算額 

－決算額 

「ふるさと来LOVEとっとり」

県内企業の魅力発信・就業体

験支援事業 

85,765 ▲1,928 81,048 2,789 

 

（４） 監査結果 

若者の県内就職の促進について各種事業に取り組んでいるが、当該事業の適正な

財務執行とともに、その事業が効率的に行われているどうかとの視点からも監査を

実施した。 

ＫＰＩ（Ｒ６年度目標）としては、大学生の県内企業インターンシップ参加者数

目標を 500 人（策定時Ｈ30 年度 426 人）、県外学生の県内企業へのインターンシッ

プ参加者数目標 200 人（策定時Ｈ30 年度 163 人）、県内大学等卒業者の県内就職率

44.3％（策定時Ｈ30 年度 35.1％）が掲げられており、いずれもＲ５の県内企業イ

ンターンシップ参加者は 326 人、県外学生の県内企業へのインターンシップ参加者

数は 154 人、県内大学等卒業者の県内就職率 34.4％と策定当時の数値を下回って

いる。 

各種取組を監査した結果、次のとおりであった。 

 

（「ふるさと来 LOVE とっとり」県内企業の魅力発信・就業体験支援事業） 

〈概要版№48〉 

     ア 県内企業に係る情報誌「とりスターvol.3」の発行について【意見】 

「鳥取で働く！」をコンセプトに、高校・大学生及び関係先向け情報誌として作    

成し、次のとおり配布している。 

 

【とりスターvol.3 発送先一覧】 

区分 
Ｒ５年度 

送先 発送単位 送付数 

東京学生寮 2 100 200 

県内高校 32 100～1,300 14,760 

移定住支援団体 2 300～450 750 

県内商工会等 ７ 100～500 1200 

県内自動車学校 9 100 900 

国県市町村窓口 28 50～500 3,950 
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ハローワーク 4 200 800 

大学専門学校等 516 １～20 2752 

合計 602  27,712 

これについての構成は、16 頁もの冊子（表紙１、鳥取県内の就職情報４頁、企業

紹介８頁（８社）、サポート窓口紹介２頁、裏面１頁の構成）であり、県担当課とし

ては、学生をはじめ保護者などに広く情報提供して有効だったとしているが、対象が

高校生から大学生と幅が広く各層に対しての情報は少なすぎ、配布先も広範囲に配っ

ているものの効果は低いように思われる。 

また、各方面に送付されているが、データ送信すれば足りるところもあり、インター

ネット社会の昨今の情勢に合っていないように思える。 

なお、冊子送付からデータ送信などに切り替えられたこともあって、冊子作成数に

ついては、令和３年度５万部から、令和４年度は４万部、令和５年度は３万部（決算

額 3,036 千円）と徐々に減少している。 

近年、鳥取県ではインターネットを活用した各層への情報提供に力を入れ、普及定

着が図られていることから、従来型の紙ベースの情報提供については、その有効性（経

済的）について十分に見極めを行い無駄のない財務執行を促進されるべきと思われる。 

 

【鳥取県公式アプリ・就活ポータルサイトの運営状況】 

区分 内容 Ｒ５年度末登録数 

とりふる ふるさと情報、就職支援情報

等の発信 

20,609 人(※) 

とっとり就活ナビ 県内就活情報の掲載 1,733 人 

※ 県内高校生等への登録強化の取組を行っており、年２千人程度の純増。 

 

（「ふるさと来 LOVE とっとり」県内企業の魅力発信・就業体験支援事業） 

    イ 就活専門機関との連携による情報発信【意見】〈概要版№49〉 

就職専門業者が開設するポータルサイトに鳥取県特設サイトを設置し、「鳥取県

で暮らす働く」をテーマに魅力発信をするものとして6,996千円を支払っている。 

平成29年度から令和５年度まで継続して実施し、令和５年度をもって廃止となっ

ているが、県ではインターネットを活用した各層への情報提供に力を入れ、普及

定着が図られていることから、本来であれば、適切に効果測定を行い、早めの判

断が可能だったのではないかとも思われる。 

また、「県内企業で働く３名の先輩の体験談をもとに県内就職の魅力を発信」す

る構成になっているが、企業名も紹介されることから、企業協賛での企画もあり

得たのではないかとも思われる。 
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（「ふるさと来 LOVE とっとり」県内企業の魅力発信・就業体験支援事業） 

ウ とっとりインターシップの参加促進【意見】〈概要版№50〉 

商工団体への業務委託（決算額 37,356 千円）により、実施している。 

前述のとおり、ＫＰＩ（Ｒ６年度目標）として、①大学生の県内企業インターン            

シップ参加者数目標を 500 人（策定時Ｈ30 年度 426 人）、②県外学生の県内企業

へのインターンシップ参加者数目標 200人（策定時Ｈ30 年度 163 人）を掲げてい

るが、学生参加状況等は次のとおりである。 

参加者については、コロナ禍までは順調に伸びたものの、コロナ禍後に戻らな

い、また、学生からの登録に対して、受入企業とのマッチングのレスポンスを短

縮するなど対応手順の改善にも努めているとの説明はあったが、多額の公費をか

けた取組が功を奏するよう、関係機関と十分な情報共有を図り、取組を加速され

る必要がある。 

【とっとりインターシップの実施状況】 

区分 
参加学生数 うち県外 受入 

企業数 実地 リモート 計 実地 リモート 計 

（ＫＰＩ）   (500)   (200)  

Ｈ30 年度 426 － 426 163 － 163 144 

Ｒ１年度 426 － 426 149 － 149 152 

Ｒ２年度 248 97 345 85 43 128 122 

Ｒ３年度 205 135 340 62 70 132 118 

Ｒ４年度 252 63 315 111 35 146 128 

Ｒ５年度 274 52 326 128 26 154 118 

（「ふるさと来 LOVE とっとり」県内企業の魅力発信・就業体験支援事業） 

エ 中小企業の情報発信支援事業補助金の効果測定等【意見】〈概要版№51〉 

県内に本社を有する中小企業に対し、求人情報の発信に必要な経費の一部を助

成（補助率 1/3、補助限度額 300 千円、各年１回で最大３回まで）している。 

これについては、新卒採用を中心に中途採用も含めた求人情報を発信するため、

平成 23 年度から継続されていたが、「とっとり就活ナビ」等で情報発信を進めら

れたこともあり、令和５年度をもって廃止されているが、県ではインターネット

を活用した各層への情報提供に力を入れ、普及定着が図られていることから見れ

ば、適切に効果測定を行われ、早めの廃止判断もあり得たのではと思われる。 

また、同補助金交付要綱第３条３項には、県内事業者への発注への努力義務が

課されているものの、県外事業者への発注理由として、単に「県外業者がコスト

が安い」、「県外へ発注予定」等と記載されているものが散見される。 

県内経済の発展のため、事業者の受注機会の増大を図るという鳥取県産業振興

条例の趣旨をしっかりと補助金申請者に理解していただいた活用が望ましいと思

われる。 
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また、人口最少・経済最小の当県において、限りあるリソースを最大限に引き出

していくためには、事業者の受注機会の増大を図り、好循環の創出に期待できる

同条例に基づく取組の推進が必要と思われる。 

 

（「ふるさと来 LOVE とっとり」県内企業の魅力発信・就業体験支援事業） 

オ 採用試験を受験する学生の交通費支援の周知強化【意見】〈概要版№52〉 

県では県内の中小事業者が県内で実施する採用試験を受験する県外学生等に対し

て交通費を負担する場合は、その一部を助成するとして令和５年度には2,000千円

の予算が確保されているが、当該補助金を活用したものは３社 78千円に留まって

いる。 

ついては、県外学生の県内企業への就職は、県の移住定住施策の柱の一つでもあ

ることから、制度の周知広報はもとより、活用されない実情等もリサーチの上、対

応を考えられるべきと思われる。 

例えば、補助要件にある「県内で実施する」については、なぜ、県内で実施され

る採用試験に限定されるのか。実態として県内企業が県外に打って出て採用試験を

行っているのであれば、それも対象に含めるべきか否かなどの現状把握も必要と思

われる 

※ 鳥取県の人口対策において、学生への県内就職の推進は、人口動態変化要因の一つ

である「社会減」の食い止めに直結する「いわば人口の防衛ライン」のように思われ

る。 

鳥取県では、本事業に係るＫＰＩ目標値（①大学生の県内企業インターンシップ参 

加者数 500 人、②県内学生の県内企業へのインターシップ参加者数 200 人、③県内大 

学等卒業者の県内就職率 44.3％）を設定しているが、当該事業における「ＰＤＣＡサ 

イクルによる検証」などは行われておらず、単なる目標に留まっている。 

特に、上記イの事業については、令和６年度の予算査定段階で「効果が見えない」 

との理由で予算が付かず、令和５年度をもって事業廃止となったが、本来であれば、 

効果等を見極め、早めの判断が可能だったのではないかとも思われる。 

また、県ではインターネットを利活用した鳥取県ポータルサイト（「とりふる」、「とっ 

とり就活ナビ」）で各層への情報提供が行われているものの、並行して従来型の紙ベー 

スでの情報提供が行われている。 

事務処理に当たっては、「最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければなら 

ない」との基本的な考えのもと、その実践においては「ＰＤＣＡサイクル」などを活 

用して、その有効性とともに経済性をも判断されるべきものと思われる。また、デジ 

タル先進県として注目される鳥取県においては、就職支援の各取組においてもデジタ 

ル化への加速が期待されているものと思われる。 

※  ＰＤＣＡサイクル：「Plan（計画）」「Do（実行）」「Check（評価）」「Action（改善）」

のプロセスを繰り返しながら、継続的な業務効率の改善、向上を目指す枠組み。 


